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はじめに 

航空保安大学校 校長 鏡 弘義 

 

航空保安大学校は、国土交通省の職員として航空保安業務に従事する者の教育

を実施する機関であり、本校においては新規に採用した職員に対する基礎的な研

修を中心に実施し、岩沼研修センターにおいては既に航空保安業務に従事してい

る職員の知識・技能の向上を図るための専門的な研修を実施しています。 

 

当校の歴史は、昭和 34 年に東京国際（羽田）空港内に航空管制官の養成施設が

開設されたことに遡ります。その後、何度かの組織変更を経て、昭和 46 年に現在

の「航空保安大学校」となり、航空管制官、航空管制運航情報官、航空管制技術

官など約 5,000 名の航空保安業務に従事する職員を養成してまいりました。その

間には、昭和 49 年に岩沼分校（現在の「岩沼研修センター」）が宮城県岩沼市の

仙台空港内に設置され、平成 20 年 4 月には本校が羽田空港内から現在の大阪府泉

佐野市りんくうタウンに移転しました。すでにりんくうタウンで学んだ多くの研

修生、学生たちも全国の官署で航空保安職員として活躍しております。 

 

航空保安大学校は、我が国の民間航空の発展を支え、そして航空の発展ととも

に歩んでまいりました。今後、さらに増大する航空交通量に対応するため、我が

国においても新しい航空保安システムの導入が計画されており、それらのシステ

ムに対応した教育訓練の実施及び体制の一層の充実強化が求められています。航

空輸送にとって最も重要な「安全を最優先する」ということを基本に、航空保安

業務を担う職員の教育・訓練に取り組んでいるところです。 

 

本報告書は航空保安大学校の平成 26 年度の活動内容を関係者の皆様により良

くご理解いただくために作成したものです。特筆すべき内容としては、厳しい航

空保安職員の定員事情を勘案して本校の定員数の最大限まで採用したこと、国際

的な訓練手法である CBT 導入のため教官研修を開始したこと、研修品質向上のた

め研修品質マニュアルを制定したこと及び学生・研修生の職種間交流を図るため

「体育交流」を実施したこと等があげられます。 

 

航空保安大学校では、これからも航空の安全を支える航空保安職員の資質向上

のため、研修内容の充実強化、施設・設備の改善に一層取り組んで行くこととし

ておりますので、引き続き当校に対するご理解とご支援をお願い申し上げます。 

 



平成２６年度を振り返って 

 

岩沼研修センター所長 三浦 守夫 

 

 岩沼研修センターは、昭和４９年４月に航空保安大学校岩沼分校が設置され、既に航

空保安業務に従事している職員の知識・技能の向上を図るための専門的な研修を実施し

ております。その後、平成１４年４月に航空保安システムの近代化及び高度化に対応す

べく岩沼研修センターに改め、平成２７年３月末で４１年が経過したところです。この

間延べ約２２，７００名の職員に研修を行ってきました。 

 当センターにおける研修課程は、①技能証明の取得、②航空保安システムの高度な知

識・技能の習得、③企画力、マネジメント力等の向上のための知識・技能を習得するキ

ャリアパスの一環としての研修に大別されます。いずれの研修も現場業務に直結した専

門的な研修を行っています。 

平成２６年度を振り返りますと、１０月の安全管理システム担当教官１名の配置を受

け、当センターに新たに特別研修室を設置しました。特別研修室は、航空保安業務安全

管理担当者特別研修や総合特別研修を担当するほか、ＣＢＴ（コンピテンシー・ベース

ド・トレーニング）の導入促進等に関する業務を行っております。また、現在、航空局

で整備を進めている統合管制情報処理システムの運転・管理業務に従事するシステム担

当者に対し、当該システムに関する高度な専門知識と技能を習得させるための研修を平

成２８年度から順次開始できるよう、これまでの検討結果を基に研修体系の概要を取り

まとめたところです。今後は、順次開始を予定している研修毎の教授細目等の検討と研

修準備を行うこととしています。平成２６年度における研修実績は、４３課程８１コー

スの研修を実施し延べ７３３名の職員に研修を行っています。 

 岩沼研修センターでは、これからも航空の安全を支える航空保安職員の知識・技能の

向上を図るため、研修内容の充実強化、研修施設及び研修生寮等付帯設備の改善に取り

組んでいくこととしておりますので、引き続き本校をはじめ関係者各位のご支援とご協

力をよろしくお願い申し上げます。 
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第１部 
 
 
 
 
 

航空保安大学校 本校 
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1 研修課程 

1-1 研修の目標と基本方針 

航空保安大学校は、国土交通省の施設等機関として設置され、また文教研修施設としての指

定を受けており、航空保安業務に従事するまたは従事しようとする職員に対して、必要な研修

を行っている。 

航空保安職員を養成するための教育・訓練は、航空保安大学校本校（以下、本校という）、

航空保安大学校岩沼研修センター（以下、岩沼研修センターという）及び航空局の現場機関で

実施されており、それぞれ下図のように分担している。 

本校： 基礎課程 

岩沼研修センター： 現場機関で一定の航空保安業務に従事した職員のスキルアップ、ブ

ラッシュアップ等の専門課程 

現場機関： 現場に即した OJT 等の実践等、主として専門課程 

 

本校における本科及び基礎研修は、本科学生及び基礎研修生が将来、航空管制、運航情報、

管制通信及び管制技術の各業務に従事する職員となるべく、定められた期間内に、国家公務員

として必要な教養及び航空保安業務に係る基礎知識・技術等を修得させ、その後の専門研修が

円滑に実施できるレベルにまで育成することを目標とする。 

 

この目標を達成するための本校における研修の基本方針は、次のとおりである。 

 国家公務員として必要な教養及び航空局の施策を踏まえた専門研修の円滑な実施に必要

な基礎的な知識・技術の具現化を図るためのカリキュラムを設定する。 

 研修効果を確認するため定期的にフォローアップを行い、必要に応じてカリキュラムの

見直しを行う。 

 人材育成の観点から、知識等に止まらず、行動力や対人・対社会適応性等を含めた、総

合的な能力の向上を目指した指導を行う。 

 本校の学生・研修生はすでに国土交通省職員であるが、未成年者も多く含まれること、

また大多数の学生・研修生が寮生活を送っていることに留意して、研修生活全般につい

ても可能な限り指導する。 
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1-2 研修課程と研修実績 

1-2-1 研修課程と研修期間 

本校において行う研修は、次表に掲げるとおりである。 

また、平成 21 年度から専修科（平成 22 年度以降、「管制官課程」と称する。）の期間を 1

年へ延長するとともに、第 41 期（平成 21 年 4 月採用）をもって本科航空管制科を廃止する

等の見直しを行ってきたところである。 

平成23年3月末に本科航空管制科課程が全て終了することに伴い、航空保安大学校規則（訓

令、以下「学校規則」という。）から航空管制科に係る規定を削除する改正を行った。 

なお、平成 26 年度における授業時間数の変更については、1-3 項に後述する。 

 

航空保安大学校における研修課程と研修期間 

航空情報科(注 1) 航空保安大学校学生採用試験に合格し採用された者 2 年 

航空電子科(注 1) 同上 2 年 

基礎研修 

航空交通管制業務に従事しようとする職員(注 2) 1 年 

運航援助情報業務に従事しようとする職員 4 月 

飛行場情報業務及び対空援助業務に従事しようとする

職員 
7 月 

航空交通管制技術業務に従事しようとする職員 3 月 

航空交通管制情報処理システム関連の航空保安業務に 
従事しようとする職員 

9 月 

特別研修 航空保安業務に従事している職員 
航空局長が 
定める期間 

注 1：航空情報科及び航空電子科を「本科」と総称する。 
注 2：航空管制官採用試験合格者 

 

 

1-2-2 平成 26年度研修実績概要 

本校が平成 26 年度に実施した研修は、次のとおりである。 

 

（１）本科航空情報科及び航空電子科学生に対する研修 

本科 45 期（2 学年生） 

本科 46 期（1 学年生） 

 

（２）航空交通管制業務に従事しようとする職員に対する基礎研修 

管制官課程 2013A 期 平成 25 年 10 月 1 日 ～ 平成 26 年 9 月 30 日 

管制官課程 2014S 期 平成 26 年 4 月 1 日 ～ 平成 27 年 3 月 31 日 

管制官課程 2014A 期 平成 26 年 10 月 1 日 ～ 平成 27 年 9 月 30 日 

 

（３）航空管制運航情報業務に従事しようとする職員に対する基礎研修 

運航援助情報業務基礎研修 

第８回運航情報基礎研修(前期) 平成 26 年 6 月 1 日 ～ 平成 26 年 9 月 30 日 
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（４）航空管制技術業務に従事しようとする職員に対する基礎研修 

平成 26 年度航空管制技術基礎研修   平成 26 年 6 月 1 日 ～ 平成 26 年 8 月 31 日 

 

（５）航空交通管制情報処理システム関連の航空保安業務にかかる基礎研修 

平成 26 年度システム専門官基礎研修 平成 26 年 4 月 8 日 ～ 平成 26 年 12 月 19 日 

 

（６）航空保安業務に従事している職員に対する特別研修 

 第 1 回訓練教官特別研修   平成 26 年 5 月 13 日 ～ 5 月 2 0 日 

 航空保安業務基礎特別研修     平成 26 年 5 月 20 日 ～ 5 月 2 3 日 

 航空灯火・電気技術管理業務特別研修 

 航空保安電源システムコース 平成 26 年 5 月 23 日 ～ 5 月 3 0 日 

 航空灯火・電気技術システムコース 平成 26 年 5 月 30 日 ～ 6 月 1 2 日 

 平成 26 年 6 月 20 日 ～ 7 月 4 日 

 電気主任技術者資格取得コース 平成 26 年 6 月 12 日 ～ 6 月 2 0 日 

 第 1 回上級航空管制官特別研修 平成 26 年 7 月 10 日 ～ 7 月 1 8 日 

 航空灯火・電気技術 

広域運用管理業務特別研修 平成 26 年 9 月 8 日 ～ 9 月 1 9 日 

 ＴＤＧコース    平成 26 年 9 月 8 日 ～ 9 月  9 日 

 広域運用管理コース  平成 26 年 9 月 10 日 ～ 9 月 1 9 日 

 第 1 回航空保安防災職員特別研修（Ⅰ） 平成 26 年 9 月 8 日 ～ 9 月 1 2 日 

 航空保安防災職員特別研修（Ⅱ） 平成 26 年 9 月 16 日 ～ 9 月 3 0 日 

 航空灯火・電気技術高度管理業務特別研修 平成 26 年 10 月 15 日 ～ 1 1 月 7 日 

 ＳＴＰコース  平成 26 年 10 月 15 日 ～ 10 月 20 日 

 高度管理コース      平成 26 年 10 月 20 日 ～ 1 1 月 7 日 

 第 2 回上級航空管制官特別研修 平成 26 年 10 月 16 日 ～ 10 月 24 日 

 第 2 回訓練教官特別研修   平成 26 年 11 月 5 日 ～ 11 月 12 日 

 システム専門官基礎研修修了者 

フォローアップ特別研修 平成 26 年 12 月 15 日 ～ 12 月 19 日 

 第 2 回航空保安防災職員特別研修（Ⅰ） 平成 27 年 3 月 2 日 ～ 3 月 6 日 
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1-3 カリキュラムの構成 

1-3-1 研修細目と時数（1時限＝100分） 

（１） 
航空情報科第１学年 航空情報科第２学年 ○ 航空情報科本科 

 
注 1 基礎試験科目対象 
航空交通管制通信職
員試験規則第 3 条及
び航空管制運航情報
職員試験規則第 4 条
に規定される科目であ
る。 

 
注 2 
「電波法規」及び「無
線工学」は、航空無
線通信士資格を取得
するための専門科目
である。 

 
注 3 
「電気通信術」は、航
空無線通信士資格を
取得するための実技
科目である。 

 
注 4 
「業務用英語」は、基
礎試験の学科試験科
目「英語」であり、専門
科目に位置づけられ
る。 

 

科   目 時数 科   目 時数 

一
般
教
養 

心理学 18     
法学 27     
数学 31     
物理学 31     

社会教養 10 
  

時限数（小計） 117 時限数（小計） 0 
学校規則 195H（小計） 195 学校規則 0H（小計） 0 

外
国
語 

英語Ａ１（情報） 18 英語 A２（情報） 46 
英語 Ｂ（情報） 18 英会話 Ｃ２（2 クラス） 21 
英会話 Ｃ１（2 クラス） 24 英会話 Ｌ２ 21 
英会話 Ｌ１ 24 英会話 Ｓ２ 20 
英会話 Ｓ１ 24     

時限数（小計） 108 時限数（小計） 108 
学校規則 180H（小計） 180 学校規則 180H（小計） 180 

保
健 

体
育 

保健体育 27 保健体育 27 

時限数（小計） 27 時限数（小計） 27 
学校規則 45H（小計） 45 学校規則 45H（小計） 45 

専 
 

 
 

 

門 
 

 
 

 

科 
 

 
 

 

目 

航空航法 36 Cプログラミング座学 10 
航空気象学 45 Cプログラミング応用 25 
航空機概論 36 ネットワーク応用 15 
ハードウェア概論 12 ヒューマンファクター2 9 
ソフトウェア概論 12 航空機の運航１ 12 
情報システム概論 2１ 航空機の運航２ 18 
ヒューマンファクター1 6 飛行場情報論３ 6 
国内航空法規 74 ヘリコプター概論 12 
国際航空法規 17 運航援助論 35 
電波法規 15 運航管理論２ 8 
運航情報業務概論 28 航空通信業務論２ 12 
運航管理論１ 20 航空情報業務論２ 27 
航空通信業務論１ 15 運航監督概論 8 
航空情報業務論１ 12 飛行場情報論２ 38 
飛行場情報論１ 16 対空援助論２ 12 
対空援助論１ 24 管制通信論 18 
航空気象通報式１ 29 計器進入方式 23 
航空無線通信用英語 36 CNS/ATM基礎 14 
航空管制概論 9 航空気象通報式２ 9 
無線工学 14 業務用英語 30 
航空無線施設概論 22 テーマ学習 20 
航空灯火概論 9 飛行場管制論 10 
CBT概論 7 進入管制論 10 

  
航空路管制論 10 

  
レーダー管制論 10 

    安全（ＳＭＳ） 6 
公務員教養 53.4 公務員教養 74.4 
科目演習 48 科目演習 12 

時限数（小計） 616.4 時限数（小計） 493,4 
学校規則 1,027H（小計） 1,027.3  学校規則 822H（小計） 822.3  

実 
 

 
 

 

技 

情報リテラシー１ 13 情報リテラシー２ 8 
電気通信術 2 運航援助演習 72 
データ通信操作演習 20 航空情報演習 24 
運航情報基礎演習 12 飛行場情報演習 24 
    飛行場対空援助演習 72 
    広域対空援助演習 24 

  
管制通信演習 24 

    総合実習 34 
科目演習 21 科目演習 26 

時限数（小計） 68 時限数（小計） 308 
学校規則 113H（小計） 113.3  学校規則 513H（小計） 513.3  

合 
計 

時限数合計 936 時限 936.4 時限数合計 936時限 936.4 
学校規則 1,560H（合計） 1,560.7 学校規則 1,560H（合計） 1,560.7 
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1-3-1 研修細目と時数（1時限＝100分） 

 

 

（２） 
航空電子科第１学年 航空電子科第 2学年 ○ 航空電子科本科 

 
注 1 基礎試験科目対象 
航空交通管制技術職
員試験規則第４条に規
定される科目である。 

科   目 時数 科   目 時数 

一
般
教
養 

心理学 18 
  

法学 27 
  

数学 36 
  

物理学 36 
  

時限数（小計） 117 時限数（小計） 0 

学校規則 195H（小計） 195 学校規則  0H（小計） 0 

外
国
語 

英語Ⅰ（初級英語） 54 英語Ⅰ(中級英語） 45 

英語Ⅱ C1 27 英語Ⅱ C2（2 クラス） 27 

    英語Ⅲ（航空英語実務） 12 

時限数（小計） 81 時限数（小計） 84 
学校規則 135H（小計） 135 学校規則 140H（小計） 140 

保
健 

体
育 

保健体育 27 保健体育 27 

時限数（小計） 27 時限数（小計） 27 

学校規則 45H（小計） 45 学校規則 45H（小計） 45 

専 
 

 
 

 

門 
 

 
 

 

科 
 

 
 

 

目 

応用数学 27 ヒューマンファクターⅡ 9 

ヒューマンファクターⅠ 6 航空機概論 18 

航空管制概論 12 国内航空法規 12 

運航情報業務概論 9 航空気象概論 9 

飛行場概論 6 無線機器学（Ⅱ） 63 

無線工学概論 24 無線工学演習 25 

CNS/ATM 概論 33 空中線理論演習 10 

電波法規 33 航空灯火・電気技術概論 20 

空中線理論 87 航空衛星システム理論 14 

電波伝搬の基礎 20 情報ネットワーク理論・演習 24 

電気磁気学 45 管制情報処理システム概論 36 

電気回路学 45 管制情報処理システム概論 
 

半導体・電子管 16 航空通信システム理論 42 

アナログ電子回路 34 航法システム理論 43 

ディジタル電子回路 16 着陸システム理論 30 

無線機器学 20 監視システム理論 53 

無線工学演習 25 CNS総合演習 24 

コンピュータシステム基礎 27 管制技術業務論 48 

システムソフトウェア基礎 12 ORM概論 19 

情報通信理論 12 信頼性技術理論 12 

校務情報システム概論 8 ＳＭＳ（安全管理・危機管理）
（SMS） 

 11 
  

  
課題学習 27  

    
公務員教養 57.4 公務員教養 72.4 

科目演習 44 科目演習 30 

時限数（小計） 618.4 時限数（小計） 651.4 
学校規則 1,030H（小計） 1,030.7  学校規則 1,085H（小計） 1,085.7  

実 
 

 
 

 

技 

電気電子計測 42 電子基礎実験（Ⅱ） 28 

電子基礎実験（Ⅰ） 33 航空通信システム実技 22 

情報リテラシー 11 航法システム実技 22 

    着陸システム実技 22 

    監視システム実技 22 

    情報処理実技 24 

    Ｃプログラミング実習 30 

科目演習 7 科目演習 4 

時限数（小計） 93 時限数（小計） 174 
学校規則 155H（小計） 155  学校規則 290H（小計） 290  

合 
計 

時限数合計 936 時限 936.4 時限数合計 936時限 936.4 

学校規則 1,560H（合計） 1,560.7 学校規則 1,560H（合計） 1,560.7 
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1-3-1 研修細目と時数（1時限＝100分） 

（３） 
管制官（14S&A） ○ 航空管制官課程 

 
注 1 基礎試験科目対象 
航空交通管制職員試験規則第４条に規定される科目である。 

 
注 2 
「電波法規」及び「無線工学」は、国家試験の航空無線通信
士資格を取得するための専門科目である。 

 
注 3 
「電気通信術」は、航空無線通信士資格を取得するため
の実技科目である。 

 
注 4 
「管制業務用英語」は、基礎試験の実技試験科目「航空交
通管制に用いられる外国語」であるが、専門科目に位置づけて
いる。 

 

科   目 時数 

外
国
語 

実用英語 12 
航空英語 30 

    

時限数（小計） 42 
学校規則 70H（小計） 70 

専 
 

 
 

 

門 
 

 
 

 

科 
 

 
 

 

目 

国際航空法規 15 
国内航空法規 20 

電波法規 15 

航空交通業務概論 12 

航空管制概論 12 

飛行場管制論 29 

進入管制論 31 

航空路管制論 37 

ターミナル･レーダー管制論 30 

管制業務用英語 12 

情報処理システム概論 9 

CNS/ATM基礎 14 

空域設定概論 12 

無線工学 14 

航空レーダー概論 11 

航空機概論 18 

航空航法 13 

航空気象学 13 

航空気象通報式 12 

飛行場概論 6 

運航情報概論 12 

航空無線施設概論 14 

航空灯火概論 9 

運航管理概論 12 

ヘリコプター概論 5 

安全（ﾋｭｰﾏﾝﾌｧｸﾀｰ） 6 

安全（ＴＲＭ） 6 

安全（ＳＭＳ） 6 

AIP概論 6 

校務情報システム概論 3 

保健体育 18 

公務員教養 67.4 

科目演習 27 

時限数（小計） 526.4 
学校規則 877H（小計） 877.7  

実 
 

 
 

 

技 

飛行場管制方式 77 
進入管制方式 55 

航空路管制方式 84 

ターミナル･レーダー管制方式 71 

通信操作 8 

情報処理システム操作 18 

電気通信術 2 

管制合同実習 36 

科目演習 17 

時限数（小計） 368 
学校規則 613H（小計） 613.3  

合計 
時限数合計 936 時限 936.4 
学校規則 1,560H（合計） 1,560.7 
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1-3-1 研修細目と時数（1時限＝100分） 

（４） 
運航情報基礎（前期） ○ 運航情報基礎研修 

（前期） 
 
注 1 基礎試験科目対象 
航空交通管制通信職員試験規則第 3条
及び航空管制運航情報職員試験規則第
4条に規定される科目である。 

 
 

科   目 時数 

外
国
語 

英語１ 36  
    

時限数（小計） 36  
学校規則  60H（小計） 60  

専 
 

 
 

 

門 
 

 
 

 

科 
 

 
 

 

目 

航空気象学１ 6  
航空航法１ 12  

航空機概論１ 6  

国内航空法規１ 28  

国際航空法規１ 8  

運航管理論 17  

運航援助論１ 23  

航空通信業務論１ 15  

航空情報業務論１ 10  

飛行場情報論１ 12  

航空気象通報式１ 8  

航空無線施設概論１ 6  

航空灯火概論 1 9  

運航情報業務概論 8  

  
 

  
 

  
 

保健体育 6  

公務員教養 11  

科目演習 1  

時限数（小計） 186  
学校規則 310H（小計） 310  

実 
 

 
 

 

技 

データ通信操作演習１ 12  

運航情報基礎演習 6  
運航援助演習 45  

航空情報演習 18  

科目演習 9  

時限数（小計） 90  
学校規則 150H（小計） 150  

合計 
時限数（小計） 312  

学校規則 520H（合計） 520  
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1-3-1 研修細目と時数（1時限＝100分） 

（５） 
航空管制技術基礎 ○航空管制技術基礎研修 

 
注 1基礎試験科目とは、航空交通管制技術
職員試験規則第４条に規定される科目で
ある。 

 
注２「科目演習」は、補講等に充てた。 
 

 

科   目 時数 

外
国
語 

 
  

    

時限数（小計） 0  
学校規則  60H（小計） 0  

専 
 

 
 

 

門 
 

 
 

 

科 
 

 
 

 

目 

国内航空法規 3 
国際航空法規 3 

管制技術業務概論 4 

飛行場概論 3 

航空管制概論 7 

運航情報業務概論 6 

航空灯火・電気技術概論 4 

飛行検査概論 2 

電子回路基礎 13 

情報処理基礎 5 

ネットワーク基礎 5 

航空無線概論 5 

ＣＮＳ／ＡＴＭ基礎 5 

ＣＯＭ基礎理論 11 

ＶＯＲ基礎理論 7 

ＴＡＣＡＮ基礎理論 6 

ＩＬＳ基礎理論 9 

レーダー基礎理論 13 
管制情報処理システム基礎
理論 

10 

安全（ＳＭＳ） 6  

保健体育 6  

公務員教養 19 

科目演習 3  

時限数（小計） 155 
学校規則 258H（小計） 258  

実 
 

 
 

 

技 

電気電子計測基礎 4 

ＣＯＭ実技 16 

ＶＯＲ実技 8 
ＴＡＣＡＮ実技 8 

ＩＬＳ実技 16 

レーダー実技 16 

情報処理実技 5 

科目演習 5 

時限数（小計） 78 
学校規則 130H（小計） 130  

合計 
時限数（小計） 233 

学校規則 388H（合計） 388 
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1-3-1 研修細目と時数（1時限＝100分） 

（６） 
システム専門官基礎  

○ システム専門官基礎 
研修 

 
注 1 基礎試験科目対象 
航空交通管制技術職員試験規則第４条に規定される科目
である。 

 
 
 

科   目 時数 

専 
 

 
 

 

門 
 

 
 

 

科 
 

 
 

 

目 

情報数学 24 
確率・統計概論 18 

情報学概論 18 

情報と符号化 24 

ＩＴとデータ分析 10 

情報システム基礎 24 

リレーショナルデータベース概論 18 

システム開発基礎 12 

システム設計概論 24 

システム設計特論 24 

ヒューマンインタフェース概論 6 

信頼性設計概論 18 

安全学入門 18 

情報倫理と法体系 12 

情報セキュリティ概論 12 

知的財産権の法律と実務 12 

システム監査と内部統制 12 

業務分析手法の基礎 24 

プロジェクトマネジメント概論 18 

ネットワーク概論 24 

ネットワーク特論 18 

ソフトウェア工学 16 

システム運用方法論 18 

先端システム工学 8 

運航情報業務論 8 

航空管制業務論 18 

管制情報処理システム概論 24 

管制情報処理システム研究 24 

  
保健体育 18 

研修行事・公務員教養 19.4 

科目演習 20 

時限数（小計） 543.4 
学校規則 905H（小計） 905.7  

実 
 

 

技 

情報システム基礎演習 24 
システム設計特論演習－１ 12 

システム設計特論演習－２ 18 

ネットワーク特論（演習） 24 

修了ケーススタディ 30 

研究時間 20 

科目演習 4 

時限数（小計） 132 
学校規則 220H（小計） 220  

合計 
時限数（小計） 675.4 

学校規則 1,125H（合計） 1,125.7 
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1-3-2 専門科目と実技科目 

平成 26 年度に実施した研修科目の内容と時間数について、各研修課程（コース）別に時間

構成などを図示しながら述べることとし、各コースの冒頭では学校規則に定めるコース毎の年

間の研修科目と時間を帯グラフで示す。 

学校規則においては 60 分を 1 時間とする標準的な研修時間の記載としているが、カリキュ

ラムにおいては授業単位である 100 分を 1 時限と表記しており、一般的にはこの時限単位を用

いている。このため、ここでは研修時間を時限単位で表すことを基本とし、時間単位の場合に

は“< > ”を付して区別する。 

なお、専門科目に整理される公務員教養科目（教養習得、特別講義及び校外研修など）は 1-3-4

項に別記する。 

 

（１）航空情報科 本科 1 学年（46 期）、本科 2 学年（45 期） 

航空情報科本科においては、1 学年：936 時限=<1,560>時間、2 学年：936 時限=<1,560>

時間、2 年間計：1,872 時限=<3,120>時間の研修を行っている。 

1 学年では基礎試験の学科科目から教授していき、それぞれの学科科目をほぼ修了させ、2

学年から本格的に実技の実習を行っている。 

平成 26 年度においても、2 学年の実技全てを班分けすることによる効率的な実習を継続して

実施した。 

 

1 学年の科目から公務員教養科目、外国語科目及び保健体育科目（計：252 時限）を除いた

専門科目と実技科目の計：684.4 時限について、基礎試験の対象となる科目と対象とならな

い科目に分け、その時限数と割合を次表及びグラフに示す。 

航空情報科（本科 1 学年：46 期） 基礎試験科目 

情１ 
基礎試験 

科目数 / 計 時限数 / 計 

 

対
象 

専門 13  

15  

355.0 

387.0 

実技 2  32.0 

対
象
外 

専門 12  

15  

261.4 

297.4 

実技  3  36.0 

合計 30 684.4 

※ 基礎試験の対象科目は、1-3-1 の表（１）内に凡例で表す。 

1,109.8 

493.4 

616.4 

216.0 

108.0 

108.0 

117.0 

0.0 

117.0 

54.0 

27.0 

27.0 

376.0 

308.0 

68.0 

航空情

報科計 

2学年 

1学年 

専門 外国語 一般教養 保健体育 実技 

基礎試験

専門,  

(355) 

52% 

基礎試験

実技,  

(32)5% 

基礎以外

専門, 

(261.4) 

38% 

基礎以外

実技,  

(36)5% 

１学年：時間数 
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2 学年の科目から公務員教養科目、外国語科目及び保健体育科目（計：135 時限）を除いた

専門科目と実技科目の計：801.4 時限について、基礎試験の対象となる科目と対象とならな

い科目に分け、その時限数と割合を次表及びグラフに示す。 

航空情報科（本科 2 学年：45 期） 基礎試験科目 

情２ 
基礎試験 

科目数 / 計 時限数 / 計 

 

対
象 

専門 14 

20 

237.0 

477.0 

実技 6 240.0 

対
象
外 

専門 14 

17 

256.4 

325.4 

実技 3 68.0 

合計 37 801.4 

※ 基礎試験の対象科目は、1-3-1 の表（１）内に凡例で表す。 

 

 

（２）航空電子科 本科 1 学年（46 期）、本科 2 学年（45 期） 

航空電子科本科においては、専門科目が他科目に比して多くなっている。 

これは、航空電子科本科の教育内容が、国家資格である第２級陸上無線技術士の免許取得

に必要な科目、情報処理・電子技術の基礎知識、航空関係無線施設に係る知識、技能の習得

に必要な科目等、多種、広範囲に及ぶためである。 

なお、実技科目においては学生を少人数のグループに分け、限られた時間の中で効率的か

つ効果的に研修を実施している。 

航空電子科本科においては、1 学年：936 時限=<1,560>時間、2 学年：936 時限=<1,560>

時間、2 年間計：1,872 時限=<3,120>時間の研修を行っている。 

 

1 学年の科目から公務員教養科目、外国語科目及び保健体育科目（計：225 時限）を除いた

専門科目と実技科目の計：711 時限について、基礎試験の対象となる科目と対象とならない

科目に分け、その時限数と割合を次表及びグラフに示す。 

  

基礎試験

専門, 

(237) 

30% 

基礎試験

実技, 

(240) 

30% 

基礎以外

専門, 

(256.4) 

32% 

基礎以外

実技,  

(68)8% 

２学年：時間数 

1,269.8 

651.4 

618.4 

165.0 

84.0 

81.0 

117.0 

0.0 

117.0 

54.0 

27.0 

27.0 

267.0 

174.0 

93.0 

航空電

子科計 

2学年 

1学年 

専門 外国語 一般教養 保健体育 実技 
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航空電子科（本科 1 学年：46 期） 基礎試験科目 

電１ 
基礎試験 

科目数 / 計 時限数 / 計 

 

対
象 

専門 9 

11 

170.0 

245.0 

実技 2 75.0 

対
象
外 

専門 14 

16 

448.4 

466.4 

実技 2 18.0 

合計 27 711.4 

※ 基礎試験の対象科目は、1-3-1 の表（２）内に凡例で表す。 

 

航空電子科 2 年の科目から公務員教養科目、外国語科目及び保健体育科目（計：111 時限）

を除いた専門科目と実技科目の計：825 時限について、基礎試験の対象となる科目と対象と

ならない科目に分け、その時限数と割合を次表及びグラフに示す。 

 

航空電子科（本科 2 学年：45 期） 基礎試験科目 

電２ 
基礎試験 

科目数 / 計 時限数 / 計 

 

対
象 

専門 10 

17 

268.0 

438.0 

実技 7 170.0 

対
象
外 

専門 14 

15 

383.4 

387.4 

実技 1 4.0 

合計 32 825.4 

※ 基礎試験の対象科目は、1-3-1 の表（２）内に凡例で表す。 

 

 

（３）航空管制官（2014S期、2014A期） 

航空管制官基礎研修課程においては、1 年間で計 936 時限=<1,560>時間の研修を行ってい

る。 

なお、本科にある一般教養科目はなく、また保健体育は専門科目に内包している。 

 

基礎試

験専門, 

(170) 

24% 

基礎試

験実技, 

(75) 

11% 

基礎以

外専門, 

(448.4) 

63% 

基礎以

外実技, 

(18) 3% 

１学年：時間数 

基礎試

験専門, 

(268) 

32% 

基礎試

験実技, 

(170) 

21% 

基礎以

外専門, 

(383.4) 

46% 

基礎以

外実技, 

(4) 0% 

２学年：時間数 

526.4  42.0  368.0  

専門 外国語 実技 
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平成 21 年度以降、研修期間を 6 ヶ月から 1 年へ延長しており、平成 26 年度には 6 年目を

迎えた。基礎研修課程における研修期間の拡大による効果として、研修修了生の現地運用官

署における訓練期間の短縮が報告されている。 

しかしながら、採用時の基礎学力のばらつきは依然として残っており、成績の芳しくない

研修生に対しては補講等により対応している。 

退学者が毎期のように発生しており、この原因として適性が挙げられる。この問題への対

応として、採用試験における適性試験の高度化が求められる。 

なお、管制官及び本科における過去 5 年間の退職者数の推移は、2-1(4)表に記載する。 

 

航空管制官基礎研修課程の科目から外国語科目 42 時限を除いた専門科目と実技科目の計

894 時限について、基礎試験の対象となる科目と対象とならない科目に分け、その科目数と

時限数を次の表に、また時限数の割合をグラフに示す。 

 

航空管制官基礎研修課程（2014S 期&2014A 期） 基礎試験科目 

管制 
基礎試験 

科目数 / 計 時限数 / 計 

 

対
象 

専門 15  

19  

269.0 

556.0 

実技 4  287.0 

対
象
外 

専門 18  

23  

257.4 

338.4 

実技  5  81.0 

合計 42 894.4 

※ 基礎試験の対象科目は、1-3-1 の表（３）内に凡例で表す。 

 

 

（４）運航情報基礎研修（第 8回・平成 26年度～平成 27年度）前期  

第 8 回運航情報基礎研修（前期）においては、4 ヶ月間で計 312 時限=<520>時間の研修を

行っている。 

 

運航情報基礎研修（前期）の科目から外国語科目 36 時限を除いた専門科目と実技科目の計

276 時限について、基礎試験の対象となる科目と対象とならない科目に分け、その時限数と

割合を次表及びグラフに示す。 

 

基礎試

験専門, 

(269) 

30% 

基礎試

験実技, 

(287) 

32% 

基礎以

外専門, 

(257.4) 

29% 

基礎以

外実技, 

(81) 9% 

時間数 

186.0  36.0  90.0  

専門 外国語 実技 
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運航情報基礎研修（前期） 基礎試験科目 

情基後期 
基礎試験 

科目数 / 計 時限数 / 計 

 

対
象 

専門 13 

17 

160.0 

241.0 

実技 4 81.0 

対
象
外 

専門 4 

5 

26.0 

35.0 

実技 1 9.0 

合計 23 276.0 

※ 基礎試験の対象科目は、1-3-1 の表（４）内に凡例で表す。 

 

（５）航空管制技術基礎研修（平成 26年度）  

選考採用した航空管制技術職員のための研修は、平成 20 年度まで 1 ケ月間の「無線職員初

任者研修」として本校にて実施していたが、平成 21 年度からは訓練官署にて行っていた基礎

訓練を本校で実施することとし、期間を 3 ケ月へと変更した。 

平成 23 年度からは、名称を新たに「航空管制技術基礎研修」として実施した。 

航空管制技術基礎研修（平成 26 年度）においては、計 233 時限=<388>時間の研修を行っ

ている。 

 

専門科目と実技科目の計 233 時限について、基礎試験の対象となる科目と対象とならない

科目に分け、その時限数と割合を次表及びグラフに示す。 

航空管制技術基礎研修 基礎試験科目 

情基後期 
基礎試験 

科目数 / 計 時限数 / 計 

 

対
象 

専門 11 

18 

84.0 

157.0 

実技 7 73.0 

対
象
外 

専門 12 

13 

71.0 

76.0 

実技 1 5.0 

合計 23 233.0 

※ 基礎試験の対象科目は、1-3-1 の表（４）内に凡例で表す。 

 

基礎試

験専門, 

(160) 

58% 

基礎試

験実技, 

(81) 

29% 

基礎以

外専門, 

(26) 9% 

基礎以

外実技, 

(9) 3% 

時間数 

<258> <130> 

専門科目 実技 

基礎試験

専門, 

(84) 

36% 

基礎試験

実技, 

(73) 31% 

基礎以外

専門, 

(71) 

30% 

基礎以外

実技, (5) 

2% 

時間数 
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（６）システム専門官基礎研修（第 6回） 

「システム専門官基礎研修」は、航空管制情報処理システムの企画、開発、立案に関わる

要員の育成を目的として平成 21 年度に新設された。システム専門官基礎研修では、情報シス

テムに共通な基礎知識・技術の習得を目的とし、一般教養科目から情報処理専門科目まで、

将来のスキルアップに必要となる基礎知識を学んでいる。 

平成 26 年度は、第 6 回目に当たる研修を 4 月初旬から 12 月下旬までの 9 ヶ月間、航空電

子科修了生（本科 43 期 5 名：札幌(管)、福岡(管)、東京(事)、中部(事)及び関西(事)から各 1

名）を対象に実施した。 

システム専門官基礎研修（第 6 回）においては、計 675 時限=<1,125>時間の研修を行って

いる。 

 

 

 

システム専門官基礎研修の科目となる専門科目と実技科目の計 675 時限について、基礎試

験の対象となる科目と対象とならない科目に分け、その時限数と割合を次表及びグラフに示

す。 

システム専門官基礎研修（第 5 回） 基礎試験科目 

管技 
基礎試験 

科目数 / 計 時限数 / 計 

 

対
象 

専門 28 

34 

486.0 

614.0 

実技 6 128.0 

対
象
外 

専門 3 

4 

57.4 

61.4 

実技 1 4.0 

合計 38 675.4 

※ 基礎試験の対象科目は、1-3-1 の表（５）内に凡例で表す。 

 

  

543.4  132.0  

専門 実技 

基礎試験

専門, 

(486) 

72% 

基礎試験

実技, 

(128) 

19% 

基礎以外

専門, 

(57.4) 

8% 

基礎以外

実技, (4) 

1% 

時間数 
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1-3-3 外国語科目 

外国語科目としては英語を教授しており、「英会話」、「基礎英語」、「航空英語」に大別した

講義を行っている。なお各職種の業務特性に起因して英語の重要度に差異のあることから、

課程それぞれに講義時間数は異なっている。 

平成 21 年 3 月から導入された航空交通業務従事者に課せられる ICAO 語学能力要件（レベ

ル４）に対応するため、航空管制官基礎研修及び本科航空情報科においては、修了時にレベ

ル４能力相当を身につけさせることとしている。なお、航空管制等英語能力証明試験は、基

礎試験に合格した職員について行うものとされているため、本校修了後に赴任した航空官署

にて受験する。 

スピーキングとリスニング能力の養成に重点を置く英会話では、能力別のクラス編成を行

っている。 

また、自らの英語能力を見極めるとともに講師が教授手法などに反映させるため TOEIC 試

験を実施している。平成 23 年度までは入学・進級直前・修了直前に行っていたが、平成 25

年度においては、本科は 2 年間のうちに 1 回を進級直前に、航空管制官基礎研修課程は 1 年

間のうちに 1 回を行った。 

英語発音評定用ソフト「Ami Voice Call」には、当初整備の一般標準英語に加え、平成 20

年 10 月、航空英語能力の向上を目的に特殊な発音と定型文を含む約 200 文例を作成のうえ

導入している。 

さらに平成 21 年 10 月、この「Ami Voice Call」を学生寮自室からＬＡＮ接続にて利用でき

る環境を構築することにより、講義のみならず自学習でも一層使い易い環境を整えている。 

以下に、各科の外国語科目における時間構成比を示す。 

 

（１）航空情報科 本科 46期,45期 

＜１学年＞108 時限=<180>時間 

英語 A1 

18 時限 

英語 B 

18 時限 

英会話 C1 

24 時限 

英会話 L1 

24 時限 

英会話 S1 

24 時限 

 

＜２学年＞108 時限 (180 時間) 

英語 A2 

46 時限 

英会話 C2 

21 時限 

英会話 L2 

21 時限 

英会話 S2 

20 時限 

＊ C・・・Communication 

L・・・Listening 

S・・・Speaking and Supplement 

・英会話 C ：コミュニケーションに重点を置いた英会話能力の向上 

・英会話 L ：リスニングに重点を置いた英会話能力の向上 

・英会話 S ：スピーキングに重点を置いた英会話能力の向上 

・英語Ａ ：航空英語の習得と、表現力・会話力の向上 

・英語Ｂ ：文法や語彙の習得と、読解力・理解力の向上 
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（２）航空電子科 本科 45期,44期 

＜１学年＞計 81 時限=<135>時間 

英語Ⅰ 

54 時限 

英語Ⅱ 

27 時限 

 

＜２学年＞計 84 時限=<140>時間 

英語Ⅰ 

45 時限 

英語Ⅱ 

27 時限 

 英語Ⅲ 

12 時限 

・英語Ⅰ ：英語の基本的な語法と、電子・科学文献の読み方を教授 

・英語Ⅱ ：英会話の能力を教授 

・英語Ⅲ ：航空基礎英語の習得と、発表技法の向上 

 

（３）航空管制官（2014S期,2014A期） 

計 42 時限=<70>時間 

実用英語 

12 時限 

航空英語 

30 時限 

・実用英語 ：実用英語 航空無線で使用される英語を理解する 

・航空英語 ：航空無線通信士の資格取得のための英語力養成 

 

（４）運航情報基礎研修 

＜前期/第 8 回＞計 36 時限=<60>時間 

英語 1 

36 時限 

・英語２  ：業務を適確に実施するための英会話の習熟 

・英語３  ：航空英語による表現力・会話力の向上  
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1-3-4 公務員教養科目 

本科及び航空管制官基礎研修課程には、専門科目内に公務員教養を設けており、大きくは

教養修得、特別講義、校外研修、その他という４つの種別を設けている。 

 

［１］平成 26年度 公務員教養「教養修得」 

公務員として必要な教養を修得する。 

月日 内容 / 講師 
時 

限 

情 

Ⅰ 

電 

Ⅰ 

情 

Ⅱ 

電 

Ⅱ 

14 

S 

13 

A 

14 

A 

人 

数 
備考 

4/ 4 

講話 

/ 校長 

2 2 2 
  

2 
  

95 
 

期待される公務員像を目指して 

/ 教頭 

公務員制度 

/ 事務局長 

4/4 
航空保安業務の概要 

/ 研修調整官 
1 1 1 

  
1 

  
95 

 

4/9 
[初任教養]服務、人事、給与、交通安全 

/ 総務課 
1 1 1 

  
1 

  
95 

 

4/25 
公務員倫理、交通安全・事故防止教養 

/ 総務課 
1 1 1 

  
  1 

 
84 

 

7/3 
コンプライアンス・ハラスメント 

/ 総務課 
1 

  
1 1 

   
39 

 

8/19 
財務会計制度 

/ 会計課 
1 

     
1 

 
29 

 

9/8 
人事評価制度 

/ 総務課 
1 

  
1 1 1 1 

 
108 

 

9/8 
コンプライアンス・ハラスメント 

/ 総務課、航空管制科 
1 1 1 

  
1 

  
95 

 

9/24 
コンプライアンス・ハラスメント 

/ 総務課、航空管制科 
1 

     
1 

 
29 

 

10/ 3 

講話 

/ 校長 

2 
      

2 40 
 

期待される公務員像を目指して 

/ 教頭 

公務員制度 

/ 事務局長 

10/ 6 
航空保安業務の概要 

/ 研修調整官 
1 

      
1 40 

 

10/ 7 
[初任教養]服務、人事、給与、交通安全 

/ 総務課 
1 

      
1 40 

 

1/14 
組織と所掌、共済・福利厚生制度 

/ 総務課 
1 

  
1 1 

   
39 

 

1/26 
財務会計制度 

/ 会計課 
1 

  
1 1 1 

  
79 

 

2/16 
コンプライアンス 

/ 総務課 
1 

  
1 1 1 

  
79 

 

2/20 
コンプライアンス・ハラスメント 

/ 総務課、航空管制科 
1 

      
1 40 

 

3/17 
公務員倫理、交通安全・事故防止  

/ 総務課 
1 

  
1 1 1 

  
79 

 

 
計 19 6 6 6 6 9 4 5 
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（２）平成 26年度 公務員教養「特別講義」 

航空分野に係る教養を習得させるため、次表に示す航空会社、研究所及び関係団体等の航空分野

に係る専門教養講義を実施した。 

特別講義 関係団体依頼実施分 

月日 講 義 対 象 依頼先 （敬称略） 

8 月 7 日 航空保安（セキュリティ） 管制官 A 
大阪航空局 
安全企画・保安対策課 
課長補佐 杉田祐一郎 

8 月 29 日 空港経営改革 管制官 A 
航空局 
航空ネットワーク企画課  
課長補佐 石岡裕行 

9 月 26 日 CARATS 概要 
本科 2 年 
管制官 A&S 

航空局 
交通管制企画課 
調査官 山田伸一 

9 月 12 日 国際協力 
本科 1 年 
管制官 A&S 

航空局 
航空交通国際業務室 
係長 本江信夫 

12 月 3 日 

「電子研概要」 
「リモートタワー及びヒュ
ーマンファクター関係」 
「GBAS」 

本科 2 年 
管制官 A&S 

(独)電子航法研究所 
井上主幹研究員 
福島主幹研究員 
森井企画課主任 

1 月 29 日 
関西国際空港の情報通信シ
ステム 

本科 1 年 
関西国際空港 
情報通信ネットワーク(株) 
総合企画室長 田中利幸 

2 月 4 日 
2 月 5 日 

国内線・国際線発着枠調整業
務 

本科 2 年 
管制官 A&S 

(財)日本航空協会 
国際線発着調整事務局 
事務局長 武田 洋樹 他 

2 月 6 日 空港経営改革 
本科 2 年 
管制官 S 

航空局 
航空ネットワーク企画課  
専門官 櫻田 薫 

2 月 6 日 航空保安業務の危機管理 
本科 2 年 
管制官 A&S 

航空局 
交通管制企画課 
調査官 岩井 亘 

3 月 5 日 エアラインの運航とＣＲＭ 
本科 1 年 
管制官 A&S 

全日本空輸(株)訓練センター 
乗員訓練部 CRM 訓練チーム 
鈴木 明 

3 月 13 日 航空保安（セキュリティ） 
本科 2 年 
管制官 S 

大阪航空局 
安全企画・保安対策課 
専門官 原 寿文 

 

 

（３）平成 26年度 公務員教養「校外研修」 

それぞれの職種の専門科目又は実技科目の内容を実地に業務や施設を確認することにより

理解を深め、かつ研修意欲の向上を図るため、現場官署等へ出向いている。 

各クラスにおける校外研修の日程、行き先、研修目的とする対象業務などを簡潔に記す。 

なお、本科及び航空管制官課程においては関西空港に離着陸する航空局の飛行検査機を利
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用した搭乗訓練を行っている。搭乗訓練は、校外研修の科目内にはないものの、飛行検査業

務を見学するとともに、これから携わる業務及び施設の運用・管理状況を把握し、また業務

と航空機の運航の関係について見識を深める目的で、各クラスを班分けのうえ実施している。 

    

１） 航空情報科 本科 

a. 航空情報科 1 年（46 期） 

6 月 13 日 大阪空港事務所 

3 月 10 日 

関西空港事務所 

関西地方気象台 

新関西空港㈱ 

 

b. 航空情報科 2 年（45 期） 

7 月 8 日 
八尾空港事務所 

アジア航測㈱、朝日航洋㈱ 

10 月 22 日 

南紀白浜空港出張所 

関西航空地方気象台南紀白浜空港出張所 

和歌山県南紀白浜空港管理事務所 

2 月 9 日～10 日 
成田空港事務所、航空情報センター 

航空局運用課飛行検査官、東京空港事務所 

3 月 2 日～4 日 

及び 3 月 9 日 

大阪空港事務所 

関西空港事務所、新関西空港㈱ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        校外研修（航空情報科・八尾空港） 

                     

                                      校外研修（航空電子科・全日空整備） 

２） 航空電子科 本科 

a. 航空電子科 1年（46期） 

6 月 13 日 関西空港事務所：無線関係施設及び航空保安業務の概要 

3 月 6 日 
大阪空港事務所：無線関係施設及び航空保安業務 

全日空整備(株) ：航空機搭載の電子機器 
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b. 航空電子科 2年（45期） 

10 月 17 日 
システム開発評価・危機管理センター：航空交通管制情報処理 

システムの開発評価及び危機管理に関する業務 

11 月 11 日～12 日 
福岡空港事務所、福岡航空交通管制部、航空交通管理センター： 

航空路管制の状況、運用機器等 

1 月 20 日～23 日 関西空港事務所：管制技術業務のインターンシップ 

3 月 11 日 
神戸航空衛星センター：航空衛星システムの概要及び航空衛星

運用業務 

※校外研修には、総合実習を兼ねている。 

 

３） 本科航空管制官（2013A 期, 2014S 期, 2014A 期） 

5 月 30 日 

2014S 

（①採用直後） 

関西空港管制塔/レーダー室：実習のイメージを具体的に掴むこ

とで座学知識と実習のリンクを図りやすくし、実習への導入を

容易にする 

6 月 12 日～13 日 

2013A 

（②研修中盤） 

羽田空港管制塔/レーダー室、東京航空交通管制部管制室、日本

航空安全啓発センター・テクニカルセンター：繁忙官署におけ

る最新技術を使った実業務、現場に赴く心構えと管制官の一員

である自覚を促す 

8 月 25 日 

2013A 

（③研修終盤） 

大阪空港管制塔：平行滑走路空港の特性や TWR 実習・TR 実習

での航空機取扱い、卒業事前現場実習 

全日空整備/航空機ハンガー：航空機構造と整備の重要性、 

システム開発評価・危機管理センター：洋上管制の雰囲気、大

規模災害時の危機管理の知識 

11 月 28 日 

2014S 

（②研修中盤） 

大阪空港管制塔：平行滑走路空港の特性や TWR 実習・TR 実習

での航空機取扱い、全日空整備/航空機ハンガー：航空機構造と

整備の重要性、システム開発評価・危機管理センター：洋上管

制の雰囲気、大規模災害時の危機管理の知識 

11 月 28 日 

2014A 

（①採用直後） 

関西空港管制塔/レーダー室：実習のイメージを具体的に掴むこ

とで座学知識と実習のリンクを図りやすくし、実習への導入を

容易にする 

2 月 2 日～3 日 

2014S 

（③研修終盤） 

羽田空港管制塔/レーダー室、東京航空交通管制部管制室、日本

航空安全啓発センター・テクニカルセンター：繁忙官署におけ

る最新技術を使った実業務、現場に赴く心構えと管制官の一員

である自覚を促す 

※ 表の中で、4 月採用の 2014S 期の履歴のとおり、航空管制官コースの校外研修は、採

用直後、研修中盤、研修終盤の３段階で実施した。2013A 期、2014A 期についても同

様のプロセスをとる。 
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４） 運航情報基礎研修 

前期/基礎研修第 8 回 

8 月 29 日 大阪空港事務所 

 

５） 航空管制技術基礎研修（第 4 回） 

7 月 4 日 関西空港事務所：無線関係施設及び航空保安業務の概要 

8 月 22 日 大阪空港事務所：無線関係施設及び航空保安業務 

 

６） システム専門官基礎研修（第 6回） 

5 月 14 日 

6 月 11 日 

10 月 8 日 

11 月 12 日 

システム開発評価・危機管理センター： 

航空交通管制情報処理システムの高度化・複雑化、企画・開発

手法 

7 月 23 日 大阪大学：次世代ネットワーク、高信頼性システムの研究 

9 月 11 日～12 日 

航空交通管理センター：航空交通流管理、空域管理、洋上管制、

協調的意志決定（CDM）を理解する。 

航空交通管制情報処理システムの企画・開発の視点から理解する。 

 

（４）平成 26年度 公務員教養「その他」 

公務員教養のその他の時間は、オープンキャンパス、空の日、体育大会など各種イベントへの

参加、あるいはコンプライアンス教育、校長訓話、幹部による経験談講和、クラスコミュニケー

ションなど航空職種及び公務員と必要な知識の習得に充てている。 

各種イベントの内容は、8-4 全学合同研修に記載する。 

 

1-3-5 一般教養科目 

一般教養科目は本科第 1 学年のみを対象に設定している。 

航空情報科 1 年    

 

 

 

 

航空電子科 1 年 

心理学   

法学 

数学 

物理学 

社会教養 

心理学 

法学 

数学 

物理学 

18 時限 

27 時限 

31 時限 

31 時限 

10 時限 

18 時限 

27 時限 

36 時限 

36 時限 

   

1-3-6 保健体育科目  

健康についての基礎知識を備え、体育実技を通した心身の育成を目的として、本科第１学

年、第２学年及び管制官課程を対象に実施している。年間、本科は各 27 時限、管制官課程は
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18 時限としている。 

体育館あるいはグラウンドなどを使った体育実技（ソフトボール、バレーボール、サッカ

ー、バスケットボール、バトミントン、スポレック、ピロポロ、キンボール及びアルティメ

ット等）は、青年期の学生・研修生にとって心身の健康管理に必要不可欠な科目である。 

また、集中力、持続力を発揮させ、研修効果を高める役割を果たしている。 

なお、平成 16 年度以降、航空保安業務の複雑性・困難性から生じる強いストレスへの対応

として、保健体育の時間内にメンタルヘルス及びストレスマネージメント等の内容を本科・

管制官課程共に各１時限／年を取り入れ、精神面での健康管理にも配慮している。 

 

1-4 研修細目の改正 

1-4-1 改正の概要 

本校の研修に研修品質マネジメントシステムを適用していくに伴い、『教授細目』の呼称を

『研修細目』へ変更することとした。同様に、各科目の研修内容において、<P:パフォーマン

ス>、<C:環境・条件>及び<S:基準>をできるだけ明記することとした。 

平成 26 年度の研修細目は、前年度研修実績等を踏まえ、科目の新設あるいは一部科目の時

限数増減、授業項目の変更などを行った。主な変更点を 1-4-3 に記載する。 

教官は、この研修細目に基づいたレッスンプランを作成し、また先輩教官からの知識・ノ

ウハウを継承しつつ、講義を実施している。また時間割は、教官のスケジュールや教室・施

設等の使用状況だけではなく、各科目の関連性等にも配慮するなど、効率的かつ効果的に講

義を実施できるよう編成している。 

平成 26 年度の変更では、学校規則の改定を伴う時間数の変更は、各課程共にない。 

 

1-4-2 主な改正事項 

１）課題学習等の学習発表の聴講 

職種間の交流を図る目的で３科による実習交流を行っているのと同様に、平成 26 年度か

ら他科の学習発表を聴講するため、各 2 時限を「公務員教養」内に確保した。 

 

２）TOEIC試験 

経費の縮減に伴い、平成 24 年度から本科「科目演習」内にある『TOEIC 試験』の受験回

数を「3 回・6 時限/2 年」から「1 回・2 時限/2 年」へ減してきた。 

平成 26 年度からは、更にこれを見直し、実施する意義の小さい管制科の受験「1 回・2

時限/1 年」を廃止し、代わって意義のより大きい本科の受験回数を「2 回・4 時限/2 年」へ

増やし、また「科目演習」から「公務員教養」へ移行することとした。 

 

３）特別講義 

「公務員教養」内に設定している特別講義において、『関西国際空港の建設（本科各 1 時

限）』を廃止し、現在航空局で取り組まれている新たな方針について学習することを目的に、

『空港経営改革（各 1 時限）』及び『CARATS 概要（各 1 時限）』を新設することとした。 
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1-4-3 改正変更点の比較 

（１） 航空情報科 本科 

１）航空情報科１年（46期） 

 

平成 25 年度 平成 26 年度 時限数 
増減 カリキュラム名 時限数 カリキュラム名 時限数 

学
科/ 

一
般
教
養
科
目 

数学 （31.0） 数学 （31.0） 
 

高等教育課程の学習内容を勘案して教授内容を見直す。 

物理学 （31.0） 物理学 （31.0） 
 

高等教育課程の学習内容を勘案して教授内容を見直す。 

小計 62.0 小計 62.0 0 

 

 

平成 25 年度 平成 26 年度 時限数 
増減 カリキュラム名 時限数 カリキュラム名 時限数 

学
科/

専
門
科
目 

航空気象学 （45.0） 航空気象学 （45.0） 
 

航空気象情報提供システム（METAIR 端末）の操作方法を新たに加える。 

国内航空法規 78.0 国内航空法規 74.0 -4.0 

教授内容の精査により、時限数を減少させる。 

国際航空法規 20.0 国際航空法規 17.0 -3.0 

教授内容の精査により、時限数を減少させる。 

運航管理論１ 24.0 運航管理論１ 20.0 -4.0 

運航情報業務概論の内容と重複するところがあるので減少させる。 

航空情報業務論１ （12.0） 航空情報業務論１ （12.0） 
 

教科書を変更する。 

飛行場情報論１ 18.0 飛行場情報論１ 16.0 -2.0 

教授内容の精査により、時限数を減少させる。 

対空援助論１ 18.0 対空援助論１ 24.0 6.0 

対空援助論 2 を 1 に統合する。 

対空援助論２ 6.0 （廃止） 0.0 -6.0 

対空援助論 2 を 1 に統合して廃止とする。 

航空無線通信用英語 30.0 航空無線通信用英語 36.0 6.0 

英語力強化のため、時限数を増加させる。 

CBT 概論 9.0 校務情報システム概論 7.0 -2.0 

研修内容と整合した紛れの無い科目名称へ変更する。システム操作概要を 1 時限、
同演習を 1 時限削減する。 

公務員教養 50.4 公務員教養 53.4 3.0 

「関西国際空港の建設」に関する特別講義を廃止するため、時限数減とする。他
科の学習発表を聴講するため、時限数増とする。 

科目演習（学科） 42.0 科目演習（学科） 48.0 6.0 

使用実績から精査した結果として、運航情報業務を総合的に理解させ、技能の向
上を図るため、補講・自学習にかかる時限数増とする。 

小計 352.4 小計 352.4 0.0 
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２）航空情報科２年（45期） 

 

平成 25 年度 平成 26 年度 時限数 
増減 カリキュラム名 時限数 カリキュラム名 時限数 

学
科/

専
門
科
目 

運航援助論 30.0 運航援助論 35.0 5.0 

授業内容の充実強化を図るため､時限数を増加させる。 

対空援助論２ 18.0 対空援助論２ 12.0 -6.0 

2 年生の時限数のうち、6 時限を 1 年生に組み替えたために削減する。 

運航監督２ 12.0 運航監督論 8.0 -4.0 

教授内容の精査により、時限数を減少させる。 

テーマ学習 16.0 テーマ学習 20.0 4.0 

使用実績により、時限数を増加させる。 

公務員教養 68.4 公務員教養 74.4 6.0 

特別講義「空港経営改革」及び「CARATS 概要」を新設するため、時限数増とす
る。他科の学習発表を聴講するため、時限数増とする。 

科目演習（学科） 17.0 科目演習（学科） 12.0 -5.0 

補講・自主研修等にかかる時限数を減少させる。  
 

 
 小計 161.4 小計 161.4 0.0 

 

 

平成 25 年度 平成 26 年度 時限数 
増減 カリキュラム名 時限数 カリキュラム名 時限数 

実
技/ 

情
報
実
習 

飛行場情報演習 28.0 飛行場情報演習 24.0 -4.0 

教授内容の精査により、時限数を減少させる。 

科目演習（実技） 22.0 科目演習（実技） 26.0 4.0 

運航情報業務を総合的に理解させ、技能の向上を図るため、補講・自学習にかか
る時限数を増加させる。 

  小計 146.0 小計 146.0 0.0 
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（２） 航空電子科 本科 

１）航空電子科１年（46期） 

 

平成 25 年度 平成 26 年度 時限数 
増減 カリキュラム名 時限数 カリキュラム名 時限数 

学
科/

専
門
科
目 

飛行検査概論 9.0 飛行検査概論 0.0 -9.0 

２年次に移動させる。 

飛行場概論 14.0 飛行場概論 6.0 -8.0 

教授内容の精査により、時限数を減少させる。 

CNS/ATMⅠ 24.0 CNS/ATM 概論 33.0 9.0 

 教授内容を強化し、時限数を増加させる。科目名を変更する。 

空中線理論 84.0 空中線理論 87.0 3.0 

 教授内容を強化し、時限数を増加させる。校外研修を追加する。 

電波伝搬の基礎 （20.0） 電波伝搬基礎 （20.0） 0.0 

 科目名を変更する。 

無線機器学（Ⅰ） 17.0 無線機器学 20.0 3.0 

 教授内容を強化し、時限数を増加させる。科目名を変更する。 

工学基礎演習 （25.0） 無線工学演習 （25.0） 0.0 

 科目名を変更する。 

コンピュータシステム基
礎 

15.0 
コンピュータシステム基
礎 

27.0 12.0 

プログラミング基礎を 12 時限を統合する。 

プログラミング基礎 12.0 （廃止） 0.0 -12.0 

 コンピュータシステム基礎に統合し、廃止する。 

通信基礎 12.0 情報通信基礎 12.0 0.0 

科目名称変更し、情報通信理論（２年次）と通信基礎を統合して、１つの科目とし
て連続して教授する。 

CBT 概論 9.0 校務情報システム概論 8.0 -1.0 

研修内容と整合した紛れの無い科目名称へ変更する。システム操作概要を 1 時限削
減する。 

公務員教養 52.4 公務員教養 57.4 5.0 

「関西国際空港の建設」に関する特別講義を廃止するため、時限数減とする。他科
の学習発表を聴講するため、時限数増とする。 

科目演習学科 44.0 公務員教養 42.0 -2.0 

校外研修の一部と実習交流が公務員教養に編入されたのを反映し、また使用実績か
ら精査した結果として、時限数を減少させる。 

小計 337.4 科目演習学科 337.4 0.0 

 

 平成 25 年度 平成 26 年度 時限数 
増減 カリキュラム名 時限数 カリキュラム名 時限数 

実
技/ 

電
子
実
習 

情報リテラシー (11.0) 情報リテラシー (11.0) 
 

データ分析に繋がる Excel の内容に重点を置く。教授内容を一部変更する。 

小計 11.0 小計 11.0 0.0 
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２）航空電子科２年（46期） 

 

平成 25 年度 平成 26 年度 時限数 
増減 カリキュラム名 時限数 カリキュラム名 時限数 

学
科/

専
門
科
目 

国際航空法規 9.0 国際航空法規 0.0 -9.0 

 １年次に移動し、履修済み。 

CNS/ATMⅡ 11.0 （廃止） 0.0 -11.0 

教授内容を精査し、各専門科目に分配して、廃止する。。 

無線機器学（Ⅱ） 81.0 無線機器学（Ⅱ） 63.0 -18.0 

 教授内容の一部を１年次に移動し、履修済み。 

無線工学演習 0.0 無線工学演習 25.0 25.0 

 １年次の教授内容から２年次に移動させる。 

空中線理論演習 0.0 空中線理論演習 10.0 10.0 

 教授内容の一部を１年次から２年次に移動させる。 

航空灯火・電気技術概論 27.0 航空灯火・電気技術概論 20.0 -7.0 

教授内容の精査により、時限数を減少させる。 

航空衛星システム理論 15.0 航空衛星システム理論 14.0 -1.0 

教授内容の精査により、時限数を減少させる。 

情報ネットワーク理論・
演習 

20.0 
情報ネットワーク理論・
演習 

24.0 4.0 

教授内容を強化し、時限数を増加させる。 

情報通信理論 12.0 情報通信理論 0.0 -12.0 

１年次に移動し、履修済み。 

管制情報処理システム概
論 

24.0 
航空交通管制情報処理シ
ステム概論 

36.0 12.0 

教授内容を強化し、時限数を増加させる。航空ネットワーク論を統合し、科目名を
変更する。 

航空ネットワーク論 9.0 （廃止） 0.0 -9.0 

航空交通管制情報処理システム概論へ統合し、廃止する。 

航空通信システム理論 36.0 航空通信システム理論 42.0 6.0 

 教授内容を強化し、時限数を増加させる。 

航法システム理論 49.0 航法システム理論 43.0 -6.0 

 教授内容の精査により、時限数を減少させる。 

着陸システム理論 34.0 着陸システム理論 30.0 -4.0 

 教授内容の精査により、時限数を減少させる。 

監視システム理論 45.0 監視システム理論 53.0 8.0 

 教授内容を強化し、時限数を増加させる。 

CNS 総合演習 22.0 CNS 総合演習 24.0 2.0 

教授内容を強化し、時限数を増加させる。 

管制技術管理業務論 24.0 管制技術業務論 48.0 24.0 

 管制技術運用業務論を管制技術業務に統合する。 

管制技術運用業務論 24.0 （廃止） 0.0 -24.0 

 管制技術運用業務論を管制技術業務に統合し、廃止する。 

ORM 基礎 15.0 ORM 概論 19.0 4.0 

教授内容を強化し、時限数を増加させる。科目名を変更する。 

危機管理概論 6.0 （廃止） 0.0 -6.0 

 危機管理概論を SMS（安全管理・危機管理）に統合し、廃止する。 
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安全（SMS） 6.0 
SMS（安全管理・危機管
理） 

11.0 5.0 

危機管理概論を SMS（安全管理・危機管理）に統合する。 

課題学習 21.0 課題学習 27.0 6.0 

教授内容を強化し、時限数を増加させる。 

公務員教養 64.4 公務員教養 72.4 8.0 

特別講義「空港経営改革」及び「CARATS 概要」を新設するため、時限数増とする。
他科の学習発表を聴講するため、時限数増とする。 

科目演習（学科） 37.0 科目演習（学科） 30.0 -7.0 

 実習交流の科目演習への編入及び専門科目時限数増加を反映し、また使用実績から
精査した結果として、時限数を減少させる。 

 
小計 591.4 科目演習学科 591.4 0.0 

        

 平成 25 年度 平成 26 年度 時限数 
増減 カリキュラム名 時限数 カリキュラム名 時限数 

実
技/ 

電
子
実
習 

C プログラミング基礎実
習 

(30.0) C プログラミング (30.0) 
 

科目名を変更する。 

小計 30.0 小計 30.0 0.0 

 

 

（３）航空管制官（2014S期,2014A期） 

 

平成 25 年度 平成 26 年度 時限数 
増減 カリキュラム名 時限数 カリキュラム名 時限数 

学
科/

専
門
科
目 

ﾀｰﾐﾅﾙ・ﾚｰﾀﾞｰ管制論 29.0 ﾀｰﾐﾅﾙ・ﾚｰﾀﾞｰ管制論 30.0 1.0 

教授内容を強化し、時限数を増加させる。飛行検査の項目を追加する。 

航空気象学 （13.0） 航空気象学 （13.0）  

教授内容を精査し、一部教授内容を変更する。 

コンピュータ入門 3.0 （廃止） 0.0 -3.0 

教授内容の精査により、廃止する。現場研修において実施する。 

CBT 概論 4.0 公務情報システム概論 3.0 -1.0 

研修内容と整合した紛れの無い科目名称へ変更する。システム操作概要を 1 時限削
減する。 

公務員教養 63.4 公務員教養 67.4 4.0 

特別講義「空港経営改革」及び「CARATS 概要」を新設するため、時限数増とする。
他科の学習発表を聴講するため、時限数増とする。 

科目演習(学科) 28.0 科目演習(学科) 27.0 -1.0 

実習交流の科目演習への編入及び専門科目時限数増加を反映し、また使用実績から
精査した結果として、時限数を減少させる。 

小計 140.4 小計 140.4 0.0 
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平成 25 年度 平成 26 年度 時限数 
増減  カリキュラム名 時限数   カリキュラム名 時限数 

実
技/

管
制
実
習 

情報処理システム操作 17.0 情報処理システム操作 18.0 1.0 

教授内容を強化し、時限数を増加させる。 

情報リテラシー 9.0 （廃止） 0.0 -9.0 

教授内容の精査により、廃止する。 

科目演習（実技） 9.0 科目演習（実技） 17.0 8.0 

研修生増のために不足している実技を補うため、補講・自学習にかかる時限数を増
加させる。 

小計 35.0 小計 35.0 0.0 

 

（４）航空管制運航情報職員基礎研修 

１）前期/第 8回 

 平成 24 年度 平成 26 年度 時限数 
増減 カリキュラム名 時限数 カリキュラム名 時限数 

学
科/ 

専
門
科
目 

運航情報業務概論 2.0 運航情報業務概論 8.0 6.0 

 運航情報業務の理解について充実強化を図るため、時限数を増加させる。 

国内航空法規１ 30.0 国内航空法規１ 28.0 -2.0 

 教授内容の精査により、時限数を減少させる。 

国際航空法規１ 10.0 国際航空法規１ 8.0 -2.0 

 教授内容の精査により、時限数を減少させる。 

運航管理論 19.0 運航管理論 17.0 -2.0 

教授内容の精査により、時限数を減少させる。 

航空通信業務論１ 17.0 航空通信業務論１ 15.0 -2.0 

教授内容の精査により、時限数を減少させる。 

航空気象通報式１ 7.0 航空気象通報式１ 8.0 1.0 

教授内容を強化し、時限数を増加させる。 

公務員教養 4.0 公務員教養 5.0 1.0 

教授内容を強化し、時限数を増加させる。コンプライアンスの講義を追加する。 

小計 89.0 小計 89.0 0.0 

 

 平成 24 年度 平成 26 年度 時限数 
増減 カリキュラム名 時限数 カリキュラム名 時限数 

実
技/ 

運
情
実
習 

航空情報演習 24.0 航空情報演習 18.0 -6.0 

教授内容の精査により、時限数を減少させる。 

科目演習（実技） 3.0 科目演習（実技） 9.0 6.0 

運航情報業務を総合的に理解させ、技能の向上を図るため、補講・自学習にかかる
時限数を増加させる。 

小計 27.0 小計 27.0 0.0 

 ※ 航空管制運航情報職員基礎研修（前期）が最後の実施されたのは平成 24年度のカリキュラム

との比較を示している。 
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（５）航空管制技術職員基礎研修 

１）平成 26年度 

 平成 23 年度 平成 26 年度 時限数 
増減 カリキュラム名 時限数 カリキュラム名 時限数 

学
科/ 

専
門
科
目 

航空管制概論 6.0 CNS/ATM 基礎 7.0 1.0 

教授内容を強化し、時限数を増加させる。 

無線工学基礎 8.0 無線工学基礎 13.0 5.0 

教授内容を強化し、時限数を増加させる。 

航空無線概論 8.0 航空無線概論 5.0 -3.0 

教授内容の精査により、時限数を減少させる。 

CNS/ATM 基礎 10.0 CNS/ATM 基礎 5.0 -5.0 

教授内容の精査により、時限数を減少させる。 

COM 基礎理論 9.0 COM 基礎理論 11.0 2.0 

教授内容を強化し、時限数を増加させる。 

VOR 基礎理論 8.0 VOR 基礎理論 7.0 -1.0 

教授内容の精査により、時限数を減少させる。 

TACAN 基礎理論 7.0 TACAN 基礎理論 6.0 -1.0 

教授内容の精査により、時限数を減少させる。 

レーダー基礎理論 11.0 レーダー基礎理論 13.0 2.0 

教授内容を強化し、時限数を増加させる。 

小計 67.0 小計 67.0 .0.0 

 

 平成 23 年度 平成 26 年度 時限数 
増減 カリキュラム名 時限数 カリキュラム名 時限数 

実
技/ 

管
制
技
術
実
習 

電気電子計測基礎 （新規） 電気電子計測基礎 4.0 4.0 

研修内容を見直し、業務上必要である科目を新設する。 

COM 実技 12.0 COM 実技 16.0 4.0 

教授内容を強化し、時限数を増加させる。 

VOR 実技 12.0 VOR 実技 8.0 -4.0 

教授内容の精査により、時限数を減少させる。 

TACAN 実技 12.0 TACAN 実技 8.0 -4.0 

教授内容の精査により、時限数を減少させる。 

ILS 実技 12.0 ILS 実技 16.0 4.0 

教授内容を強化し、時限数を増加させる。 

レーダー実技 20.0 レーダー実技 16.0 -4.0 

教授内容の精査により、時限数を減少させる。 

小計 68.0 小計 68.0 .0.0 

 

（６）システム専門官基礎研修（第 6回） 

システム専門官基礎研修第 6回は、システム基礎研修第 5回からの変更は無し。 
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1-5 学生・研修生主体の授業 

1-5-1 学生による発表会概要 

本校における教育プログラムでは、教官及び特任教官による学科の講義等並びに教官による

実技の訓練等により基礎的な知識及び技能を習得することが主たる目的となっている。 

しかし、学生・研修生自らが研究した成果を発表する形式、あるいは相互間で議論するよう

な形式も、学生・研修生の意識向上に大きな効果があると考えられる。 

このような観点から、平成 26 年度は各科で学生・研修生による学習発表会を実施し、互い

に研修で得た知識や学習成果を紹介した。 

 

1-5-2 航空情報科 2 年による「テーマ学習発表会」 

航空情報科 2 年生によるテーマ学習の実施概要を以下に示す。 

（１）目的 

 専門科目の研修効果を高めるため、学生主体による学習を実施し、併せて研究テーマにつ

いてのプレゼンテーションを行うことにより、学生の積極性、創造性を育成する。 

（２）実施時期 

 平成 26 年 1 月 16 日（金）13:05～16:10、19 日（月）13:05～16:10 

（３）実施場所 

 航空保安大学校合同教室 

 

（４）実施内容 

運航情報業務に関連する分野からテーマを決定し、基礎研修で得た業務に関する知識の深

掘り、問題点解析、さらには学生視点からの業務改善提案について調査・研究の上で発表を

行った。発表テーマ決定や関係資料収集など、全体を通して学生主体で実施している。 

 発表会は同科 1 年生への研究発表を前提に準備していたが、関係者にも公開した。平成 26

年度は校長、教頭を含む教職員、管制官基礎研修生及び航空電子科学生、また校外からは大

阪航空局及び東京航空局から参加があり、質問や意見交換が行われた。 

 

（５）実施方法 

① 学生は 3 人×6 グループに分かれ、グループ毎にテーマを決定。 

② その後資料収集・調査を行い、結果をまとめるとともにプレゼンテーション資料を作成。

発表想定は 1 グループあたり約 40 分程度、質疑応答時間は 10 分程度。 

③ 教官は学習開始前に学生に対しテーマ選定やプレゼンテーション技法にかかる指導を行

ったほか、各グループ毎に担当教官を配置した。教官は資料収集協力や途中経過につい

て指導にあたるものの、学生が自主的に行う学習内容については助言を行うのみとした。 

④ 発表会後は資料を配付用に編集し、配属先として想定される全国８カ所の飛行援助セン

ター並びに地方航空局へ送付した。 
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（６）スケジュール 

10 月 11月 12月 1月 

上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 

                        

テーマ検討                   

  資料収集・調査     

   プレゼン作成       

            発表練習   

               △発表 

 

（７）2 年生課題学習の内容 

 

 

 

 

 

1-5-3 航空電子科 2年生による「課題学習発表会」 

航空電子科 2 年生による課題学習の実施概要を以下に示す。 

（１）目的 

専門科目等の研修効果を高めるため、学生主体による学習を実施し、併せて口頭発表を行

うことにより、学生の積極性、創造性を育成する。 

（２）実施日時 

平成 26 年 12 月 19 日（金） 13:05～16:45 

（３）実施場所 

航空保安大学校 合同教室 

 

（４）実施内容 

3 名で班を構成し、それぞれの班ごとに電気・電子工学関連、航空、宇宙、行政等で管制

技術業務に関連する分野から課題を決定し、自主的に調査・学習・発表資料作成を行った。 

発表会は関係者に公開し、平成 26 年度は校長を含む教職員 20 名、航空局管制技術課、大

阪航空局及び関西空港事務所から 12 名の他、航空管制科研修生、航空情報科学生、システム

専門官研修生の参加があった。 

 

（５）実施方法 

8 月にカリキュラムを開始し、学生は自らの学習課題を設定し研究計画を立て、３ヶ月程

度かけて資料収集・調査・実験を行ったうえで結果を考察し成果をまとめた。その後約１ヶ

月かけてプレゼンテーション資料を作成し、１２月の発表会において学習成果を発表した。 

担当教官は、学生の主体性やプロジェクト遂行能力を高めることに重点を置いた指導を行

った。 

１ 火山灰 ４ 制限区域内事故 

２ 鳥対策 ５ 飛行場標識 

３ AIP索引 ６ ランプインスペクション 
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（６）スケジュール 

 8月 

上旬  下旬          

   9月 

上旬  下旬 

   10月 

上旬  下旬  

11月 

上旬  下旬  

12月 

上旬  下旬 

 

 

 

課題決定 

 

 

調査・研究・ 

執筆推敲・校正 

 

 

 

 

 

プレゼン資料作

成・発表練習 

 

 

 

    △発表 

（７）電子2年生課題学習の内容 

１ ＴＢＯの実現に向けて 

２ 通信プログラムの解析 

３ 騒音対策と管制技術官の関わり 

４ エアバンド受信機の分析 

５ ＪＩＣＡ専門家のコンピテンシー 

６ フェーズドアレーアンテナの特性実験 

７ ＡＤＳ－Ｂの有効性 

 

 

      課題学習発表会発表者            発表会参加者 
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1-5-4 航空管制科「東京校外研修報告会」 

航空管制官基礎研修課程 2013A 期及び 2014S 期「東京校外研修報告会」の実施概要を以下

に示す。 

（１）目的 

東京空港事務所・東京航空交通管制部・日本航空安全啓発センターへの研修において、見

たこと、聞いたこと、あるいは事前学習と違った点等を整理して発表することにより、知識

の定着を図り、当該研修を充実させる一助とする。 

（２）実施日時： 平成 26 年 7 月 2 日 10:35～12:15 (2013A 期) 及び 

平成 27 年 2 月 18 日 8:45～10:25  (2014S 期) 

（３）実施場所： 合同教室 

（４）実施内容 

 研修生によるプレゼンテーション 

 研修生・学生（航空管制科、航空電子科、航空情報科）および教官との質疑応答 

 

1-5-5 航空管制科「大阪校外研修報告会」 

航空管制官基礎研修課程 2014S 期「大阪校外研修報告会」の実施概要を以下に示す。 

（１）目的 

大阪空港事務所・ANA ベースメンテナンスへの研修において、見たこと、聞いたこと、あ

るいは事前学習と違った点等を整理して発表することにより、知識の定着を図り、当該研修

を充実させる一助とする。 

（２）実施日時： 平成 26 年 12 月 8 日 15:05～16:45 

（３）実施場所： 合同教室 

（４）実施内容 

 研修生によるプレゼンテーション 

 研修生・学生（航空管制科、航空電子科、航空情報科）および教官との質疑応答 

 

1-6 各職種合同研修（職種間における連携強化の推進） 

1-6-1 実習交流 

実習交流は、管制・情報・管技の３科の学生・研修生が他科の実習を体験することにより相

互の理解を深め、また職種間交流を促進することを目的としている。実際には、学生・研修生

が主体的に説明者となり、他科の学生・研修生に自身が習得してきた実習内容に関する知識を

教授するものである。 

（１）第１回 

科目演習の時間 2 時限を利用して、３科の学生・研修生による実習交流を以下のとおり行っ

た。 

・日 時： 平成 25 年 8 月 22 日（金）08:45～12:15 

・参加者： 説明側 管制 2013A、情報科 2 年(45 期)、電子科 2 年(45 期) 

  受講側 管制 2014S、情報科 1 年(46 期)、電子科 1 年(46 期) 

・施 設： 管制 飛行場、ターミナルレーダー、航空路 

  情報 対空援助、運航援助 
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電子 着陸、航法、通信、監視 

・その他： 限られた時間を利用して行い、できるだけ相互に説明・体験役を入れ替わるこ

とで、多くの実習施設を受講・体験できるようスケジューリングした。  

（２）第２回  

科目演習の時間 2 時限を利用して、３科の学生・研修生による実習交流を以下のとおり行っ

た。 

・日 時： 平成 26 年 2 月 23 日（月）13:15～17:05 

・参加者： 説明側 管制 2014S、情報科 2 年(45 期)、電子科 2 年(45 期) 

  受講側 管制 2014A、情報科 1 年(46 期)、電子科 1 年(46 期) 

・施 設： 管制 飛行場、ターミナルレーダー、航空路 

情報 対空援助、運航援助 

電子 着陸、航法、通信、監視 

灯電 飛行場模型、実物灯器、PAPI 

・その他： 限られた時間を利用して行い、できるだけ相互に説明・体験役を入れ替わるこ

とで、多くの実習施設を受講・体験できるようスケジューリングした。 

 

1-6-2 体育交流 

体育交流は、体育の授業を通して職種・科を超えた交流の促進を目的として、管制・情報・

電子の体育の授業を同時（年 1 回 2 時限）に実施することとした。実際には管制・情報・電子

の全クラスを一堂に集め、クラス単位ではなく科混合のチームを編成し、互いの振興を深める

こととした。 

・日 時： 平成 26 年 10 月 24 日（金）13:15～17:15 

・参加者： 管制 2014S、管制 2014A の全研修生 

情報科 1・2 年、電子科 1・2 年(の全学生 

・施 設： 航空保安大学校グラウンド 

・内 容： グループ競技、各種リレー 

最後に全学生・研修生による集合写真を撮影したので掲載する。 

 

体育交流集合写真 
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1-7 特任教官と契約職員 

1-7-1 特任教官（外部講師） 

一般教養分野や基礎的な科目については、一般の大学の講師、航空会社の職員等の外部講師

（特任教官）に校議を依頼している。 

 

外部講師（特任教官）依頼科目 

 外部講師担当科目 科目の特徴 依 頼 先 

法学、数学、物理学、心理学 
学問的な専門性の高い

科目 
大学講師等 

保健体育、英語（業務用英語

等の一部を除く） 

特別な能力を必要とす

る科目 

大学講師、 

英語教育学校等の講師 

航空機概論、航空航法、航空

気象学、コンピュータ関連の

科目、ヒューマンファクター、

電気磁気学、電気回路学等 

専門性の高い知識、理

解、技能等を必要とする

科目 

航空会社の職員又はＯＢ、

民間会社の職員、 

一般大学の教授等 

社会教養（ビジネスマナー） 
社会人としての教養を

習得する科目 
航空関連会社の職員 

 

1-7-2 契約職員 

平成 21 年度から、派遣契約により教官業務を一部民間移行している。 

航空管制科においては、契約教官（インストラクター）7 名と教育事務職員 1 名、計 8 名

の契約職員が在籍している。 

契約教官は、高度な管制業務の知識を有する「経験者」であり、学科及び管制実習をはじめ

とする以下の教官業務を行っている。 

（１）研修生の訓練・研修の実施、助言及び指導 

（２）訓練に係る計画の策定及び進捗状況の管理 

（３）訓練・研修に係る事務手続き 

（４）航空局教官の作業補助 

（５）その他管理者が指示する訓練・研修に係る業務 

また、教育事務職員は、研修スケジュール作成や教育関連事務作業の補助、研修資料作成及

び研修機材に関する管理を行っている。 
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2 特別研修 

2-1 概要 

本校では、本科、専修科の基礎教育課程のほか、航空局職員を対象にいくつかの特別研修

を実施している。昭和 50 年度から平成 26 年度までに延べ 43 の研修コースが実施され、研

修修了者数は航空局職員と地方公共団体等他機関の聴講生を含め延べ 4,430 名にのぼってい

る。 

なお、次表には平成 20年度以降に実績のあった研修を挙げ、実績のない研修は「その他○○

研修」としてまとめている。平成 20年度以前の研修実績については、過去の年次報告を参照

されたい。 

特別研修修了者数

研 修 名

航空保安業務基礎特別研修　（事務職） 4

航空保安業務基礎特別研修　（事務職以外） 26

航空保安業務基礎特別研修 36 (2) 36 (6)

航空管制官選考採用者特別研修 9 (5)

初級航空管制官特別研修 90 (34) 75 (24)

上級航空管制官特別研修 28 22

訓練教官特別研修 15 (2) 15 (2)

無線職員初任者研修 733 (11) 4

その他管制技術系の研修 181 (6) 4

その他土木・建築・機械系の研修 817 (7) 232

航空灯火･電気技術基礎特別研修
（航空保安電源システムコース）

17

航空灯火・電気技術管理業務特別研修
（航空保安電源システムコース）

20 (2) 14 (1) 10

航空灯火･電気技術基礎特別研修
（航空灯火システムコース）

13

航空灯火・電気技術管理業務特別研修
（航空灯火･電気技術システムコース）

11 (2) 9 (1) 8

航空灯火・電気技術管理業務特別研修
（電気主任技術者資格取得コース）

15 (2) 14 (1) 9

航空灯火・電気技術管理課程特別研修 10 2

航空灯火・電気技術広域運用管理業務特別研修 9 10 8

航空灯火・電気技術上級課程特別研修 6

航空灯火・電気技術高度管理業務特別研修 8 10 7

その他航空灯火・電気技術系の研修 429 101

航空保安防災職員特別研修（Ⅰ） 40 15 6 3 8 2 9 3

航空保安防災職員特別研修（Ⅱ） 23 7 6 3 10 3 10 3

その他警務・消防・防災系の研修 542 51

その他国際協力・空港技術系の研修 25 (2) 4

航空管制等英語能力証明のための特別研修 5 9 16

2,871 (27) 420 129 (13) 6 () 260 (45) 5 () 260 (45) 5 ()

23年度

　　　　注：　　各年度の人数の内、左は航空局職員　　右は聴講生　　　　　　　　　　　　　（　　）は、女子内数

S50年度～H19年度まで 22年度21年度

 
 

 

 

 

 

 

 
※ 1 平成 21年度以降、事務職とそれ以外との区別無く実施 

※ 2 平成 21年度以降、航空灯火・電気技術管理業務特別研修へ変更 
※ 3 平成 21年度以降、航空灯火・電気技術広域運用管理業務特別研修へ変更 
※ 4 平成 21年度以降、航空灯火・電気技術高度管理業務特別研修へ変更 

※ 5 平成 22年度は、管制課と運用課を別に実施 
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2-2 航空保安業務基礎特別研修 

 航空局の事務、保安防災、土木、建築、機械及び電気各職種の新規採用者に対し、航空保

安業務に関する基礎的な知識を総合的に理解させることにより、空港等の現場において職種

間の理解を高め、業務の円滑化を促進し、航空の安全に貢献することを目的として、5 月 20

日から 5月 23日の４日間の日程で「航空保安業務基礎特別研修」を開催した。 

 平成 26年度の同研修の参加者 39名であった。研修の講義内容と日程を次表に示す。 

 

研 修 名 備 考

航空保安業務基礎特別研修　（事務職） 4 () 0 ()

航空保安業務基礎特別研修　（事務職以外） 26 () 0 ()

航空保安業務基礎特別研修 31 (1) 21 (1) 39 (1) 163 (11) 0 () ※１

航空管制官選考採用者特別研修 9 (5) 0 ()

初級航空管制官特別研修 73 (25) 75 (25) 313 (108)

上級航空管制官特別研修 16 (1) 13 (2) 11 90 (3)

訓練教官特別研修 15 (3) 18 (5) 29 (10) 92 (22)

無線職員初任者研修 733 (11) 4 ()

その他管制技術系の研修 181 (6) 4 ()

その他土木・建築・機械系の研修 817 (7) 232 ()

航空灯火･電気技術基礎特別研修

（航空保安電源システムコース）
17 () 0 () ※2

航空灯火・電気技術管理業務特別研修

（航空保安電源システムコース）
11 7 (1) 18 80 (4) 0 ()

航空灯火･電気技術基礎特別研修

（航空灯火システムコース）
13 () 0 () ※2

航空灯火・電気技術管理業務特別研修

（航空灯火･電気技術システムコース）
5 3 (1) 11 47 (4) 0 ()

航空灯火・電気技術管理業務特別研修

（電気主任技術者資格取得コース）
10 12 (1) 14 74 (4) 0 ()

航空灯火・電気技術管理課程特別研修 10 () 2 () ※3

航空灯火・電気技術広域運用管理業務特別研修 13 9 10 59 () 0 ()

航空灯火・電気技術上級課程特別研修 6 () 0 () ※4

航空灯火・電気技術高度管理業務特別研修 7 1 7 3 8 47 () 4 ()

その他航空灯火・電気技術系の研修 429 () 101 ()

航空保安防災職員特別研修（Ⅰ） 8 3 7 16 (1) 94 (1) 26 ()

航空保安防災職員特別研修（Ⅱ） 8 3 7 3 10 5 74 () 27 ()

その他警務・消防・防災系の研修 542 () 51 ()

その他国際協力・空港技術系の研修 25 (2) 4 ()

航空管制等英語能力証明のための特別研修 30 (1) 0 () ※5

197 (30) 7 179 (36) 6 166 (12) 5 3,975 (189) 455

　　　　注：　　左は、航空局職員　　右は、聴講生　　　　　　　　　　　　　（　　）は、女子内数

24年度 25年度 26年度 合 計
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平成 26年度 航空保安業務基礎特別研修日程 

月日 1 時限 2 時限 3 時限 4 時限 

5 月 20 日

（火） 
 

入寮手続き・ 

セキュリティ 

開

講

式 

空港・航空路施設 

（土木・建築・機械）概論 

5 月 21 日

（水） 

航空保安業務と

ICAO 
航空気象概論 テロ対策 航空管制概論 

5 月 22 日

（木） 

航空保安 

無線施設概論 

運航情報 

業務概論 
空港概論 

消火救難・ 

警務業務概論 

5 月 23 日

（金） 

航空灯火・ 

電気施設概論 

今後の 

航空保安 

システム 

閉

講

式 

  

 

2-3 航空灯火・電気技術職種 

2-3-1 航空灯火・電気技術管理業務特別研修 

 研修内に以下の 3コースが設けられている。（【 】内：コース通称） 

（１）航空保安電源システムコース  【電源】 

1） 目  的：航空保安用電源設備の業務遂行上必要な基礎理論及び知識並びに 

基礎技術を習得させる。 

2） 対象職種：航空灯火・電気技術職員（初任者）及び機械職員 

3） 期間及び研修生数：  5月 23日～5月 30日  18名 

（２）航空灯火・電気技術システムコース 【灯火】 

1） 目  的：航空灯火の業務遂行上必要な基礎理論及び知識並びに基礎技術を 

習得させる。 

2） 対象職種：航空灯火・電気技術職員（初任者） 

3） 期間及び研修生数：  5月 30日～7月 4日  11名 

（３）電気主任技術者資格取得コース 【電験】 

1) 目  的：「電気主任技術者」資格取得に必要な知識、技能を習得させる。 

2) 対象職種：航空灯火・電気技術職員 

3) 期間及び研修生数：  6月 12日～6月 20日  14名 

    

           

           

     

 

 

 

 

 航空灯火システム実技の様子 
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平成 26年度 航空灯火・電気技術管理業務特別研修 

 月日 １時限 ２時限 ３時限 ４時限 

【
電
源
】 

5月 23日(金) 
 

オリエンテーシ
ョン／開講式 

コンプライアン
ス概論（基礎編） 

／空港経営改革 

5月 26日(月) 電気関係法規概論 
航空保安用電源
システム概論 

航空保安用電源
システム基礎理
論-１ 

5月 27日(火) 航空保安用電源システム基礎理論-２ 電力機器取扱実技 

5月 28日(水) 
航空保安用電源システム工事の監
督・検査 

校外研修（航空保安用電源設備の管
理） 

5月 29日(木) 停電障害実習 
羽田電源障害と
電源管理 

課題演習・評価 

 

5月 30日(金) 航空保安用電源システム障害対応 

閉講式（機械職） 

航空灯火関係法
規概論-１ 

【
灯
火
】 

6月 2日(月) 航空灯火関係法規概論-２ 

6月 3日(火) 航空灯火システム原理 プレゼンテーション実技 

6月 4日(水) 航空灯火理論-１ 航空灯火システム工事-１ 

6月 5日(木) 航空灯火理論-２ 航空灯火システム工事-２ 

6月 6日(金) 校外研修（航空灯火電気施設運用管理業務見学／航空灯火システムの管理） 

6月 9日(月) 航空灯火業務と英語-１ 

6月 10日(火) 航空灯火理論-３ CCR及び CCT制御理論-１ 

6月 11日(水) 航空灯火理論-４ 配電理論-１ CCR及び CCT制御理論-２ 

 6月 12日(木) 配電理論-２ 電気主任技術者資格 電力-１ 

【
電
験
】 

6月 13日(金) 電気主任技術者資格 電力-２ 

6月 16日(月) 電気主任技術者資格 電力-３ 

6月 17日(火) 電気主任技術者資格 電力-４ 電気主任技術者資格 機械-１ 

6月 18日(水) 電気主任技術者資格 機械-２ 

6月 19日(木) 電気主任技術者資格 機械-３ 

 6月 20日(金) 
電気主任技術者資格 機械-４ 

／閉講式 
配電理論-３ 

【
灯
火
】 

6月 23日(月) 航空灯火業務と英語-２ 

6月 24日(火) 航空灯火システム基礎実技-１ 飛行検査概論 

6月 25日(水) 安全管理システム 航空障害標識関係業務概論 

6月 26日(木) 航空灯火システム基礎実技-２ 

6月 27日(金) 
航空灯火・電気施設障害時の対応と再
発防止策 

CCR 及び CCT 制
御理論-３ 

航空灯火指導・管
理業務概論 

6月 30日(月) 航空灯火システム基礎実技-３ 

7月 1日(火) 航空灯火見え方理論 

7月 2日(水) 運航情報業務概論 航空灯火システム工事-３ 

7月 3日(木) 航空灯火と最低気象条件 航空灯火・電気施設検査業務概論 

7月 4日(金) 予算制度 
課題演習・評価 

／閉講式 
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2-3-2 航空灯火・電気技術広域運用管理業務特別研修 

1） 目  的：広域運用管理業務の実施に必要な技術並びに指導的立場となる運用管理 

責任者として必要なマネジメント能力を習得させる。 

また、ＴＤＧコース（ＳＴＰの作成方法）について講習する。 

2） 対象職種：航空灯火・電気技術職員（主幹） 

3） 期間及び研修生数：  9月 8日～9月 19日  10名 

平成 26年度 航空灯火・電気技術広域運用管理業務特別研修 

 月日 １時限 ２時限 ３時限 ４時限 

【
Ｔ
Ｄ
Ｇ
】 

9月 8日(月) 
 

オリエンテーシ
ョン 

開講式 / 講話 

9月 9日(火) ＴＤＧ概論 

コ ン ピ テ ン シ
ー・ベースド・ト
レーニング７つ
のステップ 

演習 

業務分析 

【
広
域
運
用
管
理
業
務
】 

9月 10日(水) 

航空保安情報ネ
ットワークの概
要 

コンプライアン
ス概論（上級編） 

人材育成・リーダーシップ論 

9月 11日(木) ブロック管理システム 
管制情報処理シ
ステムの概要 

9月 12日(金) 
校外研修（航空灯火運用管理の業務（ブロック管理官署における運用管理業
務について）） 

9月 16日(火) 
羽田電源障害におけるリスクマネジ
メント 

航空灯火保守・障害時の連絡調整 

9月 17日(水) 安全管理システム プレゼンテーション実技 

9月 18日(木) 航空灯火電気施設障害事例と障害解析 課題演習 

9月 19日(金) 情報管理・伝達論 
空港経営改革 

／閉講式 
 

 

2-3-3 航空灯火・電気技術高度管理業務特別研修 

1） 目  的：中堅の職員に対し、航空行政全般、航空灯火施設の運用管理、設計等の 

 実務に必要な専門技術を習得させる。 

また、ＳＴＰコース（航空灯火回路絶縁調査の作成方法）について講習する。 

2） 対象職種：航空灯火・電気技術職員及び飛行場灯火管理基礎研修（初任研修）を 

修了し、航空灯火業務に概ね７年以上の勤務経験を有するもの 

3） 期間及び研修生数：  10月 15日～11月 7日  9名 

 

    

              

 

 

 

 

 

 
ＳＴＰコースの様子 
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平成 26年度 航空灯火・電気技術高度管理業務特別研修 

 月日 １時限 ２時限 ３時限 ４時限 

【
Ｓ
Ｔ
Ｐ
】 

  

10月 15日
(水)  

オリエンテーシ
ョン 
／開講式 

空港経営改革  
／モジュール１ 
航空灯火回路絶
縁調査機材とそ
の取扱 

10月 16日
(木) 

モジュール１ 
航空灯火回路絶
縁調査機材とそ
の取扱 

モジュール１ 
進捗テスト 

モジュール１ 
進捗テスト及び
演習 

モジュール１ 
演習 

10月 17日
(金) 

モジュール１ 
演習 

モジュール１ 
終了テスト 

モジュール２ 
地絡箇所の調査
手順と原理 

 
10月 20日

(月) 

モジュール２ 
演習及び進捗テ
スト 

モジュール２ 

終了テスト 

コンプライアン
ス概論（中級編） 

【
高
度
管
理
業
務
】 

10月 21日
(火)   

航空保安業務の
概要 

羽田電源障害におけるリスクマネ
ジメントの実例 

航空保安システ
ムⅠ 

10月 22日
(水) 

航空灯火システ
ム及び航空保安
用電源システム
の企画業務概論 

高カテゴリー進
入及び低視程誘
導路用航空灯火
システム工事の
設計 

航空気象概論 

10月 23日
(木) 

高カテゴリー進入及び低視程誘導
路用航空灯火システム概論 

航空灯火・電気施設障害事例 

10月 24日
(金) 

高カテゴリー進入用航空灯火と最
低気象条件 

航空灯火機器の障害対応実技 

10月 27日
(月) 

プレゼンテーション実技 航空保安無線施設の管理 

10月 28日
(火) 

航空保安システムⅡ 
航空保安システ
ムⅢ 

航空灯火・電気
施設検査業務概
論 

10月 29日
(水) 

安全管理システム 校外研修（関西電力（株）） 

10月 30日
(木) 

予算制度等 
航空保安用電源システム管理業務
演習 

管制情報処理シ
ステムの概要 

10月 31日
(金) 

航空保安用電源
システム管理業
務演習 

ブロック管理業
務の概要 

航空灯火システ
ムの国際動向 

高カテゴリー進
入及び低視程誘
導路用航空灯火
システム運用管
理業務論 

11月 4日(火) 
航空灯火監理業
務 

航空灯火システム開発概論 
航空灯火指導・
管理業務概論 

11月 5日(水) 航空灯火業務と英語 

11月 6日(木) 航空灯火指導・検査業務演習 評価 

11月 7日(金) 課題演習／閉講式 
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2-4 航空保安防災職種 

2-4-1 航空保安防災職員特別研修（Ⅰ） 

1） 目  的：空港保安防災業務に関する基礎的事項を習得させる。 

2） 対象職種：初任航空保安防災職員 

3） 期間及び研修生数： 第 1回  9月 8日～ 9月 12日    6名 

 第 2回  3月 2日～ 3月 6 日   11名 

平成 26年度航空保安防災職員特別研修（Ⅰ） 

月日 １時限目 ２時限目 ３時限目 ４時限目 

１日目 
 

開講式、オリエンテー
ション 

保安防災業務のあり方 

２日目 
緊急事態に対
する心構え 

空港防災業務
の基礎 

保安防災職種と保安専
門官制度 

コンプライアンス・服務等 

３日目 
保安防災業務
概論 

空港保安業務
の基礎 

校外研修（空港ビルと
航空会社の保安管理） 

校外研修（空港警備体制及
び空港消防施設と運用） 

４日目 航空保安対策基準概論 爆破テロの動向 
航空機の緊急事態発生時
の措置に関する事例検証 

５日目 課題討議 
評価（レポート
作成）、閉講式 

 

 

2-4-2 航空保安防災職員特別研修（Ⅱ） 

1） 目  的：空港保安防災業務に関する高度な専門的事項を習得させる。 

2） 対象職種：中堅以上の航空保安防災職員 

3） 期間及び研修生数：  9月 16日～9月 30 日  10名* 

*NAA ファイアー＆セキュリティー(株)、中部国際空港(株)、新関西国際

空港(株)、関西国際空港セキュリティ(株)からの職員計 5名聴講 

平成 26年度航空保安防災職員特別研修（Ⅱ） 

月日 １時限目 ２時限目 ３時限目 ４時限目 

9月 16日 

(火)  
開講式、オリエンテ

ーション 

保安防災体制につ
いて 

9月 17日
(水) 

ＩＣＡＯ概論・第
14付属書解説 

空港整備計画 
空港設置と補助事
業 

航空運送事業の概
要 

9月 18日
(木) 

消火救難医療業務
及び指令指揮 

化学消防車の維持
管理 

消火泡剤の性能と
種類 

空港保安管理規程
（セイフティ編）
策定基準解説 

9月 19日
(金) 

航空保安無線施設
概要 

航空事故の事例検
証 

空港保安検査業務 

9月 22日
(月) 

移動 
校外研修（大阪市
消防局水上署） 

校外研修（大阪市消防局 警防課） 

9月 24日
(水) 

空港保安事案に係
る対応 

校外研修（大阪税
関空港税関支署） 

校外研修（大阪入国
管理局空港支局） 

校外研修（関西空
港検疫所） 

9月 25日
(木) 

空港保安管理規程
（セキュリティ
編）解説 

テロ対策 航空工学 
ハンドリング等ラ
ンプ業務 

9月 26日
(金) 

ハイジャック防止
対策費用分担解説 

予算及び契約制度 空港経営改革 航空情報の概要 

9月 29日
(月) 

航空灯火・電気施
設概要 

平常時と緊急時の
危機管理 

災害時対応・患者急変時の対応（疾病者
別応急措置） 

9月 30日
(火) 

課題討議    
（判別討議） 

評価試験、閉講式 
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2-5 航空管制職種 

2-5-1 上級航空管制官特別研修 

本研修は、（Ⅰ）と（Ⅱ）に区分されるが連続して実施する。 

（Ⅰ）は、次席管制官等に推薦する際の要件と位置づけた研修であり、研修修了時に航空

局交通管制部管制課長の面談が行われる。 

また小規模官署では、先任管制官が訓練教官業務を行う必要があるため、訓練教官未取得

者に対して（Ⅱ）の研修を実施し、航空交通管制職員訓練教官試験規則に従って訓練教官資

格を取得させている。 

カリキュラム（Ⅰ）は 7日間、（Ⅱ）は（Ⅰ）に引き続く 2日間の日程であり、計 2回実施

した。 

研修日程と参加者数 

第１回 （Ⅰ） 7月 10日 ～ 7月 16日   4名 

（Ⅱ） 7月 17日 ～ 7月 18日   2名 

第２回 （Ⅰ） 10月 16日 ～ 10月 22日  7名 

（Ⅱ） 10月 23日 ～ 10月 24日  3名 

 

平成 26年度 上級航空管制官特別研修 

 
 

1時限 2時限 3時限 4時限 

Ⅰ 

1日目 
 

開講式 
入寮手続き 

2日目 航空安全文化Ⅲ 航空管制官人事制度Ⅱ 

3日目 
国家公務員の倫理規定、コンプラ
イアンス、人事評価制度の概要 

テロ対策の概要 
管制官の 

管理業務一般 

4日目 マネージメント・リーダーシップ 
職場のメンタル

ヘルス 
空港経営改革 

5日目 航空局管制課長審査 修了式 

Ⅱ 

6日目 レッスンプラン 講義手法 

7日目 教官試験 修了式 

 

  



1-45 

 

2-5-2 訓練教官特別研修 

本研修は、訓練教官業務に必要な知識・技術を習得

することを目的とし、研修期間中に航空交通管制職員

訓練教官試験規則に基づく資格試験を実施し、所定の

成績を修めた者に対し航空交通管制職員訓練教官資格

証明書を交付する。 

カリキュラム（Ⅰ）は 6 日間の日程で計 2 回実施し

た。 

 

研修日程と参加者数 

第１回     5月 13日 ～ 5月 20日   14名 

第２回 11月  5日 ～   11月 12日 18名 

 

平成 26年度 訓練教官特別研修 
 

 
１時限 ２時限 ３時限 ４時限 

1日目 
 

開講式 
入寮手続き 

2日目 OJTI  

3日目 コーチング 対人コミュニケーションの心理学 

4日目 レッスンプラン 講義手法 

5日目 教官試験 

6日目 講義手法研究 修了式  

 

 

 

 

 

 

教官試験 

（プレゼンテーション） 
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3 TRAINAIR PLUSプログラムと外国人研修 

3-1 TRAINAIR PLUSプログラムに関する活動 

3-1-1 ICAO Global Aviation Training and TRAINAIR PLUS Symposium 2015 への参加 

 ICAO TRAINAIR PLUS プログラム（TPP）では、会員及び航空関係の研修訓練の関係者が

参加するグローバルシンポジウムを 2 年に 1 度、また、地域シンポジウムを 2 年に 1 度交互に

開催している。2014 年は当初セネガルでグローバルシンポジウムの開催を予定していたが、

西アフリカにおけるエボラ出血熱流行のため延期され、また開催場所を変更し、2015 年 3 月

24 日から 27 日までの 4 日間、Global Aviation Training and TRAINAIR PLUS Symposium 2015

と称し、アイルランド・ダブリンにて開催された。本シンポジウムに、航空保安大学校からは

特別研修科教官が 1 名参加した。 

 会議には、TPP 会員の他、航空関係訓練センター、訓練コンサルタント、航空産業界等から

400 余名が参加し、プレゼンテーションやパネルディスカッションを通じて、TPP の活動状況

や訓練センターのベストプラクティス、研修訓練の技術に関する最新情報等について情報共有

された。 

 会議では、TPP の戦略である STP の開発及び共有を進めるとともに、シンポジウム等の場

で会員及び関係者間のネットワークを構築・発展させることの重要性について確認され、今後

さらに協調関係を強化したい旨 TPP 事務局から結びのコメントがされた。 

 2015 年は、地域シンポジウムが予定されており、アジア太平洋地域においては 11 月にイン

ド・ニューデリーで開催予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会議場 会議出席者の様子 

南アフリカ、タイからの参加者と  

（左２番目 特別研修科・若松教官） 

会議出席者の様子 
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3-1-2 ICAO TRAINAIR PLUS CDI/STD meeting for ASIA pacific への参加                                  

平成 26 年 7 月 2 日（火）から 4 日（木）の間、ICAO TRAINAIR PLUS 事務局並びにイン

ドのハイデラバードにある GMR Aviation アカデミー共催で開催された 2nd ICAO TRAINAIR 

PLUS CDI/STD meeting （CDI/STD：Course Developers and Instructors Standardization 

Meeting）に参加し、我が国の研修の取り組み等についてプレゼンテーションを実施した。 

 

 Meeting 概要 

(1) Meeting 名： 2nd ICAO TRAINAIR PLUS CDI/STD meeting for ASIA Pacific 

(2) 日程： 平成 26 年 7 月 2 日（火）～4 日（木） 

(3) 場所： Novotel Airport Hotel located at Rajiv Gandhi International Airport (RGIA) 

(4) ホスト機関： GMR Aviation Academy India 

(5) 参加者国籍： インド、カナダ、シンガポール、韓国、中国、スペイン、フィリピン、

ネパール、スリランカ、 カタール、インドネシア、カンボジア、マレーシア、トルコ、

日本、etc（100 名以上） 

 

 

 TRAINAIR PLUS CDI/STD meeting について 

ICAO TRAINAIR PLUS に加盟する各国において、STP作成のために中心的な役割を担う研

修開発室（CDU : Course Developer Unit）のコース開発者（CD : Course Developer）になる

には、まずは基本的な教材開発手法を学ぶ研修開発者コース（TDC : Training Developers 

Courses）を受講する必要がある。 

コース開発者が STP を開発するに当たり、ICAO から認定された Validator（STP の審査

者）から数回審査を受けることとなるが、各々の研修開発室は、Validator と関わるだけで、

STP 開発の新情報や他の国の開発状況についての情報を得るのは困難な状況である。 

今回の Course Developers & Instructors Meeting はより実務者レベルでの意見交換を行い

各訓練機関等の経験を共有することで、研修コース開発者及び教官が、STP の開発、共有利

用環境、品質管理等の情報を得ることを目的としている。よって、CDI/STD Meeting への出

席は STP を開発する同会員としての義務であり、特に我が国はアジア・パシフィック地域の

有力国として、今回のミーティングにおいても中心的に活躍することを期待されている。 

 

 

プレゼンターとして参加 会議場の様子 
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 Meeting 内容 

以下の 6 パネルあり、各パネルに司会者、スピーカー複数名が設定されており、課題につ

いての問題提起等のプレゼンテーションを行った後に、参加者全員を 15 人程度の小グルー

プに分け課題について議論をして、グループ毎に議論結果を発表する。最終日までに、その

小グループの結論がパネル毎にまとめて発表された。 

 パネル1：Training Needs Analysis 

 パネル2： Design and Development 

 パネル3： Validation, Implementation and Evaluation 

 パネル4： Qualification of Instructors 

 パネル5： Best Practices in Training Delivery 

 パネル6： Continuous Improvement of Instructors 

 

 

3-1-3 STP開発状況 

航空保安大学校は、TPP において、最初の標準研修パッケージ（STP）の ICAO 認定により

平成 25 年 1 月から正会員として認められている。今年度は、当校研修コース開発室において、

第 2 次 STP である、主に航空管制技術官向けの IP ネットワーク解析に係る STP の開発作業

を進めてきた。 

 開発においては、分析、設計及び制作、評価の 3 ステージの審査を受ける必要があり、この

うち、分析段階である第 1 ステージについて、10 月 6 日から 10 日までの間、TPP の審査員で

ある Hussam Abandeh 氏（ヨルダン国籍）を招聘し、レポート審査を受けた。 

 

 

パネルディスカッション 修了証授与式（左 特別研修科・城教官） 

 

審査ディスカッションの様子 台木校長と Abandeh氏 
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 STP の開発は、ICAO の Training Development Guide（Doc 9941）に基づく手順により適切

に行い、必要な教材や各種資料等を作成する必要があるが、第 1 ステージ審査では、当該ステ

ージを構成する 3 つのステップ（事前調査、業務分析、研修対象者分析）の当校作成のレポー

ト（英文）を対象に審査された。 

 Abandeh 氏と開発室のメンバーの間では、引き続きアドバイスを受けることができる良好な

関係を築けており、この現地審査の後電子メール等によりさらに審査が進み、11 月 7 日に第 1

ステージの最終確認が完了し、無事合格している。 

 その後、開発は第 2 ステージに進み、授業計画の作成や実際の教材の作成等を進めていると

ころである。 

 来年度は、引き続き第 2ステージの作業を進め、その後の評価段階である第 3ステージでは、

再度 Abandeh 氏が来校の上審査を受ける予定である。 

  

3-2 研修開発者養成 

3-2-1 研修開発者コースへの参加 

 TPP の正会員には、組織内に複数名の研修開発者（Course Developer（CD））を含む研修コ

ース開発室（Course Development Unit（CDU））を設置するとともに、継続的に標準研修パッ

ケージ（Standardized Training Package（STP））を開発することが求められている。この CD

になるためには、TPP の研修開発者コース（Training Developers Course（TDC））に参加し、

修了書の交付を受ける必要があるため、航空保安大学校では、平成 22 年に研修コース開発室

を設置の上、これまで毎年、当校教官が参加しているところである。 

 今年度は、6 月に韓国・仁川空港航空アカデミー（IAAA）で開催された TDC に特別研修科

から 1 名、10 月にカナダ・ICAO モントリオール本部で開催された TDC に航空電子科から 1

名の教官が参加した。 

 2 週間にわたるこの研修において、参加した教官は、STP 開発手法の指針である Training 

Development Guide（ICAO Doc 9941）に基づき、3 段階、7 ステップからなる開発手法を座

学、グループワークによる演習、進捗テスト、修了テスト等を通して学び、最終日には無事に

修了証の交付を受けた。特にグループワークでは、航空関係のさまざまなバックグラウンドを

もつ他国研修機関から参加したクラスメートとともに充実した議論が進み、STP 開発の知識・

技術の習得にとどまらず、参加者間の友情を深めることができた。 

 

 

TDC 座学の様子（IAAA） TDC グループワークの様子（IAAA） 
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 当該教官は、TDC で得た知識・技術を活かし、現在当校の第 2 次 STP の開発を担当し、ま

た校内外の関係者に STP 開発手法及びコンピテンシーベースドトレーニングについての研修

等を実施している。 

 

 

 

3-2-2 研修開発者数の推移 

3-2-1 に記したとおり、ICAO の開催する TDC には航空保安大学校から毎年教官が参加して

おり、国内の研修開発者（CD）の数は着実に増加している。昨年度までで計 6 名であった CD

は、今年度 2 名の TDC 修了により 8 名（転出者を含む）に増えた。なお、研修コース開発室

における CD の数を確保するため、今後も継続的に教官が TDC に参加する予定である。 

 

 

 

3-3 外国人研修の開催 

3-3-1 JICA「航空情報管理業務研修」 

JICA の主催する「航空情報管理業務研修（AIM Development training）」が 11 月 17 日から

12 月 3 日まで行われ、インドネシア航空局から４名が参加した。このうち 11 月 25 日は、本

校において研修を行った。 

本研修の主旨は航空情報業務について実技等を取り入れながら体系的に学習することで航

0 
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数

 

ＴＤＣ受講者数とＣＤの総数 

CDの総数（転出者を含む） 

TDC受講者数 

集合写真（IAAA） 

（下段左２番目 特別研修科・若松教官） 

集合写真（ICAO ﾓﾝﾄﾘｵｰﾙ） 

（右２番目 航空電子科・荒川教官） 
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空情報マネージメント（AIM）全体のコンセプトを理解することである。 

インドネシアにおいては航空情報業務が国としての基準統一されていないため、これが管制

業務向上の阻害要因ととらえられている背景がある。一方で日本では航空情報センターで航空

情報業務を一元的に実施、アジア･太平洋地域において先駆者として当該分野に関する積極的

に実施してきたことから高度な知識・技能・経験を有している。本研修では航空情報センター

とともに AIM全体の研修を行っているが、航空保安大学校では特に航空情報業務教育体制につ

いての研修を行った。 

 

3-3-2 JICA主催「ミャンマー管制技術教官研修」 

平成 27 年 2 月 1 日（日）～11 日（水）に実施された「2014 年度（国別研修）ミャンマー

管制技術官／専門技術者の新研修・訓練システム実施能力向上」のうち、2 月 5 日～6 日の研

修が航空保安大学校において実施され、5 名の外国人研修生が参加した。 

 

ミャンマー管制技術教官研修日程 

日 付 研 修 内 容 

2 月 5 日 

（木） 

AM 移動 

PM ◎講義 訓練制度における航空保安大学校の役割 

◎講義 コンピテンシーベースドトレーニング（CBT）について 

CBT の考え方、訓練手法 

◎見学 航空電子科実習室（通信、航法、着陸、監視） 

    航空管制科、航空情報科実習室 

2月 6日 

（金） 

AM ◎講義 実験科目の指導方法 

◎実習 マイクロ波実験装置実習体験 

    AD/DA 変換訓練装置実習体験 

    各種実習装置見学 

     （トランジスタ静特性パネル、h パラメータ測定パネル、フィ

ルタ作成パネル、AM送受信回路実習装置、指向性測定、IC

トレーナー他） 

PM ◎講義 航空電子科教科の教育全般について 

    理論・実習の学習方法、教材等 

◎実習 3D教材の使用方法の説明・操作 

    ILS、VOR/DME、レーダー 

 

航空電子科教官による講義風景        電子基礎実験室での実習風景 
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3-3-3 JICA専門家派遣「東メコン地域の能力開発プロジェクト関連」 

平成 26 年 7 月 20 日（日）～26 日（土）の間、当校の特別研修科の 2 名の教官が JICA 短期

専門家としてベトナム国に派遣され、「新 CNS/ATMシステムへ訓練・教材開発」に関する技

術協力・教育指導を行った。 

活動の内容等を以下に示す。 

（１）派遣の目的 

ICAO 推奨の高度な人事育成プログラムを基本として、より効果的な教材開発、授業計

画、進捗状況テスト及び評価テスト等の手法について、現地における 3 ヶ国（ベトナム・

ラオス・カンボジア）合同研修を開催することにより技術移転を行い、各国の教官が教

育・訓練に係る様々な過程において必要となる知識、技術、姿勢等について習得し、現

在作業中の専門訓練に向けた準備作業を加速化させること。 

（２）活動概要 

ベトナム国ハノイにあるベトナム民間航空局（CAAV）において、ベトナム、ラオス、

カンボジアの訓練教官計 16 名に対し、新 CNS/ATMシステム訓練・教材開発研修を実施

した。 

（３）3 ヶ国合同研修項目 

① ICAO 標準訓練パッケージ概要 

② ICAO 標準訓練パッケージの開発方法 

 STEP1：事前調査（Preliminary Study） 

 STEP2：業務分析（Job Analysis） 

 STEP3：対象者分析（Population Analysis） 

 STEP4：カリキュラム設計（Design of Curriculum） 

 STEP5：モジュール設計（Design of Modules） 

 STEP6：制作と開発テスト（Production） 

 STEP7：評価と修正 

（Validation and Revision） 

③ 例題による演習 

④ 教材開発・訓練手法の実習 

⑤ 発表・ディスカッション 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 カンボジア・ラオス・ベトナムの教官への研修の様子（於ベトナム CAAV） 
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4 研修品質マネジメントシステム 

4-1 研修品質マネジメントシステムの開設 

4-1-1 基本方針 

航空保安大学校各科は、研修訓練をより品質の高いものにするため、現在実施している研修

生による満足度調査、修了生のフォローアップ調査等の研修ＱＣ（Quality Control）をより充

実させ、これらを監査することにより継続的改善に取り組む研修品質マネジメントシステムを

導入することとした。 

また、平成 25年 12月に行われた ICAOの TRAINAIR PLUSプログラムによる、会員資格継

続のためのリアセスメントにおいて、航空保安大学校は、品質マネジメントシステムを有して

いると認められるものの、その文書化がされていないとの指摘を受けたこともあり、航空保安

大学校研修コース開発室は、研修品質マニュアルを策定することとした。 

具体的には、当該マニュアルを策定及び適用することにより、これまで以上に研修要求事項

と研修到達目標が明確化されるとともに、評価基準の具体化が図った。さらに、研修訓練の適

切な品質管理と高質化を実現するために、研修コース開発室が内部監査を行い、研修の有効性

を確認するとともに、不適切事項が生じた場合の迅速かつ継続的な対応を可能とする仕組みを

作ることで、より現実的な研修の品質管理が可能となった。 

 

4-1-2 研修品質マニュアル策定の経緯 

 研修品質マニュアルは、当校が行う本科研修及び管制官基礎研修を対象に、研修の改善に係

る PDCA を運用し研修カリキュラム及び研修内容が確実に改善されることにより訓練の質の

向上を図ることを目的とするものである。同マニュアルの策定に当たり、平成 26 年 3 月に訓

練品質研究会を立ち上げ、「訓練品質マニュアル」の試行版を策定することとした。同試行版

は同年 8月に完成し、その後試行運用を開始した。 

 平成 27 年 3 月時点で、試行運用が 7 ヶ月を経過し、訓練品質を維持・向上させる上で特段

の問題がなく運用できることが確認できたため、試行版に一部必要な修正を加えた上で、本運

用のために同マニュアルを平成 27年 3月 25日に制定した。なお、本マニュアルの名称は、航

空保安大学校組織規則等の用語にあわせ、「訓練」を「研修」に改め「研修品質マニュアル」

とした。 

 

4-1-3 研修品質マニュアル概略 

本マニュアルは、平成 27 年 4 月 1 日から施行し、今後改訂等の必要が生じた場合は、適宜

関係者間で検討の上改訂することとしている。 

本マニュアルは次の項目で構成される。 
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航空保安大学校研修品質マニュアル概略 

1. 序文 根拠および目的 

適用、組織 

研修品質マニュアルの管理 

2. 用語及び定義  

3. 研修品質マネジメント

システム 

一般要求事項 

研修品質マネジメントシステムのプロセス概要 

文書化に関する要求事項 

研修品質マニュアル 

文書管理、記録の管理 

4. 研修品質方針（P） 方針、計画、責任及び権限 

管理責任者、内部コミュニケション 

研修細目 

5. 研修（D） 研修の実施 

6. 評価（C） 成績評価、測定、データ分析 

分析及び改善 

研修内容評価 

7. マネジメントレビュー 

 （A） 

手順 

インプット、アウトプット 

改善 

8. 資源の運用管理 教材、作業環境 

人的資源 

9. 内部監査 予防処置及び是正処置 

継続的改善 

  

 

4-2 修了生のフォローアップ 

4-2-1 概要 

現在の教育活動を継続的にレビューしつつ、今後の教育内容の充実、向上を図るために、現

場に赴任した修了生の現場経験を踏まえた保安大に対する要望・意見及び、その後の訓練や資

格取得状況をフォローアップする調査を継続して実施している。 

修了生に対しては保安大での生活環境、カリキュラムや時間数等について、また現場の訓練

教官に対しては主に訓練生の専門科目に関する理解度や保安大への要望について、それぞれ聞

き取り調査を行った。 

平成２６年度の調査実績を次表に示す。 
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フォローアップ聞き取り調査実施対象 計 39名/11官署 

科 対象者 所属官署 

情報 

 

本科 44期（修了後 0年 8 ヶ月）23名 

 

新千歳(事)、仙台（事）、東京(事)、

大阪（事）福岡(事)、鹿児島（事）、

那覇（事） 

電子 本科 44期（卒業後 0年 7 ヶ月）12名 福岡(管)、函館（事）、仙台（事）、東

京(事) 

管制 2013S期（修了後 11 ヶ月）1名 

2013A期（修了後 5 ヶ月）1名 

2012S期（資格取得済み）1名 

2013A期（修了後 5 ヶ月）1名 

秋田（空レ）計 2名 

 

熊本（事）計 2名 

 

航空情報科においては、平成 25 年度修了生が赴任した全ての官署で修了生及び訓練担当者

に対してアンケート調査を実施するとともに、上記官署にて教官が修了生及び訓練担当者に直

接聞き取り調査を実施した。 

航空電子科においては、平成 25 年度修了生が赴任した官署のうち、上記官署で修了生及び

訓練担当者に対してアンケート調査を実施するとともに、上記官署にて教官が修了生及び訓練

担当者に直接聞き取り調査を実施した。 

航空管制科においては、上記官署においてアンケート調査を実施するとともに、修了生及び

訓練担当者等に直接聞き取り調査を実施した。 

 

4-2-2 航空情報科調査結果 

（１）概要 

① 修了生からの回答及び意見 

平成 26年度については第 44期生を対象にフォローアップを行った。その結果、学習不

足を感じ、業務中に不安を感じる修了生が多数を占めていた。主に専門教科および公務員

教養、ビジネスマナー等に不足を感じる回答があった。各科目について 7割以上理解でき

たとの所感の回答の割合は、全科目平均 61 ％、実技科目平均 70 %に対し、専門学科科目

では 57 %となった。一方で専門学科科目について時限数が少ない所感を持つ回答の割合

は 12 %にとどまっており、全科目平均 12 %、実技科目 20 %であることを踏まえると、

理解向上対応として単純に時限数増を求めているわけではないことが伺える。 

② 訓練教官からの回答及び意見 

対人コミュニケーション能力については概ね良好であるとの回答であった。学科、実技

に関連する項目で修了生が理解出来ている評価の回答の割合は全体で 85 %となった。「や

や不足」との評価として見受けられた項目として、学科科目関連で航空管制運航情報業務

用機器に関する知識および航空工学、実技科目関連でシステム及びデータ端末装置の運用

および捜索救難等及び事故調査援助についての能力が上げられている。 
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（２）対応 

幅広い分野に携わる運航情報業務にかかる専門研修を受けている修了生にとって、多くの

者が学習不足や不安を感じてはいるものの、訓練教官からは概ね理解できている旨の評価が

得られている。本調査に寄せられた回答及び意見を参考に、研修の質向上に向けた検討を引

き続き実施していく。 

修了生が不安を感じている面を考慮した改善案として、航空情報科における研修で使用して

いる教材・資料等を FSC訓練担当者に積極的に情報提供し、広く意見を求めることが考えら

れる。従来本校航空情報科の講義資料は本校内に限定して使用し、専門研修を行う各 FSCに

対しては研修細目の情報提供のみとなっていたが、フォローアップ調査結果を踏まえ平成 26

年度は運航情報業務研修調整会議を活用して各 FSC へ電子媒体で授業資料情報提供する試

みを行っている。 

またビジネスマナーに係る科目については平成 24 年度以前の調査結果に基づき平成２５年

度に航空情報科1年生を対象に新設しているが、修了生は当時2年生だったため受講できず、

在学中は部分的な聴講のみとなっていた。今回の調査結果では科目必要性が強く認められた

ため、平成 27年度研修細目では時限数増を図った。 

 

4-2-3 航空電子科調査結果  

（１）概要  

① 修了生からの回答及び意見  

修了生からのアンケート結果や聞き取り調査の結果において、全体的な知識に関しては

十分という意見が多く、不十分であるという意見としては情報処理（航空交通管理センタ

ー含む）に関する知識及び、航空管制官、運航情報官等の運用者が行っている業務内容に

ついて充実させることが必要との意見があった。 

また、ORM に関して操作に関する事項（障害作業情報探索等）について不十分との意

見があった。 

② 訓練教官からの回答及び意見  

全体的には十分との意見が多くみられるが、上記修了生からの回答及び意見同様情報処

理に関する知識及びネットワークに関する知識について不十分であると意見があった。ま

た航空管制技術基礎研修修了者において基礎学力（特に無線工学）が不足しているという

意見もあった。 

 

（２）対応 

各調査での回答や意見を参考とし、訓練品質の向上を図るため、以下について研修細目変

更し反映を行った。 

① システムソフトウエア基礎 

プログラム言語の授業内容レベル見直し及び Linux コマンド入力を扱う授業を３時限追

加した。 

② 航空交通管制情報処理システム概論 

ユーザーに重点を置くことに同意が得られた。システム管理研修とのギャップ解消のた

め現行システムと統合システムとの構成について講義内容の追加を行った。 
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③ 無線工学基礎 

航空管制技術基礎研修における AM変調などの基礎を重視し、学習内容を再構築すると

共に研修生向けに採用前事前勉強を推奨する通知を行う事とした。 

④ ORM概論について 

授業内容の見直しを行いシステム概要は管制技術業務論へ統合し操作中心の内容に変

更とする事を検討したが、物理的な制約により現行どおりの授業とした。 

 

 

4-2-4 航空管制科調査結果 

（１）概要  

① 修了生からの回答及び意見  

今年度においては当該官署での専門研修中の者が 3名、専門研修を修了し当該官署にお

ける資格取得済みの研修修了生 1名を対象として実施した。本校でのカリキュラムについ

ては、概ね満足しているとの回答であり、また校外研修での体験や特別講義での管制業務

以外の知識も貴重であったとの報告を得ていた。 

現場での訓練において、訓練監督者との共通した目標の設定や訓練進捗状況の確認に若

干の不安を感じている旨の回答もあり、本校のような研修生が大半の中での研修と訓練生

が一人だけの環境の中での現場 OJT との違いに苦慮しているとの話があった。 

また、2013A期以降の基礎研修修了直前に実施した初任地特化研修トライアルの成果に

ついても概ね満足したとの回答が得られた。 

② 訓練教官からの回答及び意見  

訓練教官からは、修了生の社会常識、訓練に対する取り組み、基礎知識等については、

全般的に良好な結果であるとの意見が得られたが、一年間の研修の中で航空法や基準等の

知識と実業務の関連性について理解を深めることに重点を置いて欲しいとの意見があっ

た。 

（２）対応 

平成 26 年度修了生から実施している初任地特化研修の効果や満足度について、研修修

了生からはトライアルで実施した内容で一定の評価は得られたものの、訓練教官からはよ

り実務に近い内容での研修になって欲しいとの意見があった。 

平成 27 年度より初任地特化研修を「総合実習」に改め、研修細目への記載を行い、32

時限の実施を行うこととしたが、今後もフォローアップやクロストレーニングといった機

会を利用し、同研修の効果や問題点については改善し、具体化するため、現地官署からの

意見聴取を行うことが必要と考えられる。 
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4-3 研修品質マネジメントシステム監査 

4-3-1 平成 26年度研修品質内部監査（試行） 

4-1-2 に記したとおり、今年度は試行版訓練品質マニュアルによる研修品質マネジメントシ

ステムの試行運用を進めてきた。マニュアルでは、研修品質マネジメントシステムが当校の目

指すべき研修の実現計画に適合していること、ICAOTRAINAIR PLUSプログラムの要求事項に

適合していること、及び、マニュアルの要求事項に適合していること、また、同システムが効

果的に実施され、維持されていることを確認し、改善されることを目的として、研修品質に係

る内部監査を年 1回以上実施することとしている。 

 これに従い、内部監査チェックリストを準備の上、校長並びに教務課、航空管制科、航空情

報科及び航空電子科を対象に、以下の日程で内部監査（試行）を実施したところ、研修品質の

維持のために大きな問題となる事項はなく、内部コミュニケーションの実施、研修細目や教材

の改善、研修内容の評価、確実な記録等について各科・課において取り組まれており、今後も

継続した改善に取り組む体制が確保されていることが確認された。 

 なお、当該内部監査の実施に関しては、3 月 31 日に「航空保安大学校研修品質内部監査規

程」を定め、平成 27 年 4 月 1 日（施行日）以降、本規程に従い適切かつ確実に実施すること

としている。 

平成 26年度研修品質内部監査（試行）日程 

被監査課・科 監査日程 

校長 平成 26年 11月 27日 

航空管制科 平成 26年 11月 25日 

航空情報科 平成 26年 11月 27日 

航空電子科 平成 26年 11月 27日 

教務課 平成 26年 11月 25日 

 

4-3-2 平成 26年度マネジメントレビュー（試行） 

 試行版訓練品質マニュアルでは、研修品質マネジメントシステムが引き続き適切、妥当かつ

効果的であることを確実にするために、年 1 回マネジメントレビューを行うこととしている。

これに従い、平成 27年 2月 20日、校長、教頭、研修調整官、教務課長、航空管制科長、航空

情報科長、航空電子科長及び研修品質推進室が参加し、研修品質方針の周知や研修目標の明確

化への取り組み、内部監査等から得られたベストプラクティス、現場官署からのフィードバッ

ク状況、プロセスの実施状況及び訓練の適合性の確認状況等について確認された。 

 マネジメントレビューは、研修品質マネジメントシステムの継続的改善のために非常に重要

な機会であり、平成 27 年度以降の研修品質マニュアル本運用においても、内部監査と同様適

切かつ確実に実施することとしている。 
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【内部監査チェックリスト（試行） 4-3-1関連】 
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5 教育研究活動と教官研修 

5-1 教官研究会 

次世代を担う学生・研修生への教育効果を高め、また各科教官の繋がりを深めるため、教育

に資するための研究・調査に取り組む「教官研究会」を本校に置いており、講義や指導と並行

して活動している。 

その組織は次図のとおりである。 

 

上記の研究企画部会は、次に揚げる事務を行っている。 

 教育・訓練に係る研究テーマ選定及び年次計画案の策定。 

 研究会の実施計画に関する予算要求の取りまとめ及び教官研究費の予算使用計画案の

作成、教官研究費に関する示達予算の各部会等への配布額の調整 

 研修の方法及び施設に関する研究、調査並びにその成果の発表 

 研究会の担当教官の配置の調整、研究会の新設及び廃止提案のとりまとめ 

 教官研究会に必要な資料の購入及び収集、整理、保管 

 教官研究会報の発行、その他教官研究会に関する事務の整理 
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各研究会は、企画部会と連携し、次の個別研究活動を行っている。 

A) 幅広い情報の収集とその活用方法の研究により教育手法の高度化を図る。 

B) 個々の教官資源の共有化並びに標準化の手法を研究することにより、教官ノウハウ

の蓄積を図る。 

C) 学生の理解を深めるための新たな視覚的教材を研究し、作成する。 

D) 次世代システム教育に当たる教官個々の研鑽を図り、次世代システムに対応した教

官を養成する。 

E) 航空保安大学校における効率的な教育計画について研究する。 

 

平成 21 年度以降、各研究の目的や成果の活用方法等を明示した「研究計画書」を作成のう

え、実施している。 

なお、新たな研究課題を調査研究するための研究会は、発起人となる教官が、設立趣旨、研

究課題、年次活動計画等を取りまとめて企画部会へ新設を提案する。また、企画部会は、独自

に研究課題を定めて研究を実施しようとする場合、研究会の新設を教官研究会議に発議するこ

とができる。 

各研究会の活動概要を以下に報告する。 

 

(１) ＩＴ教育システム研究会 

航空保安大学校では、IT を利用した e ラーニングシステムとして、AmiVoice、i-Collabo、

Streaming が使用されており、それらのシステムに加え、さらなる教育の充実を図るため、

航空保安業務の経験がなく航空機に関する知識が少ない学生が理解しやすい学習環境を提

供し、そのためにはどのようなシステムにするのが有効なのか、適切な IT コンテンツを企

画するべく日々研究してきた。 

平成 26 年度は、航空灯火の光束特性と航空機の飛行経路との関連性等の CBT（Computer 

Based Training）教材を制作した。この教材により、航空灯火の見え方を３次元 CG で再現

でき、機種ごとに着陸態勢中、飛行中における様々な気象条件下での航空灯火の見え方表示

が可能であることから、学生に対し、航空灯火の見え方に対する理解度の向上を図ることが

でき、教育効果が期待される。 

さらに、教官が独学で IT 関連技術を習得しようとしても限界があるため、よりよい教育

資料の制作、改編を行えるよう新しい IT 関連技術を習得する手段として、民間が実施する

IT 関連講習会に教官が参加して技術の習得を行った。 

 

(２) 動的検知からの教育手法研究会 

航空保安業務に従事する我々の業務は、視線の動きや動作による状況の把握・認知・確認

が業務を行う上で非常に重要な作用をしていると考えられる。人の視線・動作は状況の認知

に大きく影響しているはずであるが、実際にどのような視線や動作によってそれらが行われ

ているかについては、その把握も困難であり、その分析や研究はこれまでなされてきていな

かった。 

航空保安大学校では、業務の熟練者と初心者には、視線の動し方一つであっても、おそら

くかなりの違いがあるであろうとの観点に立ち、実際の業務中の視線や動作を把握すること
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で、新たな視点からの教育手法を研究する試みとして、平成 26 年 1 月 31 日に「動的検知

からの教育手法研究会」を立ち上げることとなった。 

平成 26 年度は、「視線測定装置」を用いたデモンストレーションを行い、実際に飛行場

管制実習室とターミナルレーダー実習室において、実習問題を行う研修生及び教官に視線測

定装置を装着し、視線を捉えた映像にて、視線・動作の動きがどの程度確認できるかを検証

した。映像からは視線の動きや何を気にしているかが十分把握でき、データ収集は問題無く

行えることを確認した。 

平成 27 年度は、管制科及び情報科の各実習において、現状では教官側からの把握が困難

な視線や状況認識に関する評価項目の抽出と、視線測定装置を用いた場合の活用場面や導入

効果について洗い出しを行い、平成 28 年度における機器購入計画の策定を行う予定である。 

 

(３) ISD研究会 

ISD 研究会は、航空保安大学校が加盟している ICAO TRAINAIR PLUS プログラムにおけ

るコンピテンシーに基づいた教材開発手法を校内各科に広めていくために、2 ヶ年計画で活

動を進めてきた。 

活動 2 年目にあたる今年度は、まず、本校各科の教官を対象として、5 月に STP の開発

手法を教授するコースを開催した。コースを受講した教官からは、「コンピテンシー・ベー

スド・トレーニング（CBT）の概念がよく解った」や「CBT 化を進めていけそう」といっ

た感想が寄せられ、コース開催の成果が認められた。なお、本校内教官以外に、岩沼研修セ

ンター教官、飛行検査官、航空自衛隊第 5 術科学校教官、本省管制科等の教育担当者、カン

ボジア・ラオス・ベトナム航空管制官及び航空管制技術官の教官他に対しても、CBT の開

発手法等に係る講義を担当から行っており、講義内容に対し高い評価をいただいている。 

また、各科においては、この教材開発手法に基づいて、対象科目を選択の上教材を作成し、

授業に反映するといった活動を進め、CBT 化を推進中である。CBT 化により、学生のモチ

ベーションが向上し、無理なく演習の各段階をクリアできた等の成果があり、今後も、順次

他の授業にも展開していく予定である。 

 また、今年度は、ICAO が開催する研修開発者コース（TDC）へ、6 月（於仁川（韓））

に特別研修科から 1 名、10 月（於モントリオール（加））に航空電子科から 1 名が参加し、

研修開発の手法を習得し修了証を受領した。 

 このような活動により、各科の教官は教材開発手法を習得できており、また、各科で行

っている CBT 化推進によって今後授業に活用することで、更なる成果が期待できる。よっ

て、「対象となる業務を分析して教材を作成する手法又は知識の習得のための目標分析に基

づいて体系的に教材を作成する手法による教材作成方法を習得し、授業に活用する」という

本研究会の当初の目的は達成されていることから、本研究会は今年度をもって活動を終了す

る。 

なお、各科の CBT 化の状況は今後定期的に確認され、また授業の品質等は今年度策定さ

れた研修品質マニュアルの規定により十分確認されることとなっている。 
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(４) CNS/ATM教育システム研究会 

航空管制科・航空情報科・航空電子科の研修細目に「CNS/ATM 基礎」という科目がある

が、これはかつて岩沼研修センターにおいて実施されていた特別研修を、本校の基礎研修課

程に組み込んだものである。 

本科目の範囲は幅広く他科のシステムや業務範囲にも及ぶことから、当研究会において

STP に準拠した手法で編集した各科共通の教科書「CNS/ATM 基礎」を編集・作成し、担当

教官の授業設計を効率的かつ効果的に行う支援ツールとして活用してきた。 

しかしながら、本書の内容である「新 CNS/ATM の概念並びに概要」は、FANS に代わっ

て CNS/ATM という用語が普及し始めた頃から見ての「新」であり、現在ではその項目のほ

とんどについて実運用の普及が進んでいる。各科がそれぞれで実施している他の専門科目と

重複する内容が増えてきたことを踏まえると、共通教科書としての位置づけを維持していく

ことが困難な状況となってきた。 

以上のことより、教科書の維持管理作業は 26 年度を以て終了とした。今後は、老朽化に

よる故障発生が著しい実習用実験装置などのハードウェア教材準備に重点を置いた活動を

進めていくこととしている。 

 

(５) 語学教育研究会 

学生・研修生の論理的な思考力、理解力を向上させ文章の作成能力を養うことで、航空

保安職員として情報の発信と受信を正確かつ円滑に行えるようになることを目的とし、平成

20 年度以降、「情報伝達能力の向上のための演習」として手法及び効果測定の研究を行っ

てきた。 

平成 23 年度までの 3 カ年は、科目演習を充てた文章作成基本の講義及び学生の作成した

文章課題の添削と評価を業者に委託し、効果の測定方法にも一定の方向性が出たところであ

る。しかし、平成 24 年度以降は経費を得ることが出来なかったため、語学研究会の教官に

て新入生を対象に「報告書の書き方」を、また総務課に依頼して本科 2 年生及び管制基礎研

修生を対象に「公文書の基礎」に関する講義を実施してきた。今年度においては「報告書の

書き方」について 5 月（本科 1 年生及び管制基礎研修生 S 期）と 11 月（管制基礎研究生 A

期）に実施、「公文書の基礎」について 3 月（本科 2 年生及び管制基礎研修生）に総務課

に依頼して実施した。しかし、過去 3 年間に実施した中で講義に係る資料も作成されたこと

から、次年度以降は公務員教養の時間の中で実施していくこととなった。 

また、本科生、基礎研修生ともに TOEIC 受験にかかる事務手続き及び試験実施にも携わ

ってきたが、予算の関係や実効性について検討の結果、次年度以降は受験の要否も含めて各

科毎の対応とすることとした。 

上記のとおり、次年度以降いずれも語学教育研究会から離れることとなることから、本

研究会は 7 年に亘る活動を終了し、平成 26 年度をもって発展的に解消することとする。 

 

  



1-64 

 

5-2 教官の研修 

5-2-1 初任教官研修 

航空保安大学校の教官には、航空保安業務の「最新の知識・技術・技能」は勿論のこと、加

えて「教育に係る知識・能力」を持った者があたることが望まれる。しかしながら、もともと

教育専属の職員が存在しているわけではないため、職務能力の高い職員を教官として異動させ、

当該職員の最新の知識、技術、技能を研修生に教授しているのが現状である。このため、着任

後、教育の能力が不十分なまま教官として教壇に立つことになる可能性も否定できない。そこ

で、当校では、そのような初任教官に対して、指導の方法、授業の組み立て方等、授業を行う

上で必要な知識、技能を習得させるため、「初任教官研修」を毎年 2 回開催しており、今年度

は 4 月及び 12 月に 7 日間の日程で開催した。 

研修では、授業計画の作成方法、効果的な指導方法、コミュニケーションのとり方等につい

て外部講師から、TRAINAIR PLUS プログラム及び STP の作成等について特別研修科教官から

それぞれ講義を設けた。限られた期間ではあるが内容の濃い研修となっており、参加した本校

及び岩沼研修センターの初任教官からは高い評価を得ている。 

 

（１） 平成 26年度第 1回初任教官研修 

1) 日程 

   4 月 16 日： 校長訓話 

    4 月 17 日： 「指導と評価の工夫」（大阪教育大学 木原俊行 教授） 

   4 月 18 日： 「わかりやすい講義のつくり方」（奈良教育大学 岩本廣美 教授） 

 4 月 21 日： 「学生をやる気にさせる教授法」（山形大学 山本陽史 教授） 

 4 月 22 日： 「対人ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの心理学」（大阪教育大学 下村陽一 教授） 

 4 月 23 日： 「TRAINAIR PLUS プログラムの概要と STP」 

   （特別研修科 城哲也 教官） 

 4 月 24 日： 「STP 作成の実例及び実習」（特別研修科 城哲也 教官） 

2) 参加者 

 本校 7 名、岩沼 6 名 の 計 13 名 

 

（２） 平成 26年度第 2回初任教官研修 

1) 日程 

   12 月 9 日： 校長訓話 

    12 月 10 日： 「わかりやすい講義のつくり方」（奈良教育大学 岩本廣美 教授） 

   12 月 11 日： 「対人ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの心理学」（大阪教育大学 下村陽一 教授） 

 12 月 12 日： 「学生をやる気にさせる教授法」（山形大学 山本陽史 教授） 

 12 月 15 日： 「指導と評価の工夫」（大阪教育大学 木原俊行 教授） 

 12 月 16 日： 「TRAINAIR PLUS プログラムの概要と STP」 

   （特別研修科 城哲也 教官） 

 12 月 17 日： 「STP 作成の実例及び実習」（特別研修科 城哲也 教官） 

2) 参加者 

 本校 3 名、岩沼 3 名 の 計 6 名 
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5-2-2 教官業務に関する知識習得のための研修 

学生を指導するにあたり、新しい技術に対する教官のレベルアップのため、平成 26 年度教

官研究費を利用し、以下の技術講習会に参加した。 

 

表 5-1  平成 26年度 教官による技術講習会参加状況 

受講 

コース名 
日程 コース概要 受講理由 受講者 

プロジェクトリ

ーダーに求

められるファ

シリテーショ

ンスキル  

平成 27年 

2月 12日 

  ～13日 

プロジェクト活動の推進に役立つフ

ァシリテーションスキルをケーススタ

ディやロールプレーイングを通して

実践的に学習する。ツールを使った

演習を通して、コンフリクトマネジメ

ントまでのファシリテーションスキル

の向上を図る。 

ファシリテーションの概要及

びプロジェクト活動での活用

方法を学ぶことにより、校務

の効率化をはかり、生徒の

指導に活用するため。 

[航空管制科] 

 松上 昭子 

 馬原 由紀代 

プロジェクト

マネジメント

の基礎 

平成 27年 

2月 25日 

プロジェクトの開始から終了までの

全体的な流れ、およびその流れの

中でのプロジェクトマネージャとし

て、意識するべき観点について、基

礎的な事項を学習する。 

プロジェクトマネジメントの概

念と手法を体系的に学ぶこ

とにより、校務の効率化をは

かり、生徒の指導に活用す

る。また、教育効果の向上、

効率化を図るため。 

[航空電子科] 

 大柿顕一朗 

プロジェクト

マネジメント

の技法 

平成 27年 

2月 26日 

  ～27日 

プロジェクトを円滑に進めるために

必要な各種マネジメント手法や技法

の中で、特に重要な「プロジェクト選

定」「スケジュール作成」「コスト見積

もり」「品質管理」「チーム育成」「リス

クマネジメント」を学習する。 

システム専門官基礎研修の

科目「プロジェクトマネジメン

ト概論」について技術要素

のレベルアップを図るため。 

[航空電子科] 

 伊尻 浩規 

※受講場所：富士通ラーニングメディア 大阪会場 
   

 

 

5-2-3 コンピテンシー・ベースド・トレーニング研修等の開催 

ICAO の PANS-TRNG（Doc 9868）では、航空従事者が職務を遂行するために必要な知識・

技術・姿勢である「コンピテンシー」及びこのコンピテンシーをベースに構築する訓練である

「コンピテンシー・ベースド・トレーニング（CBT）」について規定がされている。この CBT

に関しては、引き続き ICAO の場で議論されており、航空管制官及び航空管制技術官について

は、それぞれ、研修・訓練に関するマニュアルが制改定中である。 

このような国際的な動向等を踏まえると、航空保安大学校においても CBT を進めていく必
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要性が認められるため、平成 25 年度の研修調整会議において、CBT 化（当時は TP 化）を推

進することが確認された。 

このため、今年度は、ICAO の研修開発者コースを修了した特別研修科教官が、ISD 研究会

と協同で 5 月に本校内各科の教官に対して研修を開催し、CBT 化を推進するための助けとなる

知識や技術等について講義及び演習を行った。本研修を受講した教官からは、「CBT の概念が

よく理解できた」、「今後 CBT を進めていける」といった感想が寄せられた。 

また、本校内以外にも、岩沼研修センター教官、飛行検査官、航空自衛隊第 5 科学校教官、

本省管制科等の教育担当者、カンボジア・ラオス・ベトナム航空管制官及び航空管制技術官の

教官他に対しても、CBT の開発手法等に係る講義を行っており、講義内容に対し高い評価をい

ただいている。 

これらの活動は、本校内外の CBT の理解及び推進に大いに役立っており、今後も必要に応

じて当該研修を開催することとしている。 

 

CBT研修等実施状況 

1. 研修（2日間以上）：計 61名程度 

日程 研修対象 参加人数 

8月 7日~8日 岩沼研修センター 

管制科、システム科、運用課、無線科、研修課、技術課 

45名程度 

（内 教官 37名） 

7月 20日~26日 ベトナム、ラオス、カンボジアの 

管制官教官及び管制技術官教官 

16名 

 

2. セミナー（1日）：計 126名 

日程 セミナー対象 参加人数 

5月 13日 飛行検査官 3名 

5月 20日 本校航空管制科 11名 

5月 21日 本校航空電子科（教務課も参加） 10名 

5月 29日 本校航空情報科 7名 

8月 15日 航空自衛隊第 5術科学校教官 4名 

8月 15日 本省管制課（教育担当係長） 1名 

10月 30日 管制技術官（現場教育担当） 21名 

12月 11日 運航情報官（現場教育担当）等 23名 

3月 19日 管制官（訓練担当者） 46名 

 

 また、ICAO 民間航空訓練方針において Competency Based Training（CBT）の採用の必要

性が確認されたことから、我が国においても CBT を取り入れた研修訓練コースと教材の開発

及び国内の他の訓練機関への CBT 導入を推進する取組を展開してきたところである。 

具体的には、ICAO TRAINAIR PLUS プログラムに基づき、国際的に標準化された手法で作

成する CBT 教材である標準訓練パッケージを開発するとともに、業務を行うために必要な

Competency（知識、技術、姿勢）を確実に習得できるよう到達目標を明示し、目標を達成す
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るために必要な段階的訓練モジュールを定めて行う研修訓練を CBT と定義したうえで、ICAO

から CBT に関する情報を収集しつつ、保安大及び岩沼研修センターだけに留まらず、各官署

等の訓練担当者への研修を開講することにより航空局内の CBT 導入に貢献した。 

 

5-2-4 外国研修出張 

航空電子科の教官 1名が、カナダのモントリオール ICAO 本部で開催された ICAO TRAINAIR 

PLUS「Training Developers Course」（研修開発コース）を受講し、STP（Standard Training 

Package）の開発手法を学んだ。 

研修期間及び内容は以下のとおりである。 

 研修期間： 平成 26 年 10 月 20 日(月)～10 月 31 日(金) 

 研修内容： ① 事前調査（Preliminary Study） 

        ② 業務分析（Job Analysis） 

             ③ 研修対象者分析（Population Analysis） 

             ④ カリキュラム設計（Design of Curriculum） 

             ⑤ モジュール設計（Design of Modules） 

             ⑥ 教材作成（Production and Development Testing） 

             ⑦ 評価（Evaluation） 
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6 学生・研修生の採用と現況等 

6-1 本科・管制官課程の採用者数 

本科・管制官課程の採用者数の推移は次表のとおりである。 

航空管制官・本科学生採用試験に基づく採用者数の推移 - 1 （単位：人） 

年度 

航空管制官 本 科 学 生 

合 計 
期 （専修科） 期 

航空 

管制科 

航空 

情報科 

航空 

電子科 
本 科 計 

~H21年度 

採用まで~ 

~S60年度 

まで通信科~ 

 

 

S.44 43 28   1 38   13   20   71   99   

45 44 48   2 34   14   17   65   113   

46 45 56   3 35   15   20   70   170   

 
46 44   

 
                    

47 48 50   4 40   20   30   90   181   

 
49 41   

 
                    

48 51 51   5 40   20   25   85   171   

 
52 35   

 
                    

49 54 45   6 35   17   28   80   163   

 
55 38   

 
                    

50 57 52   7 37   20   29   86   186   

 
58 48   

 
                    

51 59 39   8 41   12   30   83   122   

52 60 29   9 26   20   21   67   96   

53 61 18   10 20   15   18   53   71   

54 62 18   11 11   9   26   46   64   

55 63 25 (5) 12 20 (1) 15 (1) 30 () 65 (2) 90 (7) 

56 64 15 (2) 13 20 (1) 15 () 28 (2) 63 (3) 78 (5) 

57 65 20 (4) 14 15 (1) 20 (5) 26 (2) 61 (8) 81 (12) 

58 66 19 (5) 15 20 (1) 18 (6) 30 (3) 68 (10) 87 (15) 

59 67 15 (3) 16 18 (2) 13 (2) 13 () 44 (4) 59 (7) 

60 68 18 (4) 17 21 (3) 16 (5) 22 () 59 (8) 77 (12) 

61 69 15 (3) 18 18 (4) 17 (6) 24 (1) 59 (11) 74 (14) 

62 70 11 (1) 19 6 () 20 (5) 30 () 56 (5) 67 (6) 

63 71 10 (4) 20 24 (5) 14 (3) 29 () 67 (8) 77 (12) 

H.元 72 22 (5) 21 32 (7) 5 (2) 28 (2) 65 (11) 87 (16) 

2 73 24 (7) 22 32 (8) 20 (6) 27 (2) 79 (16) 103 (23) 

3 74 26 (8) 23 40 (17) 20 (5) 30 (1) 90 (23) 130 (33) 

 75 14 (2)                      

4 76 25 (10) 24 31 (9) 15 (7) 30 (3) 76 (19) 118 (33) 

 77 17 (4)                      

5 78 35 (11) 25 40 (14) 20 (7) 27 (3) 87 (24) 154 (47) 

 79 32 (12)                      

6 80 20 (8) 26 39 (18) 20 (10) 30 (1) 89 (29) 121 (44) 

 81 12 (7)                      

7 82 20 (6) 27 32 (15) 17 (9) 29 (1) 78 (25) 117 (37) 

 83 19 (6)                      

8 84 10 (4) 28 40 (29) 20 (13) 30 (4) 90 (46) 110 (53) 

 85 10 (3)                      

9 86 10 (3) 29 30 (17) 20 (12) 30 (7) 80 (36) 90 (39) 

10 87 10 (2) 30 39 (23) 20 (12) 29 (6) 88 (41) 98 (43) 

11 88 10 (7) 31 30 (21) 20 (8) 30 (5) 80 (34) 90 (41) 

12 89 10 (3) 32 30 (10) 12 (6) 20 (1) 62 (17) 72 (20) 

注：（ ）内の数字は女性で内数  
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航空管制官・本科学生採用試験に基づく採用者数の推移 - 2 （単位：人） 

年度 

航空管制官 本 科 学 生 

合 計 
期 （専修科） 期 

航空 

管制科 

航空 

情報科 

航空 

電子科 
本 科 計 

~H21年度 

採用まで~ 

~S60年度 

まで通信科~ 

 

 

H.13 90 20 (7) 33 30 (12) 20 (9) 20 (1) 70 (22) 90 (29) 

14 92 26 (11) 34 37 (19) 15 (4) 25 (2) 77 (25) 117 (41) 

 
94 14 (5) 

 
                    

15 95 24 (12) 35 29 (18) 18 (5) 13 () 60 (23) 96 (41) 

 97 12 (6)                      

16 98 22 (9) 36 18 (7) 23 (7) 24 (1) 65 (15) 87 (24) 

17 100 27 (11) 37 28 (7) 21 (7) 26 () 75 (14) 102 (25) 

18 101 32 (7) 38 32 (14) 17 (6) 22 (3) 71 (23) 134 (40) 

 102 31 (10)                      

19 103 36 (15) 39 23 (5) 20 (3) 21 (3) 64 (11) 138 (37) 

 104 38 (11)                      

20 105 38 (13) 40 10 (4) 21 (8) 25 (2) 56 (14) 130 (46) 

 106 36 (19)                      

21 107 32 (9) 41 10 (2) 20 (11) 20 (2) 50 (15) 91 (29) 

 09A 9 (5)                      

22 10S 40 (14) 42     25 (12) 30 (8) 55 (20) 125 (48) 

23 

10A 

11S 

11A 

30 

32 

28 

(14) 

(5) 

(14) 

43       20  (8) 15 (1) 35 (9) 95 (28) 

24 12S 35 (12) 44   25 (12) 22 (2) 47 (14) 112 (40) 

 12A 30 (14)            

25 13S 32 (12) 45   18 (8) 21 (3) 39 (11) 102 (38) 

 13A 31 (15)            

26 14S 40 (14) 46   21 (12) 34 (9) 55 (21) 135 (51) 

 14A 40 (16)            

合計  1,849 (419)  1,151 (294) 816 (242) 1,154 (81) 3,121 (617) 4,970 (1,036) 

注：（ ）内の数字は女性で内数 

 

本科 3科とも研修期間が 2年間に移行した昭和 46年度以降について見ると、本科と専修科

（管制官課程）の年間採用者数は年度によって増減がある。過去の年度別採用者数合計でみる

と、最少は昭和 59年度 59名、最多は昭和 50年度 186名であった。 

また、専修科で採用者数が多い年度は、前期と後期に分けて採用していることがわかる。 

昭和 46 年度から 5 年間程度のピーク期、それ以降の昭和 50 年代の少数期があり、平成に

入ってから毎年 100 名弱で推移していたが、平成 18 年度から平成 20 年度まで 130 名台とな

っている。 

この採用者数の増は、団塊世代の大量退職を前に、不足する人員を効率よく補い、航空保安

業務を滞りなく遂行できるよう人員計画を立てたことが理由と考えられる。また、平成 21 年

度及び平成 23 年度の採用者数は 100 名を割っているが、平成 21 年度については本科航空管

制科の廃止と航空管制官基礎研修課程の研修期間の変更（6 ヶ月から 1 年）により、定員管理

の関係から採用者数の調整を行ったことによっており、平成 23 年度については、政府方針に

よる国家公務員の新規採用者の抑制が行われたことにより、航空保安職員についても減じられ

たためである。平成 24年度についても、平成 23年度に引き続き国家公務員の新規採用者の抑
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制が行われたが、100名を割ることはなかったものの、採用者数は減じられた。 

なお、平成 25年度の採用から前述の採用抑制が解除され、採用者数が 1.3倍の 135名へ増

加した。 

以上のように、その時々の航空保安業務の展開に合わせた定員管理により採用者数が増減し

ている。 

平成 21年度からは、本科航空管制科試験区分を廃止し、常に高度化する航空管制に係る技

術と知識の習得を効率よく行うべく航空管制官の養成に係る研修を専修科(管制官課程)に集約

し、研修期間を 6ヶ月から 1年に拡大した。 

また、昭和 55年度から採用が開始された女子学生の割合は次グラフのとおりであり、年度

毎に変動しつつも増加傾向で推移してきたが、近年では平均して全体の約 3割が女子という状

況である。女子の割合を科別に見ると航空管制科及び航空情報科及び管制官課程は比較的高く、

航空電子科は低いといえる。 

 

平成 26年度の在籍者数は、本科 94名、管制官課程 80名の合計 174名で、その内訳は次表

のとおりである。 

本科・管制官課程の在籍者数 

 

 

平成 25 年度 平成 26 年度 

航 空 
情報科 

航 空 
電子科 

小計 
航 空 
情報科 

航 空 
電子科 

小計 

本科1年 
18(8) 

[45期] 

21( 3) 

[45期] 
39(11) 

21(12) 

[46期] 

34( 9) 

[46期] 
55(21) 

本科2年 
24(12) 

[44期] 

22( 2) 

[44期] 
46(14) 

18( 8) 

[45期] 

21( 3) 

[45期] 
39(11) 

管制官課程 
前期32(12) / 後期31(15) 

[13S期]    [13A期] 

前期40(14) / 後期40(16) 

[14S期]    [14A期] 

計 143(51) 174(62) 

注） 在籍者数は平成 26年 4月 1日現在の人数、但し管制官課程後期は 10月 1日現在の人数 

（ ）内の数字は女性で内数 
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また、過去 5年間の退職者数の推移は、次表のとおりである。退職事由として、航空管制科

では成績不良、本科では進学を理由とするものが多く見られる。 

過去 5年間の退職者数の推移 （単位：人） 

年度 科 名 採用者数 
退職者数 

退職者計 修了者数 履修率 
１年次 ２年次 

H22 本科 42期 55 (20) 1 (0) 3 (1) 4 (1) 51 (19) 93% 

 
情報科 25 (12)     2 (1) 2 (1) 23 (11) 92% 

 
電子科 30 (8) 1 (0) 1 (0) 2 (0) 28 (8) 93% 

 
管制官基礎 70 (28) 6 (4) - 6 (4) 64 (24) 91% 

 
10S期 40 (14) 1 (1) - 1 (1) 39 (13) 98% 

 
10A期 30 (14) 5 (3) - 5 (3) 25 (11) 83% 

H23 本科 43期 35 (9) 3 (1) 1 (0) 4 (1) 31 (8) 89% 

 
情報科 20 (8) 3 (1) 1  (0) .4 (1) 16 (7) 80% 

 
電子科 15 (1)         0 (0) 15 (1) 100% 

 
管制官基礎 60 (19) 10 (1) - 10 (1) 50 (18) 83% 

 
11S期 32 (5) 7 (0) - 7 (0) 25 (5) 78% 

 
11A期 28 (14) 3 (1) - 3 (1) 25 (13) 89% 

H24 本科 44期 47 (14) 1 (0) 1   (1) 2 (1) 45 (13) 96% 

 
情報科 25 (12) 1 (0) 1   (1) 2 (1) 23 (11) 92% 

 
電子科 22 (2) 

     
22 (2) 100% 

 
管制官課程 65 (26) 2 (1) 

 
2 (1) 63 (25) 97% 

 
12S期 35 (12) 2 (1) 

 
2 (1) 33 (11) 94% 

 
12A期 30 (14) 

     
30 (14) 100% 

H25 本科 45期 39 (11) 0 (0) 
   

39 (11) 100% 

 
情報科 18 (8) 

     
18 (8) 100% 

 
電子科 21 (3) 

     
21 (3) 100% 

 
管制官課程 63 (27) 5 (3) 

 
5 (3) 58 (24) 92% 

 
13S期 32 (12) 3 (1) 

 
3 (1) 29 (11) 91% 

 
13A期 31 (15) 4 (3) 

 
4 (3) 27 (12) 87% 

H26 本科 46期 39 (11) 0 (0) 
   

39 (11) 100% 

 
情報科 21 (12) 

     
21 (12) 100% 

 
電子科 34 (9) 4 (2) 

   
30 (7) 88% 

 
管制官課程 80 (29) 1 (0) 

 
1 (0) 79 (29) 99% 

 
14S期 40 (14) 1 (0) 

 
1 (0) 39 (14) 98% 

 
14A期 40 (16) 

     
40 (16) 100% 
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6-2 平成 26年度の修了生と赴任 

平成 26年度には、航空管制官基礎研修課程 2013A期生 27名（H26年 9月末修了）、2014S

期生 39名（H27年 3月末修了）及び本科 45期生 38名（H27年 3月末修了）の計 104名が本

校での研修を修了し、全国各地の航空官署に配属された。修了生の配属先官署は、現場におけ

る OJT 初期訓練の受け入れ体制等を考慮し、次表のとおりである。 

平成 26 年度 修了生の配属先官署別内訳 （単位：人） 

官   署 

管制官課程 本  科 
計 

2013A 2014S 情報科 電子科 

航空交通管制部 

（札幌、東京、福岡、那覇） 

4 4 0 5 13 

空港事務所(24時間) 

（新千歳、成田、東京、中部、関西、大阪、福
岡、北九州、那覇） 

15 19 15 11 60 

その他の空港事務所及び空港出張所等 8 16 3 4 31 

合   計 27 39 18 20 104 

 

6-3 航空管制官・航空保安大学校学生採用試験 

平成 24年度の採用試験から、国家公務員採用試験制度の変更が行われ、航空管制官採用試

験及び航空保安大学校学生採用試験は、専門職試験となっている。 
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6-3-1 試験日程 

（１）航空管制官採用試験 

4 月 1 日から 4 月 14 日までの受付期間を経て、6 月 8 日に第 1 次試験を全国 11 都市（札

幌市、岩沼市、東京都、新潟市、名古屋市、泉佐野市、広島市、松山市、福岡市、宮崎市及

び那覇市）で実施し、7 月 9 日に第 2 次試験を全国 5 都市（札幌市、所沢市、泉佐野市、福

岡市及び那覇市）で実施した。日程の詳細は次表のとおりである。 

平成 26年度 航空管制官採用試験施行日程表 

月日曜 共通事項 人事院本院 人事院地方事務局（所） 航空保安大学校 

2. 3 月   (申込用紙等配布開始) 申込用紙等配布開始 申込用紙等配布開始 

3.20 木 
 

新聞発表 
  

4. 1 火 官報公告 
   

 
   受付開始 

 
  受付開始 

2 水 
   郵送・持参 

受付締切 
（申込用紙等配布終了） 申込用紙等配布終了 

申込用紙等配布終了 

郵送・持参受付締切  

８火 
   

申込書（補正中分含む。） 

発送 

9 水   
申込状況報告集計 

配布状況報告集計 
配布状況報告 

申込状況報告 

配布状況報告 

14 月 
  インターネット 

  申込終了 
インターネット申込終了 

  

15 火 
 

インターネット申込者データ 

送付  

インターネット申込者データ

確認 

18 金 
  

  最終補正処理結果報告 

5. 8 水   申込者リスト発送     

  
問題集印刷部数決定 

  
23 金   受験票発送     

 26 月   答案集等発送     

27 火 
 

問題集発送 
  

6.８日 第１次試験     第１次試験実施 

 
      第１次試験答案等発送 

9 月   第１次試験実施状況報告   第１次試験実施状況報告 

 
  集計     

11 水      採点結果処理     

18 水   
 

    

24 火   第１次試験合格者決定     

7. 1 火 
第１次試験 

合格者発表 
第１次試験合格者発表 

第１次試験合格者 

受験番号掲示 

第１次試験合格者 

受験番号掲示 

  
  

  
9 水 第２次試験     第２次試験実施 

16 水        
第２次試験結果等報告 

（外国語面接・人物） 

17 木   
第２次試験実施結果受領 

（外国語面接・人物） 
    

22 木 
   

第２次試験結果等報告 

（外国語聞き取り） 

25 金 
 

第２次試験実施結果受領 

（外国語聞き取り）   

30 水 
 

   採点結果処理 
  

8. 6 水 
    

8 金   最終合格者決定     

19 火   新聞発表     

20 水 
最終合格者 

発表 
最終合格者発表 最終合格者受験番号掲示 最終合格者受験番号掲示 

    採用候補者名簿作成     
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（２）航空保安大学校学生採用試験 

7月 22日から 7月 31日までの受付期間を経て、9月 28日に第 1次試験を全国 11都市（千

歳市、岩沼市、東京都、新潟市、名古屋市、泉佐野市、広島市、高松市、福岡市、宮崎市及

び那覇市）で実施し、11月 17日及び 20日に第 2次試験を全国 5都市（千歳市⑰、所沢市⑱、

泉佐野市⑱、福岡市⑰及び那覇市⑰（○の数字は実施日））で実施した。日程の詳細は次表の

とおりである。 

平成 26年度 航空保安大学校学生採用試験施行日程表 

月日曜 共通事項 人事院本院 人事院地方事務局（所） 航空保安大学校 

6.17 火   新聞発表     

１8 水 官報公告 （申込用紙等配布開始） 申込用紙等配布開始 申込用紙等配布開始 

7.22 火    受付開始     受付開始 

25 金 
  郵送・持参 

  受付締切 
（申込用紙等配布終了） 申込用紙等配布終了 

申込用紙等配布終了 

受付締切 

31 木 
  インターネット 

  申込終了 
インターネット申込終了 

  

 
  

第１回申込状況報告集計 

配布状況報告集計 
配布状況報告 

第１回申込状況報告 

配布状況報告 

8. 4 月       

第２回申込状況報告 

申込書（補正中分含む。） 

発送 

18 月       最終補正処理結果報告 

29 金   申込者リスト発送     

9. 2 火 
 

問題集印刷部数決定 
  

12 金   受験票発送     

16 火 
 

問題集発送 
  

 17 水   答案集等発送     

28 日 第１次試験     第１次試験実施 

 
      第１次試験実施報告(速報) 

    
答案等発送 

29 月   第１次試験実施状況報告   第１次試験実施報告(確定) 

 
  集計     

10. 1 水      採点結果処理     

7 火   
 

    

21 火   第１次試験合格者決定     

11. 4 火 
第１次試験 

合格者発表 
第１次試験合格者発表 

第１次試験合格者 

受験番号掲示 

第１次試験合格者 

受験番号掲示 

  
  

  
17 月    第２次試験      第２次試験実施 

18 火 
    

20 木        
 

28 金        第２次試験結果等報告 

12. 1 月   第２次試験実施結果受領     

11 木 
 

   採点結果処理 
  

16 火 
    

18 木   最終合格者決定     

1.14 水   新聞発表     

15 木 
最終合格者 

発表 
最終合格者発表 最終合格者受験番号掲示 最終合格者受験番号掲示 

    採用候補者名簿作成     
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6-3-2 試験の実施結果 

平成 26年度の申込者数は、次表のとおりであった。 

申込者は 1,961 名であり、平成 25 年度の 2,019名に比較して総数では約 3.5％増加した。 

平成 26年度 採用試験申込状況 

試験地 

 

区分 

（管制）札幌市 

（学生）千歳市 

岩沼市 

※仙台市 
東京都 新潟市 

航空 

管制

官 

  H26 62 ( 18 ) 30 ( 10 ) 613 ( 202 ) 10 ( 6 ) 

(専修科) H25 48 ( 15 ) 32 ( 10 ) 660 ( 223 ) 18 ( 6 ) 

  増減 14 ( 3 ) △2 ( 0 ) △47 ( △21 ) △8 ( 0 ) 

本科 

学生 

航空 

情報科 

H26 18 ( 6 ) 22 ( 8 ) 62 ( 31 ) 5 ( 2 ) 

H25 12 ( 5 ) 23 ( 12 ) 70 ( 28 ) 6 ( 2 ) 

増減 6 ( 1 ) △1 ( △4 ) △8 ( 3 ) △1 ( 0 ) 

航空 

電子科 

H26 7 ( 1 ) 16 ( 0 ) 46 ( 7 ) 1 ( 0 ) 

H25 12 ( 2 ) 13 ( 0 ) 32 ( 5 ) 1 ( 0 ) 

増減 △5 ( △1 ) 3 ( 0 ) 14 ( 2 ) 0 ( 0 ) 

合  計  

H26 87 ( 25 ) 68 ( 18 ) 721 ( 240 ) 16 ( 8 ) 

H25 72 ( 22 ) 68 ( 22 ) 762 ( 256 ) 25 ( 8 ) 

増減 15 ( 3 ) 0 ( △4 ) △41 ( △16 ) △9 ( 0 ) 

試験地 

 

区分 

名古屋市 泉佐野市 広島市 
（管制）松山市 

（学生）高松市 

航空 

管制

官 

  H26 85 ( 24 ) 260 ( 115 ) 31 ( 17 ) 21 ( 8 ) 

(専修科) H25 115 ( 36 ) 294 ( 102 ) 29 ( 12 ) 13 ( 2 ) 

  増減 △30 ( △12 ) △34 ( 13 ) 2 ( 5 ) 8 ( 6 ) 

本科 

学生 

航空 

情報科 

H26 33 ( 15 ) 71 ( 29 ) 12 ( 7 ) 13 ( 4 ) 

H25 20 ( 7 ) 80 ( 31 ) 7 ( 2 ) 14 ( 6 ) 

増減 13 ( 8 ) △9 ( △2 ) 5 ( 5 ) △1 ( △2 ) 

航空 

電子科 

H26 19 ( 1 ) 63 ( 13 ) 8 ( 3 ) 11 ( 2 ) 

H25 17 ( 1 ) 48 ( 8 ) 3 ( 2 ) 9 ( 2 ) 

増減 2 ( 0 ) 15 ( 5 ) 5 ( 1 ) 2 ( 0 ) 

合  計  

H26 137 ( 40 ) 394 ( 157 ) 51 ( 27 ) 45 ( 14 ) 

H25 152 ( 44 ) 422 ( 141 ) 39 ( 16 ) 36 ( 10 ) 

増減 △15 ( △4 ) △28 ( 16 ) 12 ( 11 ) 9 ( 4 ) 

試験地 

 

区分 

福岡市 宮崎市 那覇市 合 計 

航空 

管制

官 

  H26 146 ( 52 ) 25 ( 5 ) 32 ( 9 ) 1,315 ( 466 ) 

(専修科) H25 159 ( 48 ) 27 ( 10 ) 41 ( 18 ) 1,436 ( 482 ) 

  増減 △13 ( 4 ) △2 ( △5 ) △9 ( △9 ) △121 ( △16 ) 

本科 

学生 

航空 

情報科 

H26 102 ( 53 ) 28 ( 14 ) 18 ( 7 ) 384 ( 176 ) 

H25 83 ( 24 ) 27 ( 11 ) 18 ( 7 ) 360 ( 135 ) 

増減 19 ( 29 ) 1 ( 3 ) 0 ( 0 ) 24 ( 41 ) 

航空 

電子科 

H26 69 ( 18 ) 12 ( 3 ) 10 ( 3 ) 262 ( 51 ) 

H25 72 ( 7 ) 10 ( 0 ) 6 ( 1 ) 223 ( 28 ) 

増減 △3 ( 11 ) 2 ( 3 ) 4 ( 2 ) 39 ( 23 ) 

合  計 

H26 317 ( 123 ) 65 ( 22 ) 60 ( 19 ) 1,961 ( 693 ) 

H25 314 ( 79 ) 64 ( 21 ) 65 ( 26 ) 2,019 ( 645 ) 

増減 3 ( 44 ) 1 ( 1 ) △5 ( △7 ) △58 ( 48 ) 

注：（ ）内の数字は女性で内数 
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平成 26年度を含む過去５年間の申込者数の推移は、次表のとおりである。 

採用試験申込者数の推移 

試験 

年度 
区  分 

採用 

予定数 
申込者数 合格者数 採用者数 

H22 

専修科 54 1,708 ( 540) 63 ( 19) 60 ( 19) 

航空情報科 20 343 ( 122) 42 ( 17) 20 ( 8) 

航空電子科 18 267 ( 27) 38 ( 4) 15 ( 1) 

H23 

航空管制官 63 1,609 ( 498) 76 ( 30) 63 ( 25) 

航空情報科 25 312 ( 100) 52 ( 26) 25 ( 12) 

航空電子科 22 237 ( 28) 58 ( 7) 22 ( 2) 

H24 

航空管制官 56 1,275 ( 451) 70 ( 31) 62 ( 28) 

航空情報科 17 407 ( 141) 35 ( 14) 18 ( 8) 

航空電子科 17 268 ( 40) 43 ( 6) 21 ( 3) 

H25 

航空管制官 80 1,436 ( 482) 87 ( 32) 77 ( 29) 

航空情報科 21 360 ( 135) 39 ( 17) 21 ( 12) 

航空電子科 34 223 ( 28) 82 ( 12) 34 ( 9) 

H26 

航空管制官 80 1,315 ( 466) 97 ( 42) 85 ( 38) 

航空情報科 25 384 ( 176) 50 ( 24) 25 ( 11) 

航空電子科 36 262 ( 51) 77 ( 16) 36 ( 6) 

注：（ ）内の数字は女性で内数 
H26 試験年度の管制官採用者数は H27 年 10 月採用予定者 38（13）を含む。 

 

平成 21 年度から平成 22 年度にかけての応募者数は、増加傾向にあった。平成 21 年度か

ら航空管制科試験区分が廃止されたことにより、学生採用試験を受験する者が航空情報科又

は航空電子科の試験区分に応募することとなったことや、航空管制官に任用されるための試

験が航空管制官採用試験に一本化されたことなどが申込者数の増加した要因と思われる。 

なお、平成 24年度の航空管制官採用試験の応募者は、平成 23年度に比べ約 21％減少して

いるが、平成 24年度の採用試験より試験実施時期を変更したことに伴い、他の専門職試験（国

税専門官、労働基準監督官等の大学卒業程度試験）と同一日程での試験実施となったことか

ら、国家公務員試験の受験希望者が他の試験へ応募したためと思われる。 

また、航空保安大学校学生採用試験の受験申込者数は、航空情報科ではおおむね増加傾向

にあるものの、航空電子科では減少傾向にある。オープンキャンパス、各官署での空の日イ

ベントでの広報等の活動を活発に行い、今後とも幅広く申込者を集める努力が不可欠である。 

平成 26年度の競争率は管制官課程で 13.6倍（採用者数比 15.7倍）、本科学生全体では 5.0

倍（採用者数比 10.5倍）、航空情報科では 7.7倍（採用者数比 15.4倍）、航空電子科では 3.4

倍（採用者数比 7.3倍）であった。過去 5年間の推移を次に示す。 
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過去 5年間の応募者数と採用者数の推移 

 

また、次図に示す全試験区分の合計申込者数の平成 24年度と平成 25年度との比較では、

東京都及び泉佐野市では増加傾向にあり、反対に広島市では減少傾向にある。その他の試験

地では大きな変動はなかった。 

応募者数を増やすことも重要であるが、近年は成績不良やミスマッチにより退学してしま

う研修生が増加しており、いかに航空保安職員として適性を有する者を採用するかが大きな

課題となっている。このような観点から、平成 24年度の航空管制官採用試験では他の専門職

試験（国税専門官、労働基準監督官、食品衛生監視員等の大学卒業程度試験）と同時期に実

施された。 

また、学生採用試験では、大学受験の前にいわゆるお試し受験を行っている学校からの集

団的な申し込みもあり、採用人数を確保する不安定要素となっている。 

なお、平成 20年 4月に本校が東京都大田区（羽田空港）から大阪府泉佐野市（りんくうタウ

ン）に移転したことに伴う地域別受験者数への影響は見受けられない。 

H25・H26年度試験地別申込者数比較（全試験） 
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6-4 募集要項と試験方法 

6-4-1 受験案内 

平成 26 年度の採用試験の募集要項としては、航空保安職員募集案内（参考資料Ⅰ）、人事

院の「航空管制官採用試験 受験案内」（参考資料Ⅱ）及び「航空保安大学校学生採用試験 受

験案内」（参考資料Ⅲ）を配布するとともに、希望者には「オープンキャンパス 2014」にお

いて受験相談コーナーで相談に応じた。 

さらに本校ホームページ上でも、受験案内に関する情報を掲載している。 

本校ホームページ / トップページ 
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なお、平成 20年度に応募者が減少しているから、職員をモデルとしたポスター（参考資料

Ⅳ）を作成のうえ、試験の申込み時期に合わせ、全国約 2,690 校の大学、短大、高校、予備

校等へ配布した。さらに、全国の各航空官署においても、航空保安業務及び職員の採用試験

にかかる広報を積極的に行っている。 

 

6-4-2 試験の方法 

第 1 次試験は筆記試験であり、試験種目及び試験の方法は参考資料Ⅱのとおりである。ま

た第 2次試験は人物試験（参考としての性格検査を実施）、外国語試験（航空管制官のみ）及

び身体検査・身体測定である。 

平成 24年度の採用試験から国家公務員採用試験の制度が改正されることに伴い、航空管制

官採用試験の実施時期が変更された。これに合わせて試験実施の担当官署も一部変更され、

平成 24 年度の採用試験より新たに、新千歳空港事務所、松山空港事務所、福岡空港事務所、

東京航空交通管制部、那覇航空交通管制部の職員に試験事務の協力をいただいて実施した。 

試験区分別では、航空管制官採用試験は、本校及び岩沼研修センター職員をはじめ採用試

験事務を依頼している札幌航空交通管制部、東京航空局、東京航空交通管制部、新潟空港事

務所、中部空港事務所、広島空港事務所、松山空港事務所、福岡航空交通管制部（航空交通

管理センターを含む）、宮崎空港事務所、及び那覇航空交通管制部等の職員協力のもとに実施

した。 

また、航空保安大学校学生採用試験は、本校及び岩沼研修センター職員をはじめ採用試験

事務を依頼している新千歳空港事務所、東京航空局、東京航空交通管制部、新潟空港事務所、

中部空港事務所、広島空港事務所、高松空港事務所、福岡空港事務所、宮崎空港事務所、及

び那覇空港事務所等の職員協力のもとに実施した。 

 

6-4-3 採用試験事務の適正化に関する取り組み 

 平成 25年 9月 29日に実施した航空保安大学校学生採用試験第 1次試験の宮崎市会場にお

いて、航空電子科区分の学科試験の答案 8枚が紛失するという事案が発生した。 

人事院及び国土交通省では、今後同様の事態が発生しないよう、、試験事務の徹底をはかる

べく、再発防止に向けた取り組みとして、答案紛失がどうして起こったのか問題点を整理し、

各試験実施機関に対する説明、採用試験事務研修会の充実、採用試験の際に使用するチェッ

クリストの作成を行った。 

今後も、このような事案が発生することがないよう、平成 26年度からの採用試験において

は、チェックリストを活用して試験を実施しており、今後も問題点や修正点があれば修正等

を行い、試験事務を円滑に遂行できるよう整理していく。 
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7 平成 26年度年度目標と結果 

7-1 航空保安大学校方針 

平成 26 年 4 月から航空安全プログラム（SSP）を導入し、交通管制業務のプロバイダとして

の交通管制部は、レギュレータ（航空局安全部）の安全監督の下、安全指標や安全目標を設定し、

安全管理システム（SMS）により PDCA サイクルを回していくこととなった。 

交通管制部は目標達成方組織への転換を図り、部のガバナンスを強化し、また業務運営目標を

明示してその達成に向けて自立的に業務の改善を図り、成果を上げる体制を整備し、交通管制部

門の業務運営の「基本方針」および「年度目標」の策定（Plan）、年度目標の達成に向けた背策

の推進（Do）、達成状況の点検・評価（Check）、更なる改善の検討（Action）を確実に行うこと

とした。 

交通管制部門業務運営の基本方針は以下のとおりである。 

① 安全性の向上 

ヒューマンエラー対策、危機管理対応能力の向上に取り組むとともに、システムに係る信

頼性及びセキュリティの確保をより強化する。 

② 航空交通量増大への対応 

混雑空港及び混雑空域におけるボトルネックの解消、新技術の積極的活用による管制処理

容量の拡大を図るとともに、国際航空交通量の大幅な増加に対応する。 

③ 利便性の向上 

高い定時性や就航率の維持・向上及び航空交通の特性である速達性の向上を図る。 

④ 運航の効率性の向上 

運航者における効率性向上の重要性及びコスト削減による航空路線網の維持・拡大への貢

献に鑑み、燃料費消費量削減等の運航コスト低減につながる施策を講じる。 

⑤ 航空保安業務の効率性の向上 

限りあるリソースを活用し、交通量増大への対応と一層の業務効率化を図る。また、航空

交通の量及び質の変化やニーズの変化に柔軟に対応した業務体制とする。 

⑥ 環境への配慮 

CO2 排出量削減や航空機騒音への対策に積極的に取り組む。  

⑦ 航空交通分野における我が国の国際ﾌﾟﾚｾﾞﾝｽの向上 

シームレススカイ（継ぎ目のない空）の実現のため、諸外国との連携強化・国際協

力を推進する。また、我が国航空関連産業のグローバルな展開を促進する。  

⑧ 職場環境・コンプライアンスの向上及び人材育成の強化 

安全を担う職責の重さに鑑み、高い安全意識と職業倫理、コンプライアンス意識の

保持とともに、適正な職場管理が必要である。また、技能向上等の人材育成の強化

が重要である。  

 

航空の各官署において、航空保安業務の大前提となる「安全性の向上」、及び、これを支える

安全意識・職業倫理・コンプライアンス意識の保持や技能向上・知識習得等に関する「職場環境・

コンプライアンスの向上及び人材育成の強化」に係る目標を中心に、官署毎の立地や人員構成等

の特色を踏まえた目標を設定し、独自指標をたてることとした。 
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航空保安大学校では、平成 26 年度目標の学校方針は以下のとおりである。  

 

《学校方針》 

航空保安大学校は、質の高い航空保安職員の育成により、航空界に貢献する。この目的を達成

するため、募集から当校での基礎教育の過程を通じ、一人でも多くの優秀な若者を採用、育成し、

航空局の現場に出せるよう、国内外での広報、教育訓練の改善等に努める。  

 

 

7-2 航空保安大学校の重点目標と目標値 

航空保安大学校は平成 26年度の目標として、「人材育成の強化」の観点から、次の内容を重点

目標とした。 

《重点目標》 

【教育・訓練手法の改善】 

1. 航空保安大学校航空管制科、航空情報科、航空電子科の教材のＴＰ化導入率 

目標値：   １０％ 達成 （平成２５年度末 ０％）  

背景： ＴＰ化（コンピテンシー・ベースド・トレーニング）を導入し、現在までの教官依存型訓練

から、目標達成型に移行することにより、より業務に直結した訓練を実施できること

から訓練効果の向上を図る。 

 ※ＴＰ（Training Package）化はコンピテンシー・ベースド・トレーニング（ＣＢＴ：

competency Based Training）を進めた時に、教材、資料、試験等が一式として開発さ

れ、パーッケージ化されるために用いた用語で、平成 27 年度以降はＣＢＴ化と称す

ることとした。 

目標設定の考え方： 

 ５カ年で、業務に直結した科目のＴＰ化の大勢が整えることを前提に、業務に直結し

た科目の総時間数のうち、ＴＰ化が進行した時間数に示す。 

2. 国内の訓練教官のＴＰ化研修修了者数 

目標値：   累計 ７７名 （平成２５年度末 ２９名） 

背景： 国内で実施されている研修についてＴＰ化を促進するため、本校、岩沼、現場の訓練

教官に対して、訓練の目標設定、教材の改善等、ＴＰ化に関する情報提供を目的とし

た研修を実施する。 

【研修修了者数の増大】 

3. 航空保安大本校における学生・研修生の中途退学率 

目標値：   ６．６％ （過去５カ年の実績値 ７．４％）  

背景： 本校研修中に、自己都合等により退学する学生・研修生を減らす。 

 具体的には、採用までの実際的な情報提供に加え、科長による面談や幹部による特

別講義等により、学生・研修生に対して航空保安業務、職場の魅力、やりがいを十分

に伝えること等を行う。 

目標設定の考え方： 

 当該年度中の中途退学者数を当該年度の入学者数で除す。過去 5 年間の平均中途

退学率の 1割低減を目指す。 
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【教育・訓練の品質管理の向上】 

4. 航空保安大学校「訓練品質マニュアル」の策定 

目標値：   マニュアルの策定完了  

背景： 訓練手法の改善がＰＤＣＡの運用により確実に実行されることを通して、訓練の質の

向上を図ることを目的として、「訓練品質マニュアル」を策定する。 

【研修生の質の向上】 

5. 航空保安大学校本科生および管制官受験者数の拡大 

目標値：    航空管制科 ８００名 （過去３カ年の平均値７２５名）  

 航空情報科 ３００名 （過去３カ年の平均値２９８名）  

  航空電子科 ４００名 （過去３カ年の平均値２１０名）  

背景： 航保大受験への応募者数および受験者数減少の対策として、受験者減少時以前の

合格倍率になるよう、広報活動を通して応募者数および受験者数の拡大を図る。上

記目標値は、平成 26年度限定の数値ではなく、当面の目標値とする。 

6. オープンキャンパス等の一般来場者数合計値 

目標値：   １，８００人 （過去３年間の平均値１，３１７人）  

背景： 受験者数拡大の広報活動の一環として、現在、本校が年２回実施しているオープン

キャンパスおよび空の日に来場する受験生および一般の見学者数の増大を図る。 

 

7-3 平成 26年度結果とその分析 

平成 26 年度目標はその達成度年度末に評価し、その解析結果からその翌年度の目標に改善を

施すことになる。達成度は以下のとおりである。 

《達成結果と分析》 

【教育・訓練手法の改善】 

1. 航空保安大学校航空管制科、航空情報科、航空電子科の教材のＴＰ化導入率 

目標値：   １０％ 達成 （平成２５年度末 ０％）  

結果：    16％ → 目標達成 

分析： 教官へＣＢＴに関する知識が共有され、多くの科目でＴＰ化に向けた準備が開始され

た。 

2. 国内の訓練教官のＴＰ化研修修了者数 

目標値：   累計 ７７名 （平成２５年度末 ２９名） 

結果：   累計 85名 → 目標達成 

分析： ＴＰ化研修は特別研修科が講師を担当し、航空保安大学校本校の初任教官研修

（5-2-1 参照）の中でＣＢＴに関する研修を実施することで、研修修了者数の拡大を

図った。また、岩沼研修センターの教官に対してＣＢＴに関する研修（5-2-4 参照）を

実施した。 

【研修修了者数の増大】 

3. 航空保安大本校における学生・研修生の中途退学率 

目標値：   ６．６％ （過去５カ年の実績値 ７．４％）  

結果：   ４．５％ → 目標達成 

分析： 目標値に対する結果は、当該年度中の中途退学者数を当該年度の入学者数で除す
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ことで求められる。つまり、平成 26 年度内に研修を修了する本科 45 期（39 名）、管

制官 2013Ａ期（31名）及び 2014Ｓ期（40名）が対象となる。これらの期において中途

退学した研修生数は 5名（6-1参照）であるため、中途退学率は 4.5％となった。 

【教育・訓練の品質管理の向上】 

4. 航空保安大学校「訓練品質マニュアル」の策定 

目標値：   マニュアルの策定完了  

結果：   マニュアルの策定完了 → 目標達成 

分析： 研修手法の改善がＰＤＣＡの運用により確実に実行されるよう、「研修品質マニュア

ル」を策定した。（4-1-2参照） 

【研修生の質の向上】 

5. 航空保安大学校本科生および管制官受験者数の拡大 

目標値：    航空管制科 ８００名 （過去３カ年の平均値７２５名）  

 航空情報科 ３００名 （過去３カ年の平均値２９８名）  

  航空電子科 ４００名 （過去３カ年の平均値２１０名）  

結果：   航空管制科 ６４９名 （参考：平成 25年度は、 ７３１名） →未達成 

   航空情報科 ３１４名 （参考：平成 25年度は、 ２９２名） →達成 

   航空電子科 ２２６名 （参考：平成 25年度は、 １９０名） →未達成 

分析： 上記目標値は、平成 26年度限定の数値ではなく、当面の目標値である。平成 26 年

度は、航空管制官業務説明、航空保安大学校官庁学生ツアー、高校訪問、学校説明

会等多くの広報活動を展開した。活動の成果により、次年度に数値が本年度以上に

上昇し、目標を達成できることを期待する。 

 受験者数拡大は、一朝一夕でできるものではなく、広報活動の継続が重要と思量し

ている。 

6. オープンキャンパス等の一般来場者数合計値 

目標値：   １，８００人 （過去３年間の平均値１，３１７人）  

結果：   １，７０５人 → 未達成 

分析： 目標値を達成できなかったが、過去３カ年の来場者平均値を上回ることができた。

イベント開催の広報活動を強化し、設定した目標の達成を図りたい。 

 また、目標設定について、過去 3カ年の来場者平均値の 1割向上を目指す方が現実

的であったと考える。 
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8 学校行事 

8-1 学校行事の実施実績 

本校が主催する学校行事は、式典（入学式、修了式等）、記念行事、全校合同研修等に区分

される。平成 26 年度に実施した学校行事は、次のとおりである。 

平成 26 年度航空保安大学校学校行事 

月日 曜日 事 項 備 考 

4 月 01 日 (火) 
管制官 13S 期・本科 44 期：退寮・辞令交付 本 1：赴任、本 2：寮内移動 

管制官 14S 期：入寮・辞令交付 管制官 13A 期：授業再開 

4 月 02 日 (水) 本科 1 年：入寮・辞令交付  
管制官 14S 期：授業開始 

本 2：自学習 

4 月 03 日 (木) 入学式 本 1・本２：授業開始 

4 月 08 日 (火) システム専門官基礎開講 
 

4 月 11 日 (金) 学生寮内消火訓練 
 

5 月 09 日 (金) 体育大会 
 

6 月 02 日 (月) 運航情報基礎(前期)・管技基礎 開講式・入寮 
 

6 月 08 日 (日) 管制官採用一次試験 
 

7 月 09 日 (水) 管制官採用二次試験 
本 1･2、管制科、運情基礎、 

管技基礎：自学習 

7 月 27 日 (日) オープンキャンパス 
 

8 月 11 日 (月) 
｝夏季休暇   

夏期休暇 

(8 月 11 日～8 月 13 日) 8 月 13 日 (水) 

8 月 20 日 (水) 管制官採用試験最終合格発表 
 

9 月 28 日 (日) 学生採用一次試験 
 

9 月 30 日 (月) 
管制官 13A 期：修了式 

運情基礎閉講式 
管制官 13A 期：授業終了 

10 月 01 日 
(火) 管制官 13A 期：退寮・辞令交付   

 
管制官 14A 期：入寮・辞令交付   

10 月 02 日 (火) 管制官 14A 期：入学式 管制官 14A 期：授業開始 

10 月 24 日 (金) 防災訓練（AED 講習会） 
 

11 月 06 日 （木） 学生採用一次試験合格発表 
 

11 月 08 日 (土) 空の日・オープンキャンパス   

11 月 18 日 (火) 学生採用二次試験 
 

12 月 19 日 (金) システム専門官基礎閉講   

12 月 26 日 (金) 
 

本科・管制：授業終了 

12 月 27 日 (土) 
｝年末年始 

  

1 月 04 日 (日)   

1 月 05 日 (月)   本科・管制：授業開始 

1 月 15 日 (木) 学生採用試験最終合格発表   

3 月 30 日 (月)   本科、管制 S：授業終了 

3 月 31 日 (火) 本科 2 年、管制 S：：修了式【1-2 限目】  

管制 A：授業終了 

本科 1 年：学生寮内整理 

本科 2 年、管制 S：赴任準備 
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8-2 式典 

8-2-1 入学式 

平成 26 年 4 月 3 日（木）に第 46 期本科学生 55 名及び航空管制官基礎研修課程 2014S（第

117 期専修科）研修生 40 名の入学式を実施した。参加者は在校生と教職員のほか、来賓は甲

斐航空局次長、福内大阪航空局長を始め関係機関から 19 名であった。 

また、平成 26 年 10 月 2 日（木）に航空管制官基礎研修課程 2014A（第 118 期専修科）研

修生 40 名の入学式を実施した。参加者として、在校生と教職員のほか、来賓には重田航空局

次長、蒲生大阪航空局長を始め関係機関から 12 名であった。 

 

 

 

 

 

 

              平成 26年 4月新入生          平成 26年 10月新入生 

 

8-2-2 修了式 

平成 26 年 9 月 30 日（火）に航空管制官基礎研修課程 20１3A 研修生 30 名の修了式を実施

した。参加者は在校生と教職員のほか、来賓は石﨑航空局交通管制部長、蒲生大阪航空局長を

始め関係機関から 22 名であった。 

また、平成 27年 3月 31日（火）に第 45期本科学生 39 名及び航空管制官基礎研修課程 2014S

研修生 39 名の修了式を実施した。参加者として、在校生と教職員のほか、来賓には石﨑航空

局交通管制部長、蒲生大阪航空局長を始め関係機関から 34 名であった。 

なお、その他の基礎研修及び特別研修においても、研修毎の開講式と閉講式を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

              平成 26年 9月修了生          平成 27年 3月修了生 

 

8-3 記念行事 

8-3-1 永年勤続職員表彰式  

平成 26 年 7 月 16 日（水）に 30 年勤続 1 名及び 20 年勤続 3 名の表彰式典を行った。 

8-3-2 表彰 

（該当なし） 
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8-4 全校合同研修 

8-4-1 オープンキャンパス 

平成 26 年 7 月 27 日（日）09:15～16:00、本校を目指す高校生・大学生等を対象に「オープ

ンキャンパス２０１４ “空に広がる君のゆめ”」を開催し、学生・研修生が対応した。 

最終的には 1,023 人と、前年度（1,111 人）を若干下回ったものの、２年連続で 1,000 人を

突破した。 

イベントでは、①受験相談、②実習体験・実習施設見学、③パネル・教科書展示、④公開講

座などを催し、航空保安業務への理解を深めていただくとともに当校のＰＲに努めた。  

参加者は約４割が関西地域以外からであり、全国的に航空保安大学校に寄せる関心の高さが

分った。 

 

 

 

 

 

 

 

                  

 

 

 

 

 

 

 

 

                

 

 

 

 

 

              

 

 

8-4-2 空の日記念行事 

平成 26 年 11 月 8 日（土）09:15～16:00 に、航空に関する理解と関心を高めてもらう「空

の日」イベントと併せて、学校紹介である「オープンキャンパス」を開催した。来校者は、北

は北海道から南は沖縄県まで、682 人と大勢の方々にお越しいた。 

1,000人目の来場者 管 制 実 習 室 見 学 

公 開 講 座 受 験 相 談 

情 報 科 実 習 室 見 学 電 子 科 実 習 室 見 学 
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イベントは、来場者に航空保安業務が理解頂けるよう、管制科・情報科・電子科・特別研修

科（航空灯火・電気技術）の各実習室の見学や実習体験を実施した。また、航空保安職員を目

指す高校生や大学生の方などは受験相談等のブースを開設した。 

加えて、空の日のイベントとして「ペットボトルロケット」「マーシャリング体験」「紙飛行機を

飛ばそう」「アミボイス」「ぼくは航空管制官」ゲームなどの体験を通して、子供向けのイベントも

催した。 

今回の空の日イベントでは、地元泉佐野市の協力もあり、ご当地イメージキャラクタの「イヌナ

キン」にも登場してもらい、盛り上げ役として活躍してもらった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8-4-3 体育大会 

公務員教養の一環として、学生主体に企画立案し、団体活動を通して人間形成を図ることを

目的として、毎年 1 回体育大会を実施している。 

平成 26 年度は、5 月 9 日（金）に、グラウンドにおいてソフトボール、体育館内において

バレーボールを実施した。管制官課程研修生と本科学生が合同で参加し実施していることから、

科や学年を超えた交流促進の意義は大きかった。 

 

8-4-4 消火訓練及び防災訓練 

平成 26 年 4 月 11 日（金）に、航空保安大学校学生寮消防訓練を実施した。訓練の内容は、

寮内及び周辺で火災が発生した場合に通報・避難・消火を的確に行うためのもので、全ての学

生・研修生がこれに参加した。訓練には、泉州南消防組合消防署員に来校して頂き監修を受け

た他、消火栓、消火器の扱い方の説明及び使用方法を受講した。 

また、10 月 24 日（金）には、例年の防災避難訓練から変更し、りんくう総合医療センター

の看護士のもと、AED講習会を行った。参加者は教職員 33 名、学生・研修生が 175 名であっ

た。 

実 習 室 見 学 公 開 講 座 風 景 

紙 飛 行 機 体 験 校 長 と イ ヌ ナ キ ン 
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9 広報活動 

9-1 施設見学者・視察者 

平成 26年度の施設見学者・視察者の実績は次表のとおりである。 

施設見学者・視察者一覧 

年月日 見 学 ・ 視 察 者 等 人数 

H26.4.9 新関西国際空港（株 14 

7. 2 気象庁 6 

7.23 りんくうタウン立地事業者連絡会 56 

8. 8 関西外国語大学 48 

8. 11 佐野台小学校 22 

8. 25 貝塚市教育委員会 2 

10.16 マンスフィールド研修員 2 

10.27  近畿総合通信局 2 

12.19  日本アセアンセンター 4 

H27.1.19 航空交通管制協会 9 

1.20 新関西国際空港㈱ 17 

1.30 第 9地区公立高校 PTA協議会 70 

2.3  関西外国語大学 40 

3.3 海上保安大学校 5 

3.12 陸上自衛隊中央管制気象隊 6 

3. 5  海上保安大学校 7 

3.26 行政管理局 7 

 

9-2 業務説明会等 

9-2-1 航空保安大学校本科学生用説明会 

航空保安大学校学生採用試験の受験生の増加や航空管制運航情報官や航空管制技術官を目

指す者の拡大を目的に、主に高校生を対象とした業務説明を中心とした受験誘致活動を行った。 

 

［１］航空保安大学校学校説明会 

平成 27年 3月 6日（金）に、学生採用試験の最終合格者を対象とした学校見学会を実施

した。最終合格者及び保護者 138名に当校の研修内容、学生寮の環境など紹介を行った。 

［２］人事院主催官庁学生ツアー 

平成 27 年 3 月 11 日（水）に、人事院関東事務局主催の関東地区官庁学生ツアー（本科

学生希望者向け）を、東京空港事務所で実施した。当ツアーは 1時間 30分の行程で 2回実

施し、計 34名の参加者を得た。ツアーでは、本校学生に関する説明、航空管制運航情報官
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及び航空管制技術官の業務説明、東京空港事務所の職場見学並びに東京空港事務所職員との

懇談を行った。 

［３］募集案内広報活動 

平成 26年 6月 18日から 7月 18日の間に、各官署の航空管制技術官の協力のもと、全国

31 都道府県 215 校の高等学校、高等専門学校及び予備校を訪問して本科学生募集の広報活

動を行い、各校の進路指導担当者に、航空管制運航情報官及び航空管制技術官の業務、身分・

待遇並びに本校学生に関する情報を紹介した。 

 

9-2-2 航空管制官用説明会 

航空管制官採用試験の受験生の増加や航空管制官を目指す者の拡大を目的に、主に大学生を

対象とした業務説明を中心とした受験誘致活動を行った。 

 

［１］人事院主催公務セミナー 

「国家公務員を志望する者を対象に公務の魅力や各機関の業務概要等を説明し、公務への

関心を高めてもらい、多くの人材を誘致する」ことを目的とした、人事院が 主催する「平

成 26年度公務研究セミナー」に参加し、航空管制官の業務及び航空保安大学校での研修生

活に関する説明を行った。合計 48名の参加があった。 

～今年度活動実績～ 

平成 26年 11月 26日（水） 大阪市立大学   参加人数 10名 

平成 26年 12月 11日（木） 神戸大学     参加人数  2名 

平成 26年 12月 29日（金） 関西大学     参加人数  4名 

平成 27年  1月 10日（土） 同志社大学    参加人数 19名 

平成 27年  1月 13日（火） 中之島合同庁舎  参加人数 13名 

［２］大学企業説明会への参加 

航空管制科職員が個人的に親交のある大学関係者に働きかけることにより、当該大学生へ

の説明を行う機会を調整した上で、航空管制科教官を派遣して業務概要の説明を行っている。

今年度は 2校に訪問し、いずれも数十名程度の参加があった。 

～今年度活動実績～ 

平成 26年 7 月 17日（木） 大阪大学         参加人数 20名 

平成 26年 11月 11日（月） 神戸市外外国語大学  参加人数 35名 

［３］業務説明会 

 就職活動大学生に対する採用活動の制限が 3月から解禁されること、航空管制官採用試験

受験申し込みが 4月から始まること等から、本校において丸一日間を費やして以下の内容に

よる業務説明会を開催し、合計 73名の参加があった。 

   説明内容： 航空管制業務説明及び航空保安大学校紹介 （60分）  

         学校施設見学及び教育・訓練概要説明  （60分）  

         受験質疑応答（研修生との懇談を含む）  （30分） 

～今年度活動実績～ 

平成 27年 3月 14日（土） 航空保安大学校   参加人数 73名 
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9-3 マスコミ・メディア取材 

平成 26年 9月 2日（火）、航空保安大学校で近畿地方のケーブルテレビ局が「将来に夢を持

ち自分の道のために努力している若者」というコンセプトの番組で航空管制官等の卵である当

校の学生・研修生をターゲットに取材を受けた。取材内容の放映は平成 26年 11月 3日にあり、

その後インターネットでも 3週間程度放送された。 

 

 

 

9-4 ホームページ管理 

航空保安大学校では、ホームページ管理員会を組織し、受験者数拡大のために以下の内容の

情報を掲載している。同委員会メンバーは教職員各科課から 1名で、月に 1回の秋期で委員会

を開催している。 

 航空保安大学校（研修内容、施設、寮）に関する情報 

 航空保安業務（管制 4職種）に関する情報 

 航空保安大学校の行事や活動の報告 

 受験生対して、受験情報及びそのＱ＆Ａ 

 オープンキャンパス等のイベント情報告知及び同参加者への申込通知 

 見学会等のイベント情報告知及び参加者への申込通知 

 

 

正門前で撮影開始 シミュレータ取材（管制官研修生） 

学生インタビュー 航法機器見学 
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10 組織体制と学校業務 

10-1 航空保安大学校の組織 

 航空保安大学校の組織図を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 26年度航空保安大学校組織図 

 

 

10-2 予算 

空港等維持運営費は通常の学校運営に係る経費を執行しており、平成 26年度まで 5 年間の予

算額推移は次グラフのとおりであった。 

教 頭 校 長 会 計 課 長 出 納 係 事 務 局 長 

教 官 

課長補佐 庶 務 係 

教 官 

教 官 

教 官 

教務第一係 課長補佐 

研修調整官 航空管制科長 

航空情報科長 

航空電子科長 

特別研修科長 

総 務 課 長 

教 務 課 長 

人事厚生係 

管財調達係 

教務第二係 

教材第一係 

教材第二係 

専 門 官 

専 門 官 

岩沼研修センター （ 別 途 ） 
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また当校の敷地は大阪府有地を 20年間事業用定期借地とし、PFI手法（航空局契約）によ

る移転整備等事業は、特別目的会社（SPC）による維持管理・運営業務を平成 20年 4月か

ら開始し、平成 26年度は 7年度目を実施した。 

 

（敷地の概要） 

・平成 18年 10月 1日～ 20年間長期事業借地権  面積 19,999.99㎡ 

・平成 26年度借料 43,942,716円（＠2,197円/㎡） 

（PFI事業の概要） 

・事業名 航空保安大学校本校移転整備等事業 

・事業場所 大阪府泉佐野市りんくう往来南 3番地 11 

・事業概要 PFI手法（BTO方式）により、特別目的会社（SPC）を設立し、航空保安大学校本校等

の設計、監理、建設、維持管理・運営業務を行う。 

・契約締結 平成 18年 3月 24日（落札者決定：平成 18年 2月 28日） 

（平成 20年 4月に変更契約   + 431,820,276円） 

（平成 21年 3月に変更契約   -  76,863,417円） 

（平成 23年 4月に変更契約   -  87,572,109円） 

（平成 25年 4月に変更契約   - 415,762,550円） 

（平成 26年 4月に変更契約   +  31,813,668円） 

・事業期間 契約日の翌日～平成 35年 3月 31日 

・相手方（SPC） りんくうカレッジサービス株式会社（RCS） 

・現契約額      13,362,337,866円（消費税等を含む） 

・航空路整備事業費     11,452,833,798円 

（建築物、訓練機器等整備） 

・空港等維持運営費      1,909,504,068円 

（維持管理・運営業務） 

・支払 国庫債務負担行為の歳出化額による分割払（平成 20～34年度） 

360,033 346,987 355,259 360,057 372,427 

0 

100,000 

200,000 

300,000 

400,000 

500,000 

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

予
算
額
（
千
円
）
 

※本表は、本科経費及び専修科経費の予算額である。 

空港等維持運営費 
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10-3 施設現況 

10-3-1 訓練施設 

本校に設置されている訓練施設は、次表のとおりである。 

航空保安大学校訓練施設 

1. 訓練用飛行場管制システム 1) 第一飛行場管制実習装置 

2) 第二飛行場管制実習装置  

2. 飛行場管制模擬映像表示装置 3) 飛行場管制模擬映像表示装置 
（第一、第二） 

3. 訓練用ターミナル管制システム 4) レーダー管制実習装置 

5) 進入管制実習装置 

4. 訓練用航空路管制システム 6) 航空路管制実習装置 

5. 基幹空域シミュレーションシステム 7) 基幹空域シミュレーションシステム 

6. 基幹音声回線シミュレーションシステム 8) 基幹音声回線シミュレーションシステム 

7. 訓練用国際管制通信装置 9) 国際管制通信卓 

8. 訓練用運航情報システム 10) 運航情報サーバー 

(ア) 運航情報業務処理装置 
(イ) 飛行場情報業務処理装置 
(ウ) 国際・広域対空業務処理装置 

9. 訓練用航法援助システム 11) D-VOR実習装置 

12) TACAN実習装置 

13) ILS実習装置 

10. 訓練用ASR/SSRシステム 14) ASR装置 

15) SSR装置 

11. 訓練用通信システム 16) 通信制御装置 

17) 無線電話制御装置 

18) 無線電話送受信装置 

12. 訓練用灯火・電気システム 19) 航空灯火実習装置 

20) 航空灯火・電力監視制御実習装置 

21) 飛行場模型 

22) 航空保安業務用受配電盤実習装置 

23) 引込盤・受電盤・配電盤・変圧器盤 

13. 校務情報システム（IT教育システム） 24) 教育・学習支援システム 

① CALLシステム 
② CBTシステム 
③ 映像蓄積・配信システム 
④ コンピューター教室システム 
⑤ 講義室内システム 
⑥ 電子情報ボード 
⑦ ネットワークシステム 
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10-3-2 建物 

航空保安大学校の施設概要を以下の表及び図に示す。 

 

航空保安大学校訓練施設概要 

建物名称 構   造 
容積対象部分 

（㎡） 

自動車車庫等 

（㎡） 

申請部分 

（㎡） 

校 舎 

鉄筋コンクリート造 1階 

2階 

3階 

3,890.43 

3,767.08 

3,627.80 

17.36 

 

 

3,907.79 

3,767.08 

3,627.80 

校舎小計 11,285.31 17.36 11,302.67 

学生寮 

鉄筋コンクリート造 1階 

2階 

3階 

4階～13階 

14階 

806.27 

469.55 

582.15 

5,821.54 

368.43 

41.21 

 

 

 

 

847.48 

469.55 

582.15 

5821.54 

368.43 

学生寮小計 8,047.94 41.21 8,089.15 

体育館 

鉄筋コンクリート造 1階 

2階 

1,261.84 

70.04 

 

 

1,261.84 

70.04 

体育館小計 1,331,88  1,331,88 

駐輪場   299.42 299.42 

合 計  20,665.13 357.99 21,023.12 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設配置図（敷地面積約 2万㎡） 
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第２部 

 

航空保安大学校 岩沼研修センタ－ 
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１ 研修課程 

 

岩沼研修センターにおける研修課程は、管制科、システム科、運用科及び無線科において、

各職種の試験規則（訓令）に基づく技能証明取得の要件となる「専門研修」、高度な専門的

技術及び管理能力の取得・育成等を目的とする「特別研修」並びに航空衛星運用官のための

「基礎研修」がある。 

なお、平成 26年 10月から航空保安業務安全管理システム（以下「ＡＴＳ-ＳＭＳ」）に関

する研修を担当する教官が配置されたことから、岩沼研修センター所長達により首席教官を

室長とする「特別研修室」を設置した。 

「特別研修室」では、航空保安業務安全管理担当者特別研修の他、総合特別研修等の特別

研修を担当する。 

 また、平成 26 年度における研修実績は、一部の研修コースで現地官署の要員事情等から

研修参加者がおらず中止となったものもあるが、コース数及び受講研修生数ともに増加して

おり、専門研修を 14課程 33コース、特別研修を 28課程 47コース、基礎研修を 1課程 1コ

ース開催し、725名の航空保安職員及び聴講生等 8名が研修を受講した。 

 平成 26年度における研修の、当初計画及び実施実績は、次表のとおりである。 

 

＊岩沼研修センターにおける研修の種類等＊ 

科 名 研修の種類・課程（当初計画） 研修の種類・課程（実績） 

管 制 科 
専門研修 2課程 9コース 専門研修 2課程 8コース 

特別研修 2課程 9コース 特別研修 2課程 9コース 

システム科 

専門研修 4課程 8コース 専門研修 4課程 7コース 

特別研修 16課程 20コース 特別研修 16課程 20コース 

基礎研修 1課程 2コース 基礎研修 1課程 1コース 

運 用 科 
専門研修 2課程 4コース 専門研修 2課程 4コース 

特別研修 4課程 8コース 特別研修 4課程 8コース 

無 線 科 
専門研修 5課程 14コース 専門研修 5課程 14コース 

特別研修 5課程 8コース 特別研修 5課程 8コース 

特別研修室 特別研修 2課程 2コース 特別研修 2課程 2コース 
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平成 11 年度から平成 26 年度までの研修受講者数の推移は次図のとおりであり、昭和 49

年度に岩沼研修センター（当時は岩沼分校）設置以降、平成 26年度までの延べ人数は 22,725

人（聴講生 198人） となっている。 

 

 

 

 

 

年度ごとに実施した研修コース数の推移は次図のとおりであり、東日本大震災直後には大

幅に研修コース数が減少したものの、校舎及び施設・設備の復旧後は震災被害前の研修コー

ス数を上回ってきている。 
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1-1 平成 26年度研修実績 

 平成 26年度は以下のとおり 81コース、延べ 733名（聴講生等を含む）の研修を実施した。 

 

 

 

年

度 
研     修      名 期      間 時間数 人  数 

備  考

(聴講生内数) 

26 

第 11 回 航空路システム基礎特別 26.4.14 ～ 26.4.25 57 9    

第 17 回 中級航空管制官特別 26.4.16 ～ 26.4.24 39 10    

第 13 回 運航情報Ⅰ特別 26.4.16 ～ 26.4.24 39 4    

第 136 回 航空路レーダー管制専門 26.5.8 ～ 26.6.6 129 11    

第 130 回 ターミナルレーダー管制専門 26.5.8 ～ 26.6.6 129 3    

第 35 回 ＲＤＰ専門 26.5.9 ～ 26.6.5 117 7    

第 3 回 システム担当者基礎（Ⅰ）特別 26.5.9 ～ 26.5.27 79.5 1    

第 13 回 運航情報Ⅱ特別 26.5.14 ～ 26.5.22 39 4    

第 51 回 レーダー専門 26.5.15 ～ 26.7.9 237 12    

第 48 回 ＶＯＲ／ＴＡＣ専門 26.5.15 ～ 26.6.17 141 13  聴講 1 

第 3 回 システム担当者基礎（Ⅱ）特別 26.5.28 ～ 26.6.6 45 12    

第 15 回 ＦＤＭＳ専門 26.6.4 ～ 26.7.1 117 9    

第 3 回 ＡＲＴＳソフト（Ⅰ）特別 26.6.9 ～ 26.6.27 87 9    

第 18 回 運航監督特別 26.6.9 ～ 26.6.20 57 13    

第 137 回 航空路レーダー管制専門 26.6.11 ～ 26.7.10 129 2    

第 131 回 ターミナルレーダー管制専門 26.6.11 ～ 26.7.10 129 1    

第 6 回 ＩＥＣＳ（Ⅰ）専門 26.6.11 ～ 26.7.8 117 4    

第 10 回 システム統制官課程特別 26.6.12 ～ 26.6.20 39 12    

第 54 回 ＩＬＳ専門 26.6.18 ～ 26.7.17 129 13  聴講 1 

第 3 回 ＡＲＴＳソフト（Ⅱ）特別 26.6.30 ～ 26.7.17 81 6    

第 1 回 ＦＤＭＳ管制情報処理（Ⅰ）特別 26.7.2 ～ 26.7.15 63 5    

第 13 回 訓練教官特別 26.7.2 ～ 26.7.10 39 12    

第 4 回 ＩＥＣＳ（Ⅱ）専門 26.7.9 ～ 26.8.6 117 4    

第 1 回 ＦＤＭＳ管制情報処理（Ⅱ）特別 26.7.16 ～ 26.8.6 84 8    

第 1 回 ＡＲＴＳソフト（Ⅲ）特別 26.7.18 ～ 26.7.25 28.5 3    

第 6 回 インストラクター課程特別 26.7.24 ～ 26.7.31 33 10    
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年

度 
研     修      名 期      間 時間数 人  数 

備  考

(聴講生内数) 

26 

第 18 回 中級航空管制官特別 26.7.30 ～ 26.8.7 39 16    

第 4 回 ｼｽﾃﾑ上級(ﾈｯﾄﾜｰｸ/ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ)特別 26.7.30 ～ 26.8.6 33 2    

第 14 回 運航情報Ⅰ特別 26.8.21 ～ 26.8.29 39 12    

第 4 回 ｼｽﾃﾑ上級(ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ)特別 26.8.25 ～ 26.9.3 45 15    

第 49 回 ＶＯＲ／ＴＡＣ専門 26.8.28 ～ 26.10.2 141 8    

第 7 回 空港管制卓特別 26.8.28 ～ 26.10.1 135 6    

第 10 回 管理課程特別 26.9.1 ～ 26.9.5 27 12    

第 132 回 ターミナルレーダー管制専門 26.9.2 ～ 26.10.3 129 1    

第 1 回 初級航空管制官特別 26.9.2 ～ 26.9.10 39 15    

第 4 回 ｼｽﾃﾑ上級(ﾋﾞｼﾞﾈｽｱﾅﾘｼｽ)特別 26.9.4 ～ 26.9.12 39 13    

第 4 回 システム担当者基礎（Ⅰ）特別 26.9.9 ～ 26.9.29 79.5 4    

第 52 回 レーダー専門 26.9.17 ～ 26.11.14 237 8    

第 14 回 運航情報Ⅱ特別 26.9.24 ～ 26.10.2 39 11    

第 2 回 初級航空管制官特別 26.9.25 ～ 26.10.3 39 15    

第 4 回 ｼｽﾃﾑ上級(IT ｻｰﾋﾞｽﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ)特別 26.9.25 ～ 26.10.3 33 9    

第 4 回 システム担当者基礎（Ⅱ）特別 26.9.30 ～ 26.10.9 45 17    

第 23 回 飛行場情報専門 26.10.6 ～ 26.11.11 147 11    

第 7 回 ＩＥＣＳ（Ⅰ）専門 26.10.8 ～ 26.11.6 117 5    

第 138 回 航空路レーダー管制専門 26.10.15 ～ 26.11.14 129 7    

第 37 回 ＡＲＴＳ専門 26.10.15 ～ 26.12.2 195 6    

第 12 回 航空路システム基礎特別 26.10.20 ～ 26.10.31 57 14    

第 19 回 運航監督特別 26.10.20 ～ 26.10.31 57 13    

第 7 回 航法システム特別 26.10.22 ～ 26.10.31 45 10    

第 2 回 高カテゴリーＩＬＳ特別 26.10.22 ～ 26.10.30 39 11  聴講 1 

第 10 回 ＦＤＭＳ運航情報処理特別 26.10.24 ～ 26.12.19 231 3    

第 36 回 ＲＤＰ専門 26.11.4 ～ 26.12.2 117 8    

第 133 回 ターミナルレーダー管制専門 26.11.5 ～ 26.12.5 129 3    

第 64 回 総合特別 26.11.10 ～ 26.11.21 55.5 11    

第 24 回 飛行場情報専門 26.11.13 ～ 26.12.18 147 12  聴講 1 
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注）本表の「時間数」には、開講式、オリエンテーション及び閉講式に要する 4.5時間が含まれている。 

  

年

度 
研     修      名 期      間 時間数 

人  

数 

備  考

(聴講生内数) 

26 

第 8 回 空港管制卓特別 26.11.13 ～ 26.12.16 135 6    

第 11 回 管理課程特別 26.11.17 ～ 26.11.21 27 12    

第 55 回 ＩＬＳ専門 26.11.18 ～ 26.12.18 129 10  聴講 2 

第 22 回 航空衛星基礎 26.11.20 ～ 26.12.16 105 10    

第 14 回 訓練教官特別 26.11.27 ～ 26.12.5 39 9    

第 11 回 システム統制官課程特別 26.12.9 ～ 26.12.17 39 12    

第 3 回 初級航空管制官特別 26.12.11 ～ 26.12.19 39 15    

第 9 回 航空衛星運用専門 27.1.7 ～ 27.2.4 108 10    

第 8 回 ＩＥＣＳ（Ⅰ）専門 27.1.7 ～ 27.2.4 117 8    

第 25 回 対空援助専門 27.1.8 ～ 27.2.13 147 12    

第 19 回 中級航空管制官特別 27.1.13 ～ 27.1.21 39 14    

第 50 回 ＶＯＲ／ＴＡＣ専門 27.1.14 ～ 27.2.17 141 11  聴講 1 

第 8 回 航法システム特別 27.1.16 ～ 27.1.27 45 9    

第 1 回 ＲＤＰソフト（Ⅰ）特別 27.1.19 ～ 27.2.6 87 4    

第 53 回 レーダー専門 27.1.20 ～ 27.3.17 237 9    

第 134 回 ターミナルレーダー管制専門 27.1.28 ～ 27.2.27 129 6    

第 4 回 初級航空管制官特別 27.1.28 ～ 27.2.5 39 16    

第 38 回 ＡＲＴＳ専門 27.1.29 ～ 27.3.17 195 7    

第 5 回 ＩＥＣＳ（Ⅱ）専門 27.2.5 ～ 27.3.5 117 7    

第 1 回 ＲＤＰソフト（Ⅱ）特別 27.2.9 ～ 27.2.24 63 2    

第 16 回 ＦＤＭＳ専門 27.2.10 ～ 27.3.10 117 2    

第 1 回 航空保安業務安全管理担当者特別 27.2.16 ～ 27.2.20 25.5 12    

第 56 回 ＩＬＳ専門 27.2.18 ～ 27.3.19 129 10  聴講 1 

第 5 回 初級航空管制官特別 27.2.19 ～ 27.2.27 39 16    

第 26 回 対空援助専門 27.2.19 ～ 27.3.25 147 12    

第 20 回 中級航空管制官特別 27.3.11 ～ 27.3.19 39 16    

計 81コース 
   

7,378.5 733 
聴講等 

8 
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1-2 カリキュラムの構成 

航空保安大学校規則（訓令）第４条に基づき定められた各研修課程のカリキュラムの構成

(時間)は次表のとおりである。 

   

1-2-1 管 制 科 

 

 

 

 

 

 

 

 

1-2-2 シ ス テ ム 科 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

研 修 課 程 学  科 実  技 全 体 

航空路レーダー管制専門研修  16.0    108.5 124.5 

ターミナルレーダー管制専門研修  15.0  109.5  124.5 

中級航空管制官特別研修      24.0  10.5  34.5  

初級航空管制官特別研修      22.5  12.0  34.5  

研 修 課 程 学  科 実  技 全 体 

航空路システム基礎特別研修 22.5  30.0  52.5  

RDPソフト（Ⅰ）特別研修 34.5 48.0 82.5 

RDPソフト（Ⅱ）特別研修 22.5 36.0 58.5 

RDP 専門研修 
 

112.5  112.5  

ARTSソフト（Ⅰ）特別研修 15.0 67.5  82.5  

ARTS ソフト（Ⅱ）特別研修 30.0 46.5 76.5 

ARTS ソフト（Ⅲ）特別研修  24.0 24.0 

ARTS 専門研修 6.0  184.5  190.5 

FDMS運航情報処理特別研修 121.5 105.0 226.5 

FDMS 管制情報処理（Ⅰ）特別研修 21.0 37.5 58.5  

FDMS 管制情報処理（Ⅱ）特別研修 33.0 46.5 79.5 

FDMS 専門研修 12.0  100.5  112.5  

システム担当者基礎(Ⅰ)特別研修 19.5 55.5 75.0 

システム担当者基礎(Ⅱ)特別研修 40.5    40.5  

システム上級 

（プロジェクトマネジメント）特別研修 
40.5    40.5 

システム上級 

（ビジネスアナリシス）特別研修 
34.5    34.5 
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  シ ス テ ム 科（続き） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1-2-3 運 用 科 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1-2-4 無 線 科 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研 修 課 程 学  科 実  技 全 体 

システム上級 

（ITサービスマネジメント）特別研修 
28.5 

 
28.5 

システム上級 

（ネットワーク/データベース）特別研修 
28.5 

 
28.5 

航空衛星基礎研修 100.5    100.5  

航空衛星運用専門研修 75.0 28.5 103.5 

航法システム特別研修 40.5 
 

40.5 

研 修 課 程 学  科 実  技 全 体 

飛行場情報専門研修 88.5 54.0 142.5  

対空援助専門研修 66.0 76.5 142.5 

訓練教官特別研修 25.5  9.0  34.5  

運航監督特別研修 46.5  6.0  52.5  

運航情報Ⅰ特別研修  25.5  9.0  34.5  

運航情報Ⅱ特別研修  22.5  12.0  34.5  

研 修 課 程 学  科 実  技 全 体 

レーダー専門研修 
 

232.5 232.5 

VORTAC専門研修 
 

136.5 136.5 

ILS専門研修 
 

124.5 124.5  

高カテゴリーILS 特別研修 
 

34.5 34.5 

IECS（Ⅰ）専門研修 
 

112.5 112.5  

IECS（Ⅱ）専門研修 
 

112.5 112.5 

空港管制卓特別研修 58.5 72.0 130.5 

システム統制官課程特別研修     31.5  3.0  34.5  

インストラクター課程特別研修    19.5  9.0  28.5  

管理課程特別研修          19.5 3.0  22.5  
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1-2-5 特 別 研 修 室 

 

 

 

 

 

 

 

1-3 教授要目・細目の制定及び改正 

 

1-3-1 管制科研修課程 

(1) 研修内容見直しに伴い制・改正した研修課程 

・初級航空管制官特別研修            要目・細目   制定 

・航空路レーダー管制専門研修           細目   改正 

・ターミナルレーダー管制専門研修          細目   改正 

 

(2) 制定・改正の背景と内容 

初級航空管制官特別研修は、航空保安大学校と岩沼研修センターの役割見直しによって、

平成 26 年度から開催場所を岩沼研修センターに変更したことに伴い要目及び細目を新たに

制定した。 

航空路レーダー管制専門及びターミナルレーダー管制専門研修については、研修の到達目

標を見直すとともに、研修参加前の e-ラーニングを取り入れることで研修の効率化を図り、

研修期間を短縮した。 

 

 

1-3-2 システム科研修課程 

(1) 研修内容見直しに伴い改正した研修課程 

・RDPソフト（Ⅰ）（Ⅱ）特別研修           細目   改正 

・ARTSソフト（Ⅰ）（Ⅱ）（Ⅲ）特別研修       細目   改正 

・FDMS管制情報処理（Ⅰ）（Ⅱ）特別研修      細目   改正 

・ARTS専門研修     細目   改正 

・システム上級（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ）特別研修       細目   改正 

・航空衛星基礎特別研修            細目   改正 

・航空衛星運用専門研修            細目   改正 

 

 

 

研 修 課 程 学  科 実  技 全 体 

航空保安業務安全管理担当者特別研修     15.0 6.0 21.0 

総合特別研修    51.0  51.0 
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(2) 改正の背景と内容 

参加対象者を明確にし、研修内容の精査を行い、RDPソフト特別研修を、RDPソフト（Ⅰ）

（Ⅱ）特別研修に、FDMS管制情報処理特別研修を FDMS管制情報処理（Ⅰ）（Ⅱ）特別研修に

再編した。 

同様に、ARTSソフト（Ⅰ）（Ⅱ）特別研修を改編して、ARTSソフト（Ⅰ）（Ⅱ）（Ⅲ）特別

研修に再編した。 

ARTS専門研修は、総合評価試験の内容を精査し、実技時間数の見直しを行い、研修時間数

を短縮した。 

システム上級（プロジェクト・マネジメント）特別研修については、プロジェクトマネジ

メント基礎科目を中心に再整理し、教授項目の振り分けを変更した。 

航空衛星基礎研修及び航空衛星運用専門研修は、運輸多目的衛星新１号機（MTSAT-1R）の

退役計画に合わせて、研修科目の見直しを行い、航空衛星運用専門研修の研修期間を変更し

た。 

 

 

1-3-3 運用科研修課程 

(1) 研修内容見直しに伴い改正した研修課程 

・飛行場情報専門                 細目   改正 

・対空援助専門研修                細目   改正 

・運航情報Ⅱ特別研修               細目   改正 

 

(2) 改正の背景と内容 

 飛行場情報専門研修は、「捜索救難業務に関する特別研修実施要領」の改正に伴い「捜索

救難演習」を廃止し、部内講師による講義及び、「飛行場運用管理演習」の拡充を行った。 

 対空援助専門研修は、「適正な対空援助業務の執行」に係る研修の更なる効果を高めるた

め、部内講師による講義を追加した。 

運航情報Ⅱ特別研修は、民間の能力を活用した国管理空港等の運営等に関する法律の施行

に伴い、部内講師による空港経営改革に関する講義を追加した。 

 

 

1-3-4 無線科研修課程  

(1) 研修内容見直しに伴い改正した研修課程 

  ・管理課程特別研修       要目・細目   改正 

 

(2) 改正の背景と内容 

管理課程特別研修は、民間の能力を活用した国管理空港等の運営等に関する法律（平成

25 年法律第 67 号）の成立に伴い、空港経営改革に係る知識習得を目的として、これまで実
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施してきた授業項目「危機管理とリスクマネジメント」を「空港経営改革に係る動向」に変

更した。 

 

 

1-3-5 特別研修室研修課程  

(1) 研修内容見直しに伴い制・改正した研修課程 

  ・航空保安業務安全管理担当者特別研修     要目・細目  制定 

・総合特別研修               要目・細目  改正 

 

(2) 制定・改正の背景と内容 

平成 26年 4月から航空安全プログラム（以下「ＳＳＰ」）が正式に導入され、プロバイダ

自らが、適切なリスク管理及び安全指標の定量的な把握を行う、実践的なＡＴＳ-ＳＭＳ活

動のフェーズへ移行され、ＡＴＳ－ＳＭＳにおいて、ハザードの特定、リスク分析・評価、

対策の立案などの高度なリスク管理を行う必要がある。これらに対応する研修コースとして、

「航空保安業務安全管理担当者特別研修」の新設に伴い制定した。 

総合特別研修は、現場要員状況の厳しいなか、総合特別研修に参加し易くするため、今後

の中堅幹部職員として最低限必要な科目及び時間を精査し、研修期間の短縮を行った。 

 

 

1-4 研修課程の新設等 

 

1-4-1 管 制 科 

・初級航空管制官特別研修            新設 

本校において実施していた当該研修を、岩沼研修センターにて実施するため研修課程を

新設した。 

 

1-4-2 シ ス テ ム 科 

 該当なし 

 

1-4-3 運 用 科 

      該当なし 

 

1-4-4 無 線 科 

・ＩＬＳ(2)専門研修               廃止 

東日本大震災対応に伴い暫定的に本校にて開催してきたＩＬＳ(1)専門研修の補足研修

であるＩＬＳ(2)専門研修は、受講対象者全てに対する研修が平成 25年度で完了したこと

から当該研修課程を廃止した。 
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1-4-5 特 別 研 修 室 

  ・航空保安業務安全管理担当者特別研修      新設 

平成 26年 4月からＳＳＰが正式に導入されたことに伴い、実践的なＡＴＳ-ＳＭＳ活動

に必要な知識を習得させるため、当該特別研修を新設した。 

 

 

 

1-5 英語教育 

  運用科においては、航空管制運航情報業務に必要な業務用英語の習得を目的として、各

研修で外国人講師による会話能力の向上及び発音の矯正等を中心に英会話能力の向上を図

っている。 

各研修課程における英語教育の実施時間数は、次のとおりである。 

 

 

 

 

 

  

研修課程 時間数 

対空援助専門研修 21.0 

運航監督特別研修 6.0 
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２ 教官研究活動 

 

岩沼研修センターでは、航空保安業務についてより高度な幅広い知識と専門技術・技能を

習得することを目標として、当該業務に従事する航空保安職員に対して専門的な研修を実施

している。 

近年、民間航空の分野における技術革新は著しく、航空保安業務においても新しい技術や

コンセプトを用いた手法が逐次導入されており、より安全で効率的な航空保安業務の構築が

進められている。 

このような中、研修をより効果的なものとするため、現場に導入される新しい技術やコン

セプトに関する資料を収集・分析し、また、必要な講習を受けることで、教授内容の充実や

教授技術の向上を図っている。 

平成 26年度の主な活動は、次のとおりである。 

 

2-1 教官の養成  

 

2-1-1 初任教官研修   

本校及び岩沼研修センターに新たに着任した初任教官を対象に、教授法及び教育心理学等

の教育学修得を目的として、次のとおり本校で 2 回開催され、平成 26 年度は岩沼研修セン

ターから計 9名の初任教官が受講した。 

(1) 平成 26年度第１回初任教官研修 

           日    程      平成 26年 4月 16日 ～  4月 24日 

           受 講 者        6名 

(2) 平成 26年度第２回初任教官研修 

           日    程      平成 26年 12月 9日 ～12月 17日 

           受 講 者     3名 

  なお、研修期間は 7日間であったが、大学教授等の講師による講義で、教育論を体系的に

説明し、いずれも初任教官にとって非常に有意義な研修であった。 

 

2-1-2 システム上級特別研修担当教官の養成 

平成 23年度から新たに開設したシステム上級特別研修（4コース）は、システムの企画・

開発・プロジェクト管理に必要な極めて高度な知識を習得させるもので、PM（プロジェクト

マネジメント），ITIL（ITサービスマネジメント）、NW/DB（ネットワーク／データベース）

について、認定された内部教官が講義を実施した。BA（ビジネスアナリシス）コースについ

ては、企業等において実際のプロジェクト等に携わった経験者（部外講師）による講義とし

た。 
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また、PM（プロジェクトマネジメント），ITIL（ITサービスマネジメント）については、

平成 25年度までに認定教育事業者の講師による教官トレーニングを終え、認定トレーナで

ある内部教官により、資格取得者に対する教官トレーニングを実施した。 

 

2-1-3 コンピテンシー・ベースド・トレーニング（ＣＢＴ）研修の実施 

教官研究の一環として、ＴＲＡＩＮＮＡＩＲ-ＰＬＵＳプログラムでの標準訓練パッケー

ジ（ＳＴＰ）に関する知識の習得と、研修教材のＴＰ化導入に向けて、更に具体的な手法等

に関する知識を広く浸透させるため、本校の特別研修科教官を講師としてＣＢＴ研修を実施

した。 

実施日時  ： 平成26年8月7日(木)～8日(金) 

研修概要  ： ＣＢＴの概要(講義)    2時限 

   ＣＢＴの実習    3時限 

   質疑応答等    1時限 

研修参加者 ： 教官及び研修課、技術課職員  44名 

 

2-2 調査等の実施 

2-2-1 統合システム研修準備 WGの開催 

統合管制情報処理システム（以下、統合システム）の整備が進められており、平成 27年

度より現行システム（ARTS／TRAD・RDP・ODP・FDMS・FIHS・IECS）の更新時期に合わせ、段

階的に導入される。 

そこで、平成 23年 9月 30日に「統合システム研修準備 WG」を立ち上げ、統合システムの

研修体制構築について、継続的に検討を行っている。 

平成 26年度は、WG会議を 26回開催し以下の項目について検討を行った。 

① 統合システム研修への移行計画 

現地における各統合システムへの移行にあわせて、段階的に研修が開始できるよう

に、それぞれの専門研修の開始時期について検討を行った。 

② 教育用統合システムの整備計画 

各統合システムの研修開始にあわせて、必要な教育用統合システムの段階的整備と、

教官が研修を準備するための期間が十分に確保できる、整備計画について検討を行っ

た。 

③ 教育用 FACE/ICAPの機能詳細 

研修内容の具体化にあわせて、教育用FACE/ICAPの機能詳細について検討を行った。 

④ 統合システム基礎特別研修について 

統合システムに関わる職員に必要となる、基本的な知識を洗い出し、各専門研修の

前段となるような基礎的研修について検討を行った。 
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2-2-2 教材資料収集・調査 

（システム科） 

(1) RDPシステムジャーナルデータ収集 

・実施場所  札幌航空交通管制部 

・実 施 日  平成 27年 3月 19日 ～ 3月 20日 

・実施人数  1名 

・概 要  RDP専門研修及び RDPソフト特別研修において、研修効果を

向上させるため、実際のターゲットデータを使用した授業を行

っており、最新データの収集を行った。 

 

（無線科） 

(2)  NAV施設飛行方式資料収集に係る調査 

・実施場所    航空交通管理センター 

・実 施 日    平成 26年 7月 22日～ 7月 23日 

・実施人数     1名                     

・概 要  高カテゴリーILS 特別研修及び ILS 専門研修へ活用するた

めの ILS 運航に関する運航方式、規程等のデータ収集等を

行った。 

 

(3) IECS研修資料収集に係る調査 

・実施場所    札幌航空交通管制部 

・実 施 日    平成 27年 3月 19日～ 3月 20日 

・実施人数     2名                     

・概 要  IECS(Ⅰ)専門研修資料作成に係る IECS研修用ジャーナル

データの取得等を行った。 

 

（特別研修室） 

(4) 航空保安業務安全管理活動状況に係る調査 

・実施場所    ・福岡航空交通管制部、福岡空港事務所 

   ・大阪空港事務所、関西空港事務所 

・実 施 日    平成 27年 3月 26日～ 3月 27日 

・実施人数     各 2名                     

・概 要  各官署のＡＴＳ－ＳＭＳ実施体制及び実施状況等の調査

を行った。 
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2-3 講習会等の参加 

各種情報処理システムに係る運用管理の理解を深め、システム及びネットワーク等インフ

ラストラクチャ環境の変化に柔軟に対応するための知識の習得、安全に関する情報収集、効

率的な研修の実施を目的として、以下の講習会・セミナー等に参加した。 

 

講習会・セミナー名称 実 施 機 関 日  程 

自己主張・表現力強化セミナー ｲﾝｻｲﾄﾗｰﾆﾝｸﾞ㈱ H26.5.26～ 5.27 

Oracle Database １１ｇ 

 入門 SQL基礎Ⅰ NEC ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾊﾟｰﾄﾅｰ㈱ H26.6.16～6.18 

ACOS－4 システムの運用オペレータのための

基礎知識 NEC ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾊﾟｰﾄﾅｰ㈱ H26.6.25～6.27 

ユーザーインターフェース設計基礎 NEC ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾊﾟｰﾄﾅｰ㈱ H26.7.2～7.3 

Ｊａｖａプログラミング基礎１ NEC ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾊﾟｰﾄﾅｰ㈱ H26.7.14～7.16 

システム企画入門 NEC ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾊﾟｰﾄﾅｰ㈱ H26.7.18 

アプリケーション開発の基礎 NEC ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾊﾟｰﾄﾅｰ㈱ H26.7.24～7.25 

システム設計の基礎 NEC ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾊﾟｰﾄﾅｰ㈱ H26.7.30～8.1 

事業戦略達成のための複数プログラム・プロジ

ェクトマネジメント NEC ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾊﾟｰﾄﾅｰ㈱ H26.7.31～7.31 

ＡＩＸシステム管理 ㈱日立ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝｱｶﾃﾞﾐｰ H26.8.27～8.29 

「伝わる」文章の作り方セミナー 産業能率大学 H26.9.4 

インターネットセキュリティ技術 NEC ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾊﾟｰﾄﾅｰ㈱ H26.9.4～9.5 

ネットワーク設計構築技術研修 ㈱仙台ｿﾌﾄｳｪｱｾﾝﾀｰ H26.9.11～9.12 

Ｗｅｂシステムのアーキテクチャ入門 ㈱富士通ﾗｰﾆﾝｸﾞﾒﾃﾞｨｱ H26.9.17～9.18 

実用構成で学ぶ！ルータ／スイッチ基礎 ｸﾞﾛ-ﾊﾞﾙﾅﾚｯｼﾞﾈｯﾄﾜｰｸ㈱ H26.10.14～10.16 

プレゼンテーション技術セミナー ｲﾝｻｲﾄﾗｰﾆﾝｸﾞ㈱ 
H26.10.22～10.23 

H26.11.18～11.19 

ストレスコントロール実践セミナー 産業能率大学 H26.10.27 

UNIX/Linux基礎１、UNIX/Linux基礎２ NEC ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾊﾟｰﾄﾅｰ㈱ 
H26.11.10～11.14 

H26.12.1～12.5 

データベース運用基礎 NEC ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾊﾟｰﾄﾅｰ㈱ H26.11.20～11.21 
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講習会・セミナー名称 実 施 機 関 日  程 

「段取り力」開発応用セミナー 産業能率大学 H26.11.21 

実用オペアンプ応用回路の設計法 (独)高度ﾎﾟﾘﾃｸｾﾝﾀｰ H26.12.8～12.9 

プロジェクトマネジメント 

－リスクマネジメント 
NEC ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾊﾟｰﾄﾅｰ㈱ H26.12.10～12.12 

リアルタイムシステムの基礎 CQ出版㈱ H26.12.11～12.12 

ヒューマンエラー対策研修（基礎） ANA ﾋﾞｼﾞﾈｽｿﾘｭｰｼｮﾝ㈱ 
H27.1.15～1.16 

H27.2.25～ 2.26 

ＳＩＰ基礎及びＳＩＰ応用 NEC ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾊﾟｰﾄﾅｰ㈱ H27.1.20～1.21 

問題解決実践トレーニング 産業能率大学 H27.1.21～1.22 

知っておくと役立つ！PMテクニック ㈱富士通ﾗｰﾆﾝｸﾞﾒﾃﾞｨｱ H27.1.26 

職場に活かすアサーティブ・コミュニケーショ

ンセミナー 
産業能率大学 H27.1.27～1.28 

ロジカルシンキング・トレーニングセミナー 産業能率大学 H27.2.9～ 2.10 

ファシリテーションスキル 

入門コースセミナー 
産業能率大学 H27.2.16 

ＶｏＩＰデザイナ研修 NEC ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾊﾟｰﾄﾅｰ㈱ H27.2.26～2.27 

ヒューマンエラー対策研修（分析） ANA ﾋﾞｼﾞﾈｽｿﾘｭｰｼｮﾝ㈱ H27.2.27 

主体性を確立するセルフ・エンパワメント研修 産業能率大学 H27.3.2～3 3 

的確な判断を導く意思決定の技術セミナー 産業能率大学 H27.3.4 

論理思考と共感的理解で課題を解決するクリ

ティカルコミュニケーションセミナー 
産業能率大学 H27.3.5～3.6 

アサーティブトレーニング基礎講座 ｱｻｰﾃｨﾌﾞｼﾞｬﾊﾟﾝ H27.3.7～3.8   

SEA/J 情報セキュリティ技術認定 

 基礎コース 
NEC ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾊﾟｰﾄﾅｰ㈱ H27.3.19～3.20 

実践ネットワーク管理 NEC ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾊﾟｰﾄﾅｰ㈱ H27.3.23～3.24 

プロジェクトマネジメント技法の実践 

～品質分析、進捗分析、対策編～ 
㈱富士通ﾗｰﾆﾝｸﾞﾒﾃﾞｨｱ H27.3.26～3.27 
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３ 岩沼研修センター行事 

 

3-1 永年勤続職員表彰式 

平成26年7月16日（水）に、20年勤続職員1名に対する表彰式典を実施した。 

また、併せて、東日本大震災からの早期復旧・復興への貢献者31名に対する交通管制部長表彰

の伝達を実施した。 

 

3-2 航空保安大学校採用試験 

岩沼研修センター第１校舎において、平成26年6月8日（日）に「平成26年度 航空管制官

採用試験 第１次採用試験」を実施し、平成26年9月28日（日）に「平成26年度 航空保安

大学校学生採用試験 第１次採用試験」を実施した。 

なお、本校航空電子科より学生採用試験受験者数の拡大に向けた、募集案内広報活動の実

施依頼があり、岩沼研修センターとしては航空電子科に限らず、航空情報科並びに航空管制

官採用試験の受験者数拡大のために活動を行うこととし、6月21日から7月8日までの間、首

席教官及び課・科長により宮城県内の14の高等学校を訪問し、採用試験受験者数拡大に向け

た広報活動を実施した。 

 

3-3 消火・避難訓練 

平成26年10月8日（木）に、平成26年度の消火・避難訓練を実施した。 

訓練においては、岩沼消防署員による講習会（ＤＶＤ視聴）の後、第４校舎前にて訓練用消火器を

使用した消火訓練を実施し、その後、校内一斉放送により「訓練」火災発生を通知し、職員及び研修

生が所定の避難経路を通って避難集合場所（第１校舎玄関前）に集合する避難訓練を実施した。 

訓練終了後は、岩沼消防署員による講評と、センター所長による訓辞を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消火訓練 

所長による訓辞 
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3-4 交通安全講習会 

当センターでは、通勤で路線バスが利用できない交通事情から、通勤等で自動車・自転車等を利用

する職員が多いため、平成26年12月8日（月）に岩沼警察署から講師を招き、交通安全講習会を実施

した。 

講習会では、交通安全ＤＶＤ視聴の後、第１校舎玄関前にて、専用機器を使用しての転倒体験、運

転適性診断、運転・歩行能力診断を実施し、転倒時のドライバーの感覚や、歩行者の動き、道路標識

の見極め等、自動車運転の適性診断を受け、交通安全に対する安全意識の向上を図った。 

 

3-5 施設見学・視察者 

次のとおり見学・視察を受け入れた。 

 

年  月  日 見 学 ・ 視 察 者 等 人数 

H26. 5.16 航空局 総務課予算・管財室官房参事官 ５ 

H26. 5.26 航空局交通管制部 交通管制企画課 

新システム技術推進官 

３ 

H26. 6.12 日本包装管理士会 １５ 

H26. 7.17 札幌航空交通管制部 先任航空管制官 ３ 

H26. 7.24 (独）電子航法研究所 主幹研究員 ４ 

H26. 7.24 航空局交通管制部 運用課長 ３ 

H26. 7.30 国土交通 Day参加応募者 ２２ 

H26. 8.22 航空局安全部 安全企画課長 ２ 

H26.10.17 航空局交通管制部 運用課長 ２ 

H26.10.20 県立気仙沼向洋高校 ４９ 

H26.10.29 航空局交通管制部 交通管制企画課長 ５ 

H26.10.30 パナソニック松愛会東北支部 ３０ 

H26.11.12 WiMAX Aviation２０１４（（独）電子航法研究所） ６０ 

H26.11.12 航空局交通管制部管制技術課 

航行支援技術高度化企画室管制技術調査官 

６ 

H27. 1.27 名取市仙台空港周辺対策協議会 １５ 

H27. 2.20 東京航空局 次長 ２ 
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４ 組織体制と業務 

 

4-1 岩沼研修センターの組織 

平成 26 年度においては、ＡＴＳ－ＳＭＳに係る特別研修コースを開設するため、担当教

官 1名の配置が認められた。 

当該担当教官の配置に伴い、岩沼研修センター所長達（平成 26年 9月 30日 達空保第 1

号）により、首席教官を室長とし、室員（教官等兼務）からなる「特別研修室」を設置し、

航空保安業務安全管理担当者特別研修及び総合特別研修等を担当することとした。 

 

平成 26 年度組織図 

所長 
  

首席教官 
    

 管制科長 
  

 教官 

 
  

 
  

  
 

  
 システム科長 

  
 教官 

    

   運用科長    教官 
    

  
 無線科長 

  
 教官 

    

  
 特別研修室長 

  
 教官 

    

   総務課長      庶務係 
      

  
  

 

  
 会計係 

    

  
 研修課長 

    
 研修係 

      

   技術課長      技術第一係 

  
    

  

  
  

 技術第二係 

 
   専門官 
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4-2 施設現況 

 

4-2-1 訓練施設  

  岩沼研修センターに設置されている教育用訓練施設は次表のとおりである。 

 

 装  置  名 設 置 場 所 摘 要 

1 

2 

教育用ターミナルＡＴＣシミュレータ装置 

教育用航空路ＡＴＣシミュレータ装置 

ターミナルレーダー管制実習室 

航空路レーダー管制実習室 

 管 制 科 

 

3 

4 

教育用対空援助業務実習装置 

教育用飛行場情報業務実習装置 

対空援助実習室 

飛行場情報実習室 

 運 用 科 

 

5 

 

 

6 

 

 

7 

 

 

 

8 

9 

教育用ＡＳＲ／ＳＳＲ実習装置 

 ＡＳＲ装置 

 ＳＳＲ装置 

教育用ＶＯＲ／ＴＡＣ実習装置 

 ＶＯＲ装置 

 ＴＡＣＡＮ装置 

教育用ＩＬＳ実習装置 

 ローカライザー装置 

 グライドスロープ装置 

 Ｔ－ＤＭＥ装置 

教育用航空路管制卓実習装置 

教育用空港管制卓実習装置 

レーダー局舎 

 

 

ＮＡＶ局舎 

 

 

〃 

 

 

 

ＲＤＰ・管制卓実習室 

〃 

 無 線 科 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10 

11 

12 

教育用ＲＤＰ実習装置 

教育用ＡＲＴＳ実習装置 

教育用ＦＤＭＳ実習装置 

ＲＤＰ・管制卓実習室 

ＡＲＴＳ実習室 

ＦＤＭＳ実習室／マシン室 

 システム科 

 

 

13 訓練支援装置（視聴覚教材） 視聴覚教室   共 通 

 

当センターでは、現場のニーズに即した教育訓練が必要であるという観点から、訓練機材

について現場に整備される機材の整備状況を踏まえ極力現場との乖離がないよう機材の整

備を行っている。 

平成 26年度においては、平成 27年度以降、順次各官署に導入される統合管制情報処理シ

ステムの教育・訓練を行うため教育用飛行情報管理処理システム（以下「ＦＡＣＥ」）、教育

用管制支援処理システム（以下「ＩＣＡＰ」）の機器製造及び教育用空港管制処理システム

（ＴＡＰＳ）、教育用航空路管制処理システム（ＴＥＰＳ）、教育用管制データ交換処理シス

テム（ＡＤＥＸ）のシステム設計を実施した。 

平成 26 年度末には、教育用ＦＡＣＥ（ＦＡＣＥ－14Ｔ型）及び教育用ＩＣＡＰ（ＩＣＡ
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Ｐ－14Ｔ型）の納入があり、平成 27 年度にはこれら教育用装置の設置・調整工事を予定し

ている。 

 

 

4-2-2 建物  

岩沼研修センターの建物は第１～第４校舎、研修生寮、食堂、レーダー局舎及びＮＡＶ局

舎で構成されている。 

研修生寮は、Ａ・Ｂ棟（男子用）107 室、Ｃ棟（女子用）15 室、Ｄ棟（共用）30 室あり、

このうち、平成 21年度に新設されたＤ棟については、室内に風呂・トイレを完備しており、

生活環境が良く研修生から好評を得ている。 

 

１．校舎 

第１校舎 

第２校舎 

第３校舎 

第４校舎 

２．実験局舎 

レーダー局舎 

ＮＡＶ局舎 

３．食堂 

４．研修生寮 

研修生寮Ａ・Ｂ棟 

研修生寮Ｃ棟 

研修生寮Ｄ棟 

５．車庫・倉庫等 

 

３階建     3,314㎡ 

３階建     2,183㎡ 

２階建       862㎡ 

２階建     1,293㎡ 

 

平屋建       170㎡ 

平屋建       235㎡ 

平屋建       383㎡ 

 

３階建     2,310㎡ 

２階建       391㎡ 

３階建     1,080㎡ 

平屋建      207㎡ 

 

年度（ＦＹ）

システム

飛行情報管理処理システム（その１）：ＦＡＣＥ [FDPS・FIMS]

管制支援処理システム：ＩＣＡＰ

空港管制処理システム：ＴＡＰＳ

航空路管制処理システム：ＴＥＰＳ

管制データ交換処理システム：ＡＤＥＸ システム設計
製造 設置・調整

設置・調整

H30

設置・調整

教育用統合管制情報処理システム整備工程(案）

備考
H25 H32

2013 2014 2015 2016

H27 H28 H29

2018 2019 2020

H31

2017

H26

システム
設計

製造 設置・調整

システム設計

システム設計

製造

製造
システム設計

設置・調整
製造

研修開始(FACE+ICAP) H28.4～（調整中）

ＦＤＭＳ研修～ H27.3 習熟

習熟

研修開始(TAPS) H29.4 ～（調整中）

ＡＲＴＳ研修～ H28.3 習熟

研修開始(FACE+ICAP) H28.4～（調整中）

ＲＤＰ研修～H29.3 習熟

研修開始(TEPS) H30.4 ～（調整中）

研修開始

習熟
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岩沼研修センター施設配置図 （敷地約 60,000㎡） 
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ＮＡＶ局舎配置図 

ＮＡＶ局舎は、岩沼研修センターから北東の、仙台空港内に配置されている。 
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第１校舎平面図 
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第２校舎平面図 
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階
段

２　階

RDP・管制卓実習室

洗面所
給

湯

室

階段 ネットワー
ク実習室

1
DS

階
段

１　階

機材庫 電気室(1) 電気室(2)

監
視
室洗面所

給

湯

室

階段

ホール 空調機械室

消

火
設

備

室

階
段
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第３校舎平面図         第４校舎平面図 

 

 

 

 

 

物
品
庫

DS 第422教室

男子トイレ 女子トイレ

湯沸室

器材室

２　階 ２　階

DS ARTS実習室 航空路レーダー管制
実習室

ミ

ー

テ

ィ

ン

グ

ル

ー

ム

階段

PS

階
段

男子トイレ

１　階 １　階

ターミナ

ルレー

ダー管制

機器室

ターミナルレーダー
管制実習室

湯沸室

有資格者用

レーダー管

制実習室

航空路レー
ダー管制
機器室

第421教室

空調機械電気室
機
材
庫

倉庫

第412教室

電
気
室

空調機械室

プログラミング室
ブリーフィ
ング室

ファイ
リング

室

湯沸室

第411教室

ブ
リ
ー

フ

ィ

ン
グ
室

倉
庫階段

PS

階
段

女子トイレ
ハロン

ボンベ室

フ

ァ

イ

リ

ン

グ

室

男子トイレ 女子トイレ

湯沸室

玄
関

玄関



参考資料 Ⅰ 
平成26年度 航空管制官採用試験 
募集案内 

国土交通省航空保安大学校 
 

参考資料 Ⅱ 
平成26年度 航空管制官採用試験 
受験案内 

人事院・国土交通省 
 

参考資料 Ⅲ 
平成26年度 航空管制官採用試験 
ポスター 

国土交通省航空保安大学校 
 

参考資料 Ⅳ 
平成26年度 航空保安大学校学生 
採用試験 募集案内 

国土交通省航空保安大学校 
 

参考資料 Ⅴ 
平成26年度 航空保安大学校学生 
採用試験 受験案内 

人事院・国土交通省 
 

参考資料 Ⅵ 
平成26年度 航空保安大学校学生 
採用試験 ポスター 

国土交通省航空保安大学校 























航
空

情
報

科
卒

業
後

の
職

場 空
港

・
航

路
上

の
航

空
機

に
対

す
る

情
報

提
供

飛
行

計
画

の
審

査
、

運
航

の
監

視
、

捜
索

救
難

等

日
本

が
管

轄
す

る
空

域
へ

入
出

域
す

る

国
際

線
航

空
機

と
の

交
信

を
行

い
ま

す
。

航
空

機
乗

組
員

へ
提

供
す

る
、

運
航

に

不
可

欠
な

情
報

を
一

括
管

理
し

て
い

ま
す

。

運
航

情
報

官
が

取
り

扱
う

あ
ら

ゆ
る

情
報

が
収

集
・

管
理

さ
れ

る
中

枢
機

関
で

す
。

～
 航

空
管

制
運

航
情

報
官

 ～

滑
走

路
・

駐
機

場
(ｽ

ﾎ
ﾟ
ｯ
ﾄ
)等

の
管

理
運

用

　
航

空
機

の
安

全
運

航
に

欠
か

せ
な

い
　
「
あ

ら
ゆ

る
情

報
を

管
理

す
る

」
　

そ
れ

が
　
｢
航

空
管

制
運

航
情

報
官

」
で

す
。

シ
ス

テ
ム

、
電

話
、

無
線

な
ど

各
種

ツ
ー

ル
を

活
用

し
、

関
係

す
る

多
く

の
セ

ク
シ

ョ
ン

を
連

携
さ

せ
る

役
割

を
担

っ
て

い
ま

す
。

　
航

空
機

の
運

航
に

関
す

る
様

々
な

情
報

と
は

、
航

空
会

社
や

航
空

管
制

官
が

必
要

と
す

る
も

の
か

ら
滑

走
路

等
が

安
全

に
利

用
で

き
る

か
ど

う
か

の
空

港
運

用
に

関
す

る
制

限
事

項
ま

で
な

ど
と

極
め

て
多

く
の

分
野

に
及

び
ま

す
が

、
そ

れ
ら

を
明

確
に

収
集

・
管

理
す

る
と

と
も

に
、

必
要

と
す

る
セ

ク
シ

ョ
ン

に
確

実
に

伝
達

・
提

供
す

る
こ

と
で

、
空

の
安

全
・

安
心

を
多

方
面

か
ら

支
え

て
い

ま
す

。

　
航

空
情

報
科

に
お

け
る

研
修

修
了

後
は

、
飛

行
援

助
セ

ン
タ

ー
機

能
を

有
す

る
８

空
港

に
配

置
さ

れ
O
J
T
（

現
場

実
務

訓
練

）
を

含
む

専
門

研
修

を
行

い
、

技
能

試
験

に
合

格
し

て
初

め
て

航
空

管
制

運
航

情
報

官
に

任
命

さ
れ

ま
す

。

　
航

空
管

制
運

航
情

報
官

と
し

て
の

業
務

の
他

に
も

、
洋

上
を

飛
行

す
る

航
空

機
へ

の
情

報
提

供
を

担
う

　
「
東

京
国

際
対

空
通

信
局

」
 

や
航

空
機

乗
組

員
へ

提
供

さ
れ

る
情

報
を

一
括

管
理

・
発

行
す

る
航

空
情

報
セ

ン
タ

ー
、

全
国

の
空

港
の

駐

機
場

（
ス

ポ
ッ

ト
）

の
効

率
的

運
用

の
管

理
支

援
と

と
も

に
国

際
・

国
内

航
空

通
信

業
務

の
拠

点
と

な
る

航
空

交
通

管
理

セ
ン

タ
ー

、
国

土
交

通
本

省
等

、
様

々
な

活
躍

の
場

が
用

意
さ

れ
て

い
ま

す
。

　
　

M
in

is
try

 o
f L

an
d,

 In
fra

st
ru

ct
ur

e,
 T

ra
ns

po
rt 

an
d 

To
ur

is
m

A
er

on
au

tic
al

 S
af

et
y 

C
ol

le
ge

航
空

情
報

科

航
空
保
安
大

学
校

学
生

採
用

試
験

平
成

2
6
年

度
　

国
家

公
務

員
募

集
案

内

ー
高
　
等
　
学
　
校
　
卒
　
業
　
程
　
度
　
ー

航
空

電
子

科

国
土

交
通

省
　

航
空

保
安

大
学

校

　
航

空
管

制
運

航
情

報
官

は
、

航
空

機
の

運
航

に
必

要
な

情
報

の
収

集
・
提

供
を

は
じ

め
、

飛
行

計
画

の
審

査
、

　
運

航
に

関
す

る
許

可
、

捜
索

救
難

、
滑

走
路

や
駐

機
場

な
ど

の
飛

行
場

面
管

理
、

無
線

を
使

用
し

て
航

空
路

や
空

港
及

び
空

港
周

辺
の

航
空

機
へ

情
報

を
提

供
す

る
業

務
を

行
い

、
航

空
機

の
安

全
運

航
の

支
援

を
担

当
し

ま
す

。
　

航
空

保
安

大
学

校
航

空
情

報
科

で
の

２
年

間
の

研
修

の
後

、
全

国
の

８
つ

の
基

幹
空

港
で

さ
ら

な
る

研
修

・
訓

練
を

受
け

て
、
航

空
管

制
運

航
情

報
官

に
な

り
ま

す
。

　
航

空
管

制
技

術
官

は
、

航
空

機
の

安
全

か
つ

効
率

的
な

運
航

に
必

要
な

管
制

シ
ス

テ
ム

、
航

法
シ

ス
テ

ム
の

運
用

、
技

術
管

理
、
保

守
な

ど
の

業
務

を
行

い
、
空

の
安

全
と

航
空

機
の

安
定

運
航

を
技

術
面

か
ら

支
え

る
エ

ン
ジ

ニ
ア

で
す

。
　

航
空

保
安

大
学

校
航

空
電

子
科

で
の

２
年

間
の

研
修

の
後

、
全

国
の

８
つ

の
航

空
官

署
（
６

空
港

及
び

２
航

空
交

通
管

制
部

）で
さ

ら
な

る
研

修
を

受
け

て
、
航

空
管

制
技

術
官

に
な

り
ま

す
。



　
十

分
な

安
全

性
の

も
と

、
数

多
く

の
航

空
機

が
効

率
的

に
運

航
す

る
た

め
に

は
、

地
上

の
支

援
シ

ス
テ

ム
が

必
要

不
可

欠
で

あ
る

こ
と

か
ら

、
日

本
全

国
に

様
々

な
管

制
シ

ス
テ

ム
（

通
信

シ
ス

テ
ム

、
監

視
シ

ス
テ

ム
、

管
制

情
報

処
理

シ
ス

テ
ム

）
及

び
航

法
シ

ス
テ

ム
が

配
置

さ
れ

て
い

ま
す

。

  
「

航
空

管
制

技
術

官
」

は
こ

れ
ら

の
シ

ス
テ

ム
を

支
え

る
エ

ン
ジ

ニ
ア

で
あ

り
、

そ
の

業
務

に
は

、
シ

ス
テ

ム
を

操
作

し

機
能

を
発

揮
さ

せ
る

 
「

運
用

業
務

」
、

維
持

・
管

理
を

行
う

「
技

術
管

理
業

務
」

、
点

検
・

整
備

を
行

う
「

保
守

業
務

」

な
ど

が
あ

り
ま

す
。

さ
ら

に
新

し
い

技
術

を
導

入
す

る
た

め
の

開
発

・
試

験
評

価
や

、
専

用
の

航
空

機
に

よ
り

電
波

の
状

態
を

検
査

す
る

業
務

も
航

空
管

制
技

術
官

の
仲

間
が

行
っ

て
い

ま
す

。

　
航

空
電

子
科

で
は

、
電

子
工

学
、

情
報

処
理

、
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
等

の
工

学
系

の
基

礎
知

識
、

航
空

管
制

技
術

官
の

業
務

に
直

結
す

る
通

信
・

航
法

・
監

視
シ

ス
テ

ム
、

管
制

情
報

処
理

シ
ス

テ
ム

等
の

基
礎

知
識

、
及

び
航

空
業

務
の

一
般

知
識

を
習

得
し

ま
す

。
ま

た
、

通
信

・
航

法
・

監
視

シ
ス

テ
ム

の
多

く
は

、
電

波
を

使
用

す
る

た
め

、
卒

業
ま

で
に

「
第

二
級

陸
上

無
線

技
術

士
」

以
上

の
無

線
従

事
者

国
家

資
格

を
取

得
し

な
け

れ
ば

な
り

ま
せ

ん
。

　
航

空
電

子
科

卒
業

後
は

、
全

国
の

訓
練

官
署

（
６

空
港

及
び

２
航

空
交

通
管

制
部

）
に

赴
任

し
、

６
ヶ

月
間

の
研

修
・

訓
練

を
受

け
、

試
験

に
合

格
し

て
航

空
管

制
技

術
官

に
任

命
さ

れ
ま

す
。

航
空

管
制

技
術

官
に

任
命

さ
れ

て
か

ら
も

、
各

シ
ス

テ
ム

の
専

門
家

と
し

て
、

技
術

・
技

能
を

習
得

す
る

た
め

の
様

々
な

専
門

研
修

が
あ

り
、

生
涯

に
渡

り
学

習
が

必
要

と
な

り
ま

す
。

そ
の

一
つ

一
つ

の
積

み
重

ね
が

航
空

管
制

技
術

官
と

し
て

の
信

頼
と

誇
り

に
繋

が
る

で
し

ょ
う

。

【
俸

給
月

額
】

【
諸

手
当

】

給
与

航
空

保
安

大
学

校
在

学
中

【
俸

給
月

額
】

14
8,

50
6円

学
生

寮

平
成

７
年

　
　

航
空

保
安

大
学

校
 卒

業

研
修

生
の

声

平
成

1
1
年

　
航

空
保

安
大

学
校

 卒
業

教
官

か
ら

の
メ

ッ
セ

ー
ジ

航
空

電
子

科
卒

業
後

の
職

場
～

 航
空

管
制

技
術

官
 ～

管
制
情

報
処

理
シ

ス
テ
ム

監
視
シ

ス
テ

ム
航

法
シ

ス
テ

ム

航 空 管 制 技 術 官 、 航 空 の 安 全 を 技 術 で 支 え ま す 。

（
平

成
2
6
年

5
月

1
日

現
在

）
　

下
記

の
他

に
期

末
・

勤
勉

手
当

が
他

の
国

家
公

務
員

と
同

様
に

支
給

さ
れ

ま
す

。

（
行

政
職

１
級

5
号

棒
、

地
域

手
当

含
む

）

18
4,

67
0円

航
空

保
安

大
学

校
で

の
研

修
を

修
了

し
、

航
空

管
制

運
航

情
報

官
、

航
空

管
制

技
術

官
と

し
て

発
令

後
（
東

京
空

港
事

務
所

の
場

合
）

（
専

門
行

政
職

１
級

1
号

棒
、

地
域

手
当

含
む

）

航
空

管
制

手
当

、
夜

間
特

殊
業

務
手

当
、

夜
勤

手
当

、
休

日
給

、
扶

養
手

当
、

通
勤

手
当

、
住

居
手

当
等

学
生

寮
１

４
F
　

ミ
ー

テ
ィ

ン
グ

ス
ペ

ー
ス

で
の

自
習

風
景

航
空

情
報

科
　

教
官

橋
田

　
純

子
航

空
電

子
科

　
教

官
大

柿
　

顕
一

朗

　

　
航

空
保

安
大

学
校

学
生

は
全

寮
制

で
す

。
学

生
寮

に
は

、
航

空
情

報
科

、
航

空
電

子
科

の
学

生
だ

け
で

は
な

く
、

航
空

管
制

官
基

礎
研

修
生

や
そ

の
他

研
修

生
も

入
寮

し
ま

す
。

卒
業

後
の

職
場

で
は

、
他

の
職

種
と

の
業

務
上

の
接

点
が

多
い

こ
と

か
ら

、
研

修
期

間
中

に
相

互
の

交
流

を
深

め
て

い
ま

す
。

　
　

オ
ー

プ
ン

キ
ャ

ン
パ

ス
に

来
て

、
航

空
電

子
科

の
明

る
く
楽

し
い

雰
囲

気
と

、
航

空
界

に
お

け
る

無
線

の
重

要
性

を
知

り
、

と
て

も
や

り
が

い
の

あ
る

仕
事

だ
と

わ
か

り
、

こ
こ

が
第

一
志

望
に

な
り

ま
し

た
。

綺
麗

な
寮

で
友

達
と

一
緒

に
勉

強
し

、
遊

び
、

と
に

か
く

楽
し

い
で

す
。

つ
ら

い
時

期
も

仲
間

と
協

力
し

て
乗

り
越

え
て

い
く

た
め

、
も

の
す

ご
い

信
頼

関
係

が
築

け
ま

す
。

こ
こ

に
入

学
し

た
こ

と
を

一
度

も
後

悔
し

て
い

ま
せ

ん
。

本
当

に
幸

せ
な

職
場

で
す

！

航
空

電
子

科
　

　
４

５
期

　
　

　
桑

原
　

貫
太

　
　

私
は

、
公

務
員

学
校

で
航

空
保

安
大

学
校

の
こ

と
を

知
り

ま
し

た
。

最
初

は
運

航
情

報
官

の
こ

と
を

ほ
と

ん
ど

知
り

ま
せ

ん
で

し
た

が
、

教
官

の
話

や
授

業
を

聴
い

て
仕

事
内

容
を

知
れ

ば
知

る
ほ

ど
、

こ
の

職
業

に
魅

力
を

感
じ

ま
す

。
専

門
的

な
勉

強
も

、
業

務
に

直
結

す
る

と
い

う
モ

チ
ベ

ー
シ

ョ
ン

と
教

官
や

同
期

の
支

え
が

あ
る

の
で

頑
張

れ
ま

す
。

寮
生

活
も

楽
し

い
の

で
、

本
当

に
毎

日
充

実
し

て
い

ま
す

。
ぜ

ひ
皆

さ
ん

に
も

運
航

情
報

官
の

楽
し

さ
を

知
っ

て
も

ら
い

た
い

で
す

！

航
空

情
報

科
　

　
４

５
期

　
　

　
林

　
美

結

　
 

航
空

管
制

技
術

官
は

、
技

術
的

な
知

識
だ

け
で

な
く
、

航
空

機
の

運
航

に
関

す
る

分
野

ま
で

幅
広

い
知

識
を

駆
使

し
て

い
ま

す
。

航
空

電
子

科
卒

業
後

は
、

空
港

官
署

以
外

に
も

シ
ス

テ
ム

の
整

備
、

設
計

や
海

外
と

の
調

整
等

、
そ

の
知

識
を

活
か

し
た

活
躍

の
場

が
待

っ
て

い
ま

す
。

一
緒

に
入

学
し

た
同

期
の

仲
間

た
ち

と
競

い
合

い
、

協
力

し
な

が
ら

勉
強

し
、

将
来

の
夢

を
語

り
合

っ
た

学
生

時
代

の
思

い
出

は
、

月
日

が
経

っ
た

今
で

も
忘

れ
ま

せ
ん

。
同

じ
目

標
を

持
っ

た
仲

間
た

ち
と

築
く
２

年
間

、
教

官
も

全
力

で
サ

ポ
ー

ト
し

ま
す

。
一

緒
に

が
ん

ば
り

ま
し

ょ
う

。

　
 

航
空

に
は

様
々

な
専

門
分

野
が

あ
り

ま
す

が
、

運
航

情
報

官
の

業
務

は
そ

の
ほ

と
ん

ど
の

分
野

に
関

係
が

あ
る

と
い

っ
て

も
過

言
で

は
あ

り
ま

せ
ん

。
航

空
情

報
科

で
は

、
航

空
法

規
か

ら
気

象
、

ＩＴ
分

野
ま

で
と

幅
広

い
専

門
科

目
を

用
意

し
て

い
ま

す
。

単
に

知
識

を
覚

え
る

だ
け

で
な

く
、

そ
れ

ら
の

意
味

と
、

目
的

を
関

連
づ

け
て

理
解

し
、

業
務

に
役

立
て

て
い

け
る

よ
う

、
支

援
し

ま
す

。
　

そ
し

て
同

期
と

な
る

仲
間

は
、

今
後

の
人

生
を

送
る

上
で

も
か

け
が

え
の

な
い

財
産

と
な

る
で

し
ょ

う
。

勉
強

だ
け

で
な

く
、

仲
間

と
の

交
流

も
ぜ

ひ
深

め
て

く
だ

さ
い

。

　
　

　
  

運
用

業
務

シ
ス

テ
ム

統
制

（
運

用
業

務
）

  
  
C
N
S
運

用
調

整
（

運
用

業
務

）
シ

ス
テ

ム
の

監
視

、
操

作
シ

ス
テ

ム
の

一
元

監
視

、
運

用
調

整
  
  
  
  
 シ

ス
テ

ム
運

用
計

画
の

策
定

、
運

用
調

整

　
　

　
  

保
守

業
務

開
発

・
試

験
評

価
飛

行
検

査
  
 シ

ス
テ

ム
の

正
常

状
態

保
持

・
障

害
復

旧
シ

ス
テ

ム
の

設
計

・
試

験
評

価
航

空
機

に
よ

る
電

波
の

検
査

 

航
空

機
を

電
波

で
誘

導
し

ま
す

航
空

機
の

位
置

を
監

視
し

ま
す

レ
ー

ダ
ー

画
像

の
コ

ン
ピ

ュ
ー

処
理

な
ど



こ
の

試
験

を
受

け
ら

れ
な

い
者

日
本

の
国

籍
を

有
し

な
い

者

国
家

公
務

員
法

第
3
8
条

の
規

定
に

よ
り

国
家

公
務

員
と

な
る

こ
と

が
で

き
な

い
者

次
の

い
ず

れ
か

に
該

当
す

る
者

は
不

合
格

と
な

り
ま

す

・
3
,0

0
0
ヘ

ル
ツ

で
5
0
デ

シ
ベ

ル
以

上
・

2
,0

0
0
ヘ

ル
ツ

で
3
5
デ

シ
ベ

ル
以

上
・

1
,0

0
0
ヘ

ル
ツ

で
3
5
デ

シ
ベ

ル
以

上
・

 5
0
0
ヘ

ル
ツ

で
3
5
デ

シ
ベ

ル
以

上

　
○

色
覚

に
異

常
の

あ
る

者

受
験
申
込
み
手
続
き

　
　

試
験

の
受

付
期

間
内

に
手

続
き

を
お

願
い

し
ま

す
。

　
　

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
申

込
み

用
の

受
験

案
内

は
、

以
下

の
ウ

ェ
ブ

サ
イ

ト
で

確
認

す
る

こ
と

が
で

き
ま

す
。

　
○

航
空

保
安

大
学

校
学

生
採

用
試

験

人
事

院
国

家
公

務
員

試
験

採
用

情
報

Ｎ
Ａ

Ｖ
Ｉ

試
験

情
報

・
採

用
情

報
 －

 試
験

情
報

（
高

卒
程

度
等

）

U
R

L
 ：

 h
tt

p:
/
/
w

w
w

.ji
n
ji.

go
.jp

/
sa

iy
o
/
sh

ik
e
n
B

.h
tm

　
　

受
験

申
込

み
は

、
で

き
る

限
り

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
申

込
み

を
ご

利
用

下
さ

い
。

　
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

申
込

専
用

ア
ド

レ
ス

は
、

〔
 h

tt
p:

/
/
w

w
w

.ji
n
ji-

sh
ik

e
n
.g

o
.jp

/
ju

ke
n
.h

tm
l 
〕
で

す
。

　
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

申
込

み
が

で
き

な
い

場
合

は
、

受
験

申
込

書
を

航
空

保
安

大
学

校
へ

郵
送

又
は

持
参

し
て

く
だ

さ
い

。

　
（
注

）
 郵

送
又

は
持

参
の

受
付

期
間

は
、

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
申

込
み

の
受

付
期

間
と

異
な

り
ま

す
。

受
付

期
間

が
短

い
の

で
注

意
し

て
く
だ

さ
い

。

受
験

申
込

書
類

の
請

求
方

法

　
な

お
、

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
申

込
み

が
可

能
な

方
は

、
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

申
込

み
を

ご
利

用
く

だ
さ

い
。

近
年

の
採

用
試

験
の

実
施

結
果

（
　

）
内

の
数

字
は

、
女

性
を

内
数

で
示

す
。

航
空

保
安

大
学

校
学

生
採

用
試

験
に

関
す

る
問

合
せ

先
・

受
験

申
込

書
類

の
請

求
先

国
土

交
通

省
　

航
空

保
安

大
学

校
 教

務
課

T
E
L
 （

0
7
2
）
4
5
8
 -

 3
9
1
7
　

　
　

　
 U

R
L
 ：

 h
tt

p:
/
/
w

w
w

.c
ab

.m
lit

.g
o
.jp

/
as

c
/
in

de
x.

h
tm

l

〒
5
9
8
 -

 0
0
4
7
　

 大
阪

府
泉

佐
野

市
り

ん
く

う
往

来
南

3
番

地
1
1

(2
) 　

郵
便

で
申

込
書

類
（
受

験
申

込
書

・
航

空
保

安
大

学
校

学
生

採
用

試
験

受
験

案
内

）
と

パ
ン

フ
レ

ッ
ト

を
請

求
す

る
場

合
、

封
筒

の
表

に
赤

字
で

「
航

空
保

安
大

  
学

校
学

生
請

求　
」
 と

書
き

、
宛

先
お

よ
び

郵
便

番
号

を
明

記
し

２
０

５
円

切
手

 （
１

部
請

求
の

場
合

）
 を

貼
っ

た
返

信
用

封
筒

 （
角

形
２

号
：
長

さ
3
3
.5

c
m

、
幅

2
4
.0

c
m

程
度

）
 を

同
封

し
て

、
航

空
保

安
大

学
校

教
務

課
に

請
求

し
て

下
さ

い
。

　
○

日
本

国
憲

法
又

は
そ

の
下

に
成

立
し

た
政

府
を

暴
力

で
破

壊
す

る
こ

と
を

主
張

す
る

政
党

そ
の

他
の

団
体

を
結

成
し

、
又

は
こ

れ
に

加
入

し
た

者

　
○

一
般

職
の

国
家

公
務

員
と

し
て

懲
戒

免
職

の
処

分
を

受
け

、
そ

の
処

分
の

日
か

ら
２

年
を

経
過

し
な

い
者

　
○

禁
錮

以
上

の
刑

に
処

せ
ら

れ
、

そ
の

執
行

を
終

わ
る

ま
で

の
者

又
は

そ
の

刑
の

執
行

猶
予

の
期

間
中

の
者

そ
の

他
そ

の
執

行
を

受
け

る
こ

と
が

な
く

な
る

ま
で

の
者

( 
1
2
 )

2
5

3
6
0

航
　

空
　

情
　

報
　

科
　

学
　

生

　
○

色
覚

に
異

常
の

あ
る

者

航
　

空
　

電
　

子
　

科
　

学
　

生

　
○

片
耳

で
も

、
次

の
い

ず
れ

か
の

失
聴

が
あ

る
者

( 
2
6
 )

( 
2
9
 )

5
2

8
4

( 
1
0
0
 )

3
1
2

　
○

成
年

被
後

見
人

、
被

保
佐

人
（
準

禁
治

産
者

を
含

む
。

）

(1
)

1
8

3
5

6
2

4
0
7

( 
8
 )

( 
1
4
 )

( 
2
2
 )

( 
1
4
1
 )

2
1

4
3

7
7

2
6
8

( 
3
 )

( 
6
 )

( 
9
 )

( 
4
0
 )

( 
2
 )

( 
7
 )

( 
9
 )

( 
2
8
 )

2
2

5
8

9
6

2
3
7

平
成

２
３

年
度

平
成

２
４

年
度

平
成

２
５

年
度 航

空
電

子
科

航
空

情
報

科
航

空
電

子
科

航
空

情
報

科
航

空
電

子
科

7
2

( 
2
1
 )

1
4
6

( 
1
9
 )

航
空

情
報

科

第
１

次
試

験
合

格
者

数

最
終

合
格

者
数

採
用

者
数

申
込

者
数

3
9

( 
1
7
 )

8
2

( 
1
2
 )

2
1

( 
1
2
 )

3
4

( 
9
 )

( 
1
3
5
 )

2
2
3

( 
2
8
 )

実
施

年
度

試
験

の
区

分
項

目

受
験

資
格

試
験

の
区

分
・
採

用
予
定
数

航
空

情
報

科
 　

約
 2

0
 名

航
空

電
子

科
 　

約
 2

5
 名

（
注

）
 

採
用

予
定

数
は

、
平

成
2
6
年

5
月

現
在

の
も

の
で

あ
り

、
変

動
す

る
こ

と
が

あ
り

ま
す

の
で

、
人

事
院

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

を
ご

覧
く
だ

さ
い

。

試
験

日
程

１
　

受
付

期
間

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
　

　
平

成
2
6
年

7
月

2
2
日

（
火

）
 9

：
0
0
～

平
成

2
6
年

7
月

3
1
日

（
木

）
〔
受

信
有

効
〕

郵
 送

 ・
 持

 参
　

　
平

成
2
6
年

7
月

2
2
日

（
火

）
～

平
成

2
6
年

7
月

2
5
日

（
金

）

■
詳

細
は

航
空

保
安

大
学

校
学

生
採

用
試

験
受

験
案

内
を

ご
覧

く
だ

さ
い

。

２
　

第
１

次
試

験
・

平
成

2
6
年

9
月

2
8
日

（
日

）

・
千

歳
市

・
岩

沼
市

・
東

京
都

・
新

潟
市

・
名

古
屋

市
・
泉

佐
野

市
・
広

島
市

・
高

松
市

・
福

岡
市

・
宮

崎
市

・
那

覇
市

・
基

礎
能

力
試

験
（
多

肢
選

択
式

）
、

学
科

試
験

（
多

肢
選

択
式

）

・
平

成
2
6
年

1
1
月

4
日

（
火

）
 9

：
0
0

３
　

第
２

次
試

験
・

平
成

2
6
年

1
1
月

1
7
日

（
月

）
～

平
成

2
6
年

1
1
月

2
0
日

（
木

）
の

う
ち

指
定

す
る

日

・
千

歳
市

・
所

沢
市

・
泉

佐
野

市
・
福

岡
市

・
那

覇
市

・
人

物
試

験
、

身
体

検
査

及
び

身
体

測
定

・
平

成
2
7
年

1
月

1
5
日

（
木

）
 9

：
0
0

４
　
採

用
決

定
最

終
合

格
者

は
、

試
験

の
区

分
ご

と
に

作
成

す
る

採
用

候
補

者
名

簿
（
１

年
間

有
効

）
に

得
点

順
に

記
載

さ
れ

ま
す

。
  

航
空

保
安

大
学

校
で

は
､こ

の
名

簿
に

記
載

　
さ

れ
た

者
の

中
か

ら
、

本
人

の
成

績
等

を
考

慮
の

上
、

逐
次

採
用

の
た

め
の

意
向

調
査

を
行

い
、

最
終

的
に

採
用

者
を

決
定

し
ま

す
。

　
 （

最
終

合
格

者
数

は
、

辞
退

者
数

を
考

慮
し

て
決

定
さ

れ
ま

す
。

）

５
　
採

用
（
予

定
）

採
用

は
､平

成
2
7
年

4
月

に
な

る
予

定
で

す
｡

試
験
種
目
及
び
方
法

（
注

）
1 2 3 4 5 6

平
成

2
6

年
度

 航
空

保
安

大
学

校
学

生
採

用
試

験
の

概
要

学
科

試
験

(多
肢

選
択

式
)

航
空

情
報

科
航

空
電

子
科

基
礎

能
力

試
　

　
　

験
(多

肢
選

択
式

)

1
/
4

　
数

学
及

び
英

語
に

つ
い

て
の

筆
記

試
験

 　
数

学
 1

3
題

　
　

　
［
 数

学
Ⅰ

、
数

学
Ⅱ

、
数

学
Ａ

、
 数

学
Ｂ

（
数

列
、

ベ
ク

ト
ル

　
　

　
の

分
野

に
限

る
。

）
 ］

　
 英

語
 1

3
題

　
　

　
［
 英

語
Ⅰ

、
英

語
Ⅱ

 ］
　

　
　

計
２

６
題

　
　

【
２

時
間

】

　
数

学
及

び
物

理
に

つ
い

て
の

筆
記

試
験

　
 数

学
 1

3
題

　
　

　
［
 数

学
Ⅰ

、
数

学
Ⅱ

、
数

学
Ａ

、
 数

学
Ｂ

（
数

列
、

ベ
ク

ト
ル

　
　

　
の

分
野

に
限

る
。

）
 ］

　
 物

理
 1

3
題

　
　

 　
［
 物

理
基

礎
、

物
理

 ］
　

　
　

計
２

６
題

　
　

【
２

時
間

】

2
/
4

　
公

務
員

と
し

て
必

要
な

基
礎

的
な

能
力

（
知

能
及

び
知

識
）
に

つ
い

て
の

筆
記

試
験

　
 知

能
分

野
 2

0
題

　
　

　
［
 文

章
理

解
（
7
題

）
、

課
題

処
理

（
7
題

）
、

数
的

処
理

（
4
題

）
、

資
料

解
釈

（
2
題

）
 ］

 　
知

識
分

野
 2

0
題

　
　

　
［
 自

然
科

学
（
5
題

）
、

人
文

科
学

（
9
題

）
、

社
会

科
学

（
6
題

）
 ］

　
　

計
４

０
題

　
　

【
１

時
間

３
０

分
】

試
験

日

試
験

地

試
験

種
目

＜
第

１
次

試
験

＞

合
格

発
表

身
体

測
定

　
色

覚
、

聴
力

に
つ

い
て

の
測

定
　

色
覚

に
つ

い
て

の
測

定
*

航
空

電
子

科
で

は
、

航
空

保
安

大
学

校
で

の
研

修
に

お
い

て
、

採
用

試
験

科
目

以
外

に
数

学
Ⅲ

を
入

学
ま

で
に

学
習

し
て

い
る

こ
と

を
前

提
と

し
た

講
義

が
な

さ
れ

ま
す

。

「
配

点
比

率
」
欄

に
＊

が
表

示
さ

れ
て

い
る

試
験

種
目

は
、

合
否

の
判

定
の

み
を

行
い

、
そ

の
他

の
試

験
種

目
に

つ
い

て
は

得
点

化
し

て
い

ま
す

。

第
２

次
試

験
の

際
、

人
物

試
験

の
参

考
と

す
る

た
め

、
性

格
検

査
を

行
い

ま
す

。

学
科

試
験

（
多

肢
選

択
式

）
に

つ
い

て
は

、
出

題
範

囲
が

限
定

さ
れ

て
い

ま
す

。

合
格

者
の

決
定

方
法

の
詳

細
に

つ
い

て
は

、
人

事
院

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

を
ご

覧
く
だ

さ
い

。

（
　

）
内

の
数

字
は

出
題

予
定

数
で

す
。

詳
し

く
は

人
事

院
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
を

ご
覧

く
だ

さ
い

［
 h

tt
p:

/
/
w

w
w

.ji
n
ji.
go

.jp
/
sa

iy
o
/
ko

u
so

ts
u
h
an

n
i2

6
.p

df
 ］

。

＜
第

２
次

試
験

＞

人
物

試
験

　
人

柄
、

対
人

的
能

力
な

ど
に

つ
い

て
の

個
別

面
接

1
/
4

身
体

検
査

　
主

と
し

て
胸

部
疾

患
（
胸

部
エ

ッ
ク

ス
線

撮
影

を
含

む
。

）
、

血
圧

、
尿

、
そ

の
他

一
般

内
科

系
検

査
*

配
点

比
率

試
験

日

試
験

地

試
験

種
目

合
格

発
表

試
験

種
目

内
　

　
　

　
　

容
　

【
　

解
　

答
　

時
　

間
　

】

１
　

平
成

2
6
年

4
月

1
日

に
お

い
て

高
等

学
校

又
は

中
等

教
育

学
校

を
卒

業
し

た
日

の
翌

日
か

ら
起

算
し

て
３

年
を

経
過

し
て

い
な

い
者

及
び

平
成

2
7
年

3
月

ま
で

に
高

等
　

学
校

又
は

中
等

教
育

学
校

を
卒

業
す

る
見

込
み

の
者

２
　

高
等

専
門

学
校

の
第

３
学

年
の

課
程

を
修

了
し

た
者

で
、

平
成

2
6
年

4
月

1
日

に
お

い
て

当
該

課
程

を
修

了
し

た
日

の
翌

日
か

ら
起

算
し

て
３

年
を

経
過

し
て

い
な

い
も

　
の

及
び

平
成

2
7
年

3
月

ま
で

に
当

該
課

程
を

修
了

す
る

見
込

み
の

者
３

　
高

等
学

校
卒

業
程

度
認

定
試

験
に

合
格

し
た

者
で

、
平

成
2
6
年

4
月

1
日

に
お

い
て

当
該

試
験

に
合

格
し

た
日

の
翌

日
か

ら
起

算
し

て
３

年
を

経
過

し
て

い
な

い
も

の
　

等
人

事
院

が
１

に
掲

げ
る

者
と

同
等

の
資

格
が

あ
る

と
認

め
る

者



航
空

情
報

科
・

航
空

電
子

科
を

卒
業

後
に

勤
務

す
る

航
空

官
署

空
港

・
航

空
路

監
視

レ
ー

ダ
ー

事
務

所

航
空

衛
星

セ
ン

タ
ー

【
塗

り
つ
ぶ
し
の

色
】

　
　

　
 と

も
に

勤
務

す
る

官
署

  
  

  
  

す
る

官
署

  
  

  
  

す
る

官
署

◆
転

勤
に

つ
い

て
教

え
て

下
さ

い
。

○
航

空
交

通
管

制
部

□
空

港
事

務
所

△
空

港
出

張
所

◎

航
空

路
監

視
レ

ー
ダ

ー
事

務
所

☆ 赤
：

情
報

科
と

電
子

科
の

卒
業

生
が

青
：

情
報

科
の

卒
業

生
の

み
が

勤
務

緑
：

電
子

科
の

卒
業

生
の

み
が

勤
務

　
全

国
転

勤
が

基
本

で
あ

り
、

平
均

的
に

３
年

程
度

の
間

隔
で

、
国

内
空

港
や

関
連

す
る

官
署

に
転

勤
し

、
職

務
に

当
た

る
こ

と
に

な
り

ま
す

。
　

転
勤

を
重

ね
る

こ
と

に
よ

り
、

業
務

に
対

す
る

幅
広

い
知

識
を

習
得

し
ス

キ
ル

を
向

上
で

き
ま

す
。

新
た

な
仲

間
も

増
え

る
こ

と
で

し
ょ

う
。

　
人

生
を

豊
か

に
し

つ
つ

、
高

度
な

専
門

性
を

持
つ

航
空

管
制

運
航

情
報

官
・
航

空
管

制
技

術
官

に
な

っ
て

い
た

だ
く
こ

と
を

期
待

し
て

お
り

ま
す

。

◆
学

校
の

見
学

は
で

き
ま

す
か

？

よ
く

あ
る

質
問

コ
ー

ナ
ー

詳
 細

 は
 Ｗ

 Ｅ
 Ｂ

 で
 ！

航
空

情
報

科
・航

空
電

子
科

の
ペ

ー
ジ

を
ご

覧
下

さ
い

。
h
tt
p
:/
/
w
w
w
.c
a
b
.m

li
t.
g
o
.j
p
/
a
s
c
/
in
d
e
x
.h
tm

l

航
空

電
子
科
に
関
す
る
質
問

航
空

情
報
科
に
関
す
る
質
問

◆
飛

行
機

の
装

置
も

整
備

、
保

守
す

る
の

で
す

か
？

◆
航

空
管

制
技

術
官

は
、

管
制

シ
ス

テ
ム

の
装

置
な

ど
を

作
る

の
で

す
か

。

◆
全

寮
制

で
す

か
？

◆
学

位
取

得
は

可
能

で
す

か
？

◆
車

の
購

入
が

必
要

と
聞

き
ま

し
た

。

◆
航

空
管

制
官

と
は

違
う

ん
で

す
か

？

　
対

空
援

助
業

務
と

い
っ

て
、

管
制

塔
で

航
空

機
に

情
報

提
供

を
実

施
す

る
仕

事
が

あ
り

ま
す

が
、

航
空

管
制

官
で

は
あ

り
ま

せ
ん

。
　

　
航

空
管

制
官

は
航

空
機

を
誘

導
し

て
、

安
全

運
航

を
支

え
る

仕
事

で
す

が
、

航
空

管
制

運
航

情
報

官
は

航
空

機
が

安
全

運
航

の
判

断
を

す
る

た
め

の
情

報
（
気

象
、

周
辺

の
航

空
交

通
状

況
）
等

を
伝

達
し

て
安

全
を

確
保

し
て

い
ま

す
。

◆
航

空
管

制
通

信
官

に
な

り
た

い
で

す
。

　
航

空
情

報
科

を
卒

業
し

、
航

空
管

制
運

航
情

報
官

と
し

て
の

経
験

を
積

ん
だ

の
ち

に
、

航
空

管
制

通
信

官
と

し
て

配
属

さ
れ

る
こ

と
が

あ
り

ま
す

。
こ

の
業

務
は

日
本

で
は

成
田

空
港

の
み

で
実

施
し

て
い

る
た

め
、

全
員

が
経

験
で

き
る

訳
で

は
あ

り
ま

せ
ん

。
ま

た
、

航
空

管
制

通
信

官
に

な
っ

た
ら

ず
っ

と
そ

の
業

務
を

す
る

の
で

は
な

く
、

様
々

な
官

署
で

経
験

を
積

む
こ

と
が

求
め

ら
れ

ま
す

。

　
航

空
管

制
技

術
官

の
中

に
は

、
装

置
や

シ
ス

テ
ム

の
設

計
・
開

発
に

携
わ

っ
た

り
、

改
善

提
案

な
ど

を
行

う
業

務
に

就
く
こ

と
が

あ
り

ま
す

。
　

た
だ

し
、

航
空

管
制

技
術

官
が

自
ら

装
置

を
製

作
し

た
り

、
シ

ス
テ

ム
の

プ
ロ

グ
ラ

ミ
ン

グ
を

行
っ

た
り

す
る

こ
と

は
あ

り
ま

せ
ん

。

　
航

空
管

制
技

術
官

は
地

上
の

管
制

シ
ス

テ
ム

な
ど

の
運

用
、

管
理

、
保

守
を

し
ま

す
が

、
航

空
機

に
装

備
さ

れ
る

装
置

に
つ

い
て

は
行

っ
て

い
ま

せ
ん

。
　

航
空

電
子

科
で

は
地

上
シ

ス
テ

ム
が

飛
行

機
側

で
ど

の
よ

う
に

利
用

さ
れ

て
い

る
か

の
学

習
は

行
っ

て
い

ま
す

。
　

　
公

共
交

通
機

関
の

運
航

時
間

外
に

通
勤

す
る

必
要

の
あ

る
官

署
が

多
い

こ
と

か
ら

、
配

属
先

に
よ

っ
て

は
車

が
な

い
と

通
勤

で
き

な
い

と
こ

ろ
が

あ
り

ま
す

。
　

ま
た

、
航

空
管

制
運

航
情

報
官

・
航

空
管

制
技

術
官

と
も

に
業

務
用

車
両

の
運

転
が

必
要

と
な

る
た

め
、

ほ
と

ん
ど

の
学

生
が

航
空

保
安

大
学

校
在

学
中

に
自

動
車

運
転

免
許

を
取

得
し

て
い

ま
す

。

　
は

い
、

そ
う

で
す

。
　

将
来

、
航

空
の

現
場

に
配

属
さ

れ
た

ら
、

職
場

の
先

輩
だ

け
で

は
な

く
、

関
係

者
と

の
連

携
、

チ
ー

ム
ワ

ー
ク

が
非

常
に

重
要

と
な

り
ま

す
。

　
そ

の
基

礎
を

培
う

た
め

の
共

同
生

活
で

す
。

航
空

管
制

運
航

情
報

官
・
航

空
管

制
技

術
官

は
、

関
係

セ
ク

シ
ョ

ン
を

情
報

で
つ

な
ぐ

重
要

な
役

割
を

担
い

ま
す

の
で

、
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
を

広
げ

て
く
だ

さ
い

。

◆
保

安
大

に
入

学
し

た
学

生
は

全
員

卒
業

で
き

ま
す

か
？

　
 航

空
保

安
大

学
校

は
、

通
常

の
大

学
と

違
い

、
航

空
安

全
を

守
る

た
め

の
職

員
を

養
成

す
る

施
設

で
す

。
　

こ
の

た
め

、
成

績
不

良
等

に
よ

り
職

責
を

果
た

せ
な

い
と

判
断

さ
れ

る
場

合
、

退
学

処
分

と
な

る
可

能
性

が
あ

り
、

こ
の

場
合

、
国

家
公

務
員

と
し

て
の

身
分

を
失

う
こ

と
が

あ
り

ま
す

。

　
航

空
保

安
大

学
校

の
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
は

、
国

土
交

通
省

職
員

を
育

成
す

る
専

門
コ

ー
ス

と
な

っ
て

い
ま

す
。

　
よ

っ
て

、
本

校
を

卒
業

し
て

も
学

位
取

得
は

で
き

ま
せ

ん
。

◆
受

験
勉

強
は

何
を

し
た

ら
い

い
で

す
か

？

　
過

去
問

は
、

人
事

院
や

市
販

の
書

籍
で

入
手

出
来

ま
す

の
で

、
傾

向
を

知
り

た
い

方
は

入
手

し
て

下
さ

い
。

　
公

務
員

採
用

試
験

で
す

の
で

、
一

般
の

大
学

と
は

異
な

る
こ

と
を

確
認

し
て

く
だ

さ
い

。

◆
卒

業
後

の
職

場
に

は
宿

舎
は

あ
る

の
で

す
か

？

　
宿

舎
若

し
く

は
借

り
上

げ
宿

舎
が

あ
る

官
署

が
ほ

と
ん

ど
で

す
。

　
た

だ
し

、
築

４
０

年
以

上
と

い
う

も
の

も
少

な
く

な
く

、
宿

舎
事

情
は

あ
ま

り
恵

ま
れ

て
い

な
い

と
思

っ
た

方
が

よ
い

か
も

知
れ

ま
せ

ん
。

 　
オ

ー
プ

ン
キ

ャ
ン

パ
ス

や
「
空

の
日

」
の

イ
ベ

ン
ト

で
、

校
内

見
学

や
、

進
学

相
談

な
ど

を
実

施
し

て
い

ま
す

。

経
験

を
重

ね
る
毎

に
、
仕

事
が
楽

し
く
て
！

平
成

2
0
年

　
　
航

空
保

安
大

学
校

　
卒

業
　
　
岩

国
空

港
事

務
所

　
　
航

空
管

制
運

航
情

報
官

井
上

 　
萌

　
岩

国
空

港
は

米
軍

施
設

を
使

用
し

て
の

運
航

、
管

制
業

務
が

行
わ

れ
て

い
る

空
港

で
す

。
米

軍
と

や
り

と
り

を
し

な
く
て

は
な

ら
な

い
場

面
も

あ
り

、
話

す
内

容
が

分
か

ら
ず

冷
や

汗
を

か
く
こ

と
も

あ
り

ま
す

が
、

他
で

は
経

験
で

き
な

い
の

で
、

と
て

も
新

鮮
に

感
じ

ま
す

。
事

案
が

発
生

し
た

際
に

空
港

利
用

者
に

対
す

る
影

響
を

最
小

限
に

と
ど

め
た

時
や

、
航

空
会

社
が

必
要

と
す

る
情

報
を

過
不

足
な

く
提

供
で

き
た

時
な

ど
、

航
空

機
の

安
全

運
航

に
携

わ
れ

た
と

感
じ

る
と

き
に

、
運

航
情

報
官

と
し

て
の

や
り

が
い

を
感

じ
ま

す
。

積
極

的
に

学
ん

で
い

く
こ

と
に

よ
り

知
識

も
増

え
、

仕
事

の
楽

し
さ

が
増

し
て

い
く
こ

と
と

思
い

ま
す

。
不

得
意

だ
っ

た
分

野
に

あ
る

日
突

然
興

味
を

抱
く
こ

と
も

あ
る

の
で

、
常

に
幅

広
い

視
野

を
も

っ
て

航
空

の
世

界
に

目
を

向
け

て
み

て
下

さ
い

。

や
り
が
い
が
見
い
だ
せ
る
仕
事
で
す
。

平
成

1
1
年

　
　
航

空
保

安
大

学
校

　
卒

業
　
　
佐

賀
空

港
出

張
所

　
　
航

空
管

制
運

航
情

報
官

高
波

 　
秀

成
　

佐
賀

空
港

の
管

制
塔

で
対

空
援

助
業

務
を

行
っ

て
い

ま
す

。
佐

賀
空

港
は

、
福

岡
、

熊
本

、
長

崎
の

３
空

港
に

囲
ま

れ
て

い
る

た
め

、
そ

の
利

便
性

か
ら

も
訓

練
機

や
上

空
通

過
機

等
の

利
用

が
増

え
て

い
ま

す
。

最
近

は
、

国
際

線
Ｌ

Ｃ
Ｃ

参
入

の
他

、
国

内
定

期
便

に
つ

い
て

も
増

便
や

Ｌ
Ｃ

Ｃ
参

入
が

予
定

さ
れ

て
い

ま
す

。
交

通
量

の
増

加
と

と
も

に
、

運
航

情
報

官
に

期
待

す
る

役
割

も
大

き
く
な

っ
て

い
る

と
感

じ
て

い
ま

す
。

国
際

線
の

就
航

が
増

加
す

る
に

連
れ

、
語

学
力

の
重

要
性

も
高

ま
り

ま
す

。
対

空
援

助
業

務
は

無
論

で
す

が
、

外
国

航
空

機
へ

の
立

入
検

査
を

行
う

運
航

情
報

官
に

は
英

会
話

が
必

須
と

な
り

ま
す

。
英

語
を

使
う

仕
事

に
就

き
た

い
方

、
英

語
が

好
き

な
方

、
そ

し
て

航
空

機
に

興
味

の
あ

る
方

に
と

っ
て

は
特

に
や

り
が

い
を

見
い

だ
せ

る
仕

事
だ

と
思

い
ま

す
。

す
べ
て
が
貴

重
な
経

験
で
す
。

平
成

元
年

　
　
航

空
保

安
大

学
校

　
卒

業
　
　
新

千
歳

空
港

事
務

所
　
　
主

幹
航

空
管

制
運

航
情

報
官

對
馬

 　
史

生
　

勤
務

し
て

い
る

新
千

歳
Ｆ

Ｓ
Ｃ

は
、

全
国

８
箇

所
に

設
置

さ
れ

て
い

る
Ｆ

Ｓ
Ｃ

（
飛

行
援

助
セ

ン
タ

ー
）
の

１
つ

で
あ

り
、

道
内

を
飛

行
す

る
航

空
機

の
安

全
運

航
を

支
援

す
る

た
め

の
機

関
で

す
。

特
徴

と
し

て
、

冬
期

間
は

雪
の

影
響

に
よ

り
除

雪
作

業
担

当
、

管
制

官
と

調
整

を
行

う
な

ど
、

運
航

へ
の

影
響

を
最

小
限

に
す

る
た

め
に

重
要

な
役

割
を

担
っ

て
い

ま
す

。
本

省
で

は
空

港
の

着
陸

料
、

日
本

の
上

空
を

通
過

す
る

際
に

徴
収

す
る

上
空

通
過

料
な

ど
を

請
求

す
る

た
め

の
デ

ー
タ

収
集

、
料

金
計

算
な

ど
の

業
務

を
行

っ
て

お
り

ま
し

た
。

ま
た

岩
沼

研
修

セ
ン

タ
ー

で
は

、
研

修
機

器
の

維
持

・
整

備
を

担
当

す
る

な
ど

、
こ

れ
ら

の
職

場
は

特
殊

な
業

務
内

容
で

あ
り

、
大

変
貴

重
な

経
験

と
な

り
ま

し
た

。

航
空
の
安
全
を
若
い
力
で
支
え
ま
す
。

平
成

2
5
年

　
　
航

空
保

安
大

学
校

　
卒

業
　
　
那

覇
空

港
事

務
所

　
　
航

空
管

制
技

術
官

鬼
木

 　
陽

亮
　

航
空

電
子

科
を

卒
業

後
、

那
覇

空
港

で
技

術
を

磨
き

、
シ

ス
テ

ム
障

害
対

応
や

更
新

作
業

を
行

っ
て

い
ま

す
。

初
め

は
わ

か
ら

な
い

こ
と

が
多

く
不

安
な

気
持

ち
に

な
り

ま
し

た
が

、
先

輩
方

に
色

々
教

わ
り

、
徐

々
に

自
信

が
つ

い
て

き
ま

し
た

。
今

は
、

レ
ー

ダ
ー

の
専

門
技

術
を

習
得

す
る

研
修

に
向

け
、

勉
強

し
て

い
ま

す
。

ま
た

、
休

日
に

は
先

輩
方

と
食

事
に

行
く
な

ど
、

公
私

共
に

充
実

し
た

生
活

を
過

ご
し

て
い

ま
す

。
航

空
管

制
技

術
官

は
、

世
間

で
は

あ
ま

り
知

ら
れ

て
い

ま
せ

ん
が

、
航

空
機

の
運

航
に

は
な

く
て

は
な

ら
な

い
仕

事
で

す
。

こ
れ

か
ら

さ
ら

に
伸

び
ゆ

く
航

空
界

を
、

縁
の

下
の

力
持

ち
と

し
て

若
い

力
で

一
緒

に
支

え
て

い
き

ま
し

ょ
う

。

管
制
技
術
の
経
験
を
生
か
し
大
空
へ

平
成

1
4
年

　
　
航

空
保

安
大

学
校

　
卒

業
　
　
航

空
局

交
通

管
制

部
運

用
課

　
飛

行
検

査
　
専

門
官

長
原

 　
雅

春
　

飛
行

検
査

機
に

乗
務

し
て

、
検

査
用

コ
ン

ピ
ュ

ー
タ

を
操

作
し

な
が

ら
、

全
国

の
通

信
・
航

法
・
監

視
施

設
の

電
波

の
正

常
性

な
ど

を
検

査
す

る
仕

事
を

し
て

い
ま

す
。

揺
れ

る
機

体
で

何
時

間
も

飛
行

し
、

間
違

っ
た

判
断

が
許

さ
れ

な
い

プ
レ

ッ
シ

ャ
ー

の
中

で
デ

ー
タ

を
解

析
し

続
け

る
た

め
、

か
な

り
疲

れ
ま

す
が

、
そ

の
分

、
検

査
を

や
り

遂
げ

て
機

体
を

降
り

る
時

は
、

充
実

し
て

お
り

、
爽

快
で

す
。

航
空

管
制

技
術

官
の

経
験

を
活

か
し

、
航

空
機

の
運

航
に

携
わ

る
経

験
を

積
め

る
こ

と
に

魅
力

を
感

じ
て

い
ま

す
。

あ
な

た
も

航
空

の
技

術
に

携
わ

る
ス

ペ
シ

ャ
リ

ス
ト

「
航

空
管

制
技

術
官

」
の

仲
間

に
な

り
ま

せ
ん

か
。

技
術
職
と
し
て
細
や
か
さ
を
生
か
す
。

平
成

1
4
年

　
　
航

空
保

安
大

学
校

　
卒

業
　
　
大

阪
空

港
事

務
所

　
　
航

空
管

制
技

術
官

原
田

 　
由

香
梨

　
管

制
シ

ス
テ

ム
を

安
定

し
て

運
用

さ
せ

る
こ

と
で

、
航

空
機

に
搭

乗
し

た
お

客
様

が
、

安
全

に
時

間
通

り
目

的
地

に
到

着
す

る
こ

と
を

陰
で

支
え

る
航

空
管

制
技

術
官

に
魅

力
を

感
じ

て
い

ま
す

。
航

空
管

制
技

術
官

は
、

エ
ン

ジ
ニ

ア
で

男
性

的
な

仕
事

が
多

い
の

で
す

が
、

技
術

職
だ

か
ら

こ
そ

細
や

か
さ

が
重

要
で

、
女

性
が

十
分

に
活

躍
で

き
る

職
場

で
す

。
子

供
が

ま
だ

小
さ

く
、

子
供

の
病

気
や

行
事

な
ど

で
休

暇
を

取
る

こ
と

も
あ

り
ま

す
が

、
職

場
の

理
解

と
協

力
の

も
と

で
仕

事
を

続
け

て
い

ま
す

。
私

が
入

省
し

た
頃

に
比

べ
女

性
の

航
空

管
制

技
術

官
も

増
え

、
仕

事
の

悩
み

を
女

性
同

士
で

相
談

し
、

助
け

合
い

な
が

ら
解

決
し

て
い

ま
す

。

航
空

情
報

科
・

航
空

電
子

科
を

卒
業

後
に

勤
務

す
る

航
空

官
署

空
港

・
航

空
路

監
視

レ
ー

ダ
ー

事
務

所

航
空

衛
星

セ
ン

タ
ー

【
塗

り
つ
ぶ
し
の

しし
色
】

　
　

　
 と

も
に

勤
務

す
る

官
署

す
る

官
署

す
る

官
署

◆
転

勤
に

つ
い

て
教

え
て

下
さ

い
。

○
航

空
交

通
管

制
部

□
空

港
事

務
所

△
空

港
出

張
所

◎

航
空

路
監

視
レ

ー
ダ

ー
事

務
所

☆ 赤
：

情
報

科
と

電
子

科
の

卒
業

生
が

青
：

情
報

科
の

卒
業

生
の

み
が

勤
務

緑
：

電
子

科
の

卒
業

生
の

み
が

勤
務

　
全

国
転

勤
が

基
本

で
あ

り
、

平
均

的
に

３
年

程
度

の
間

隔
で

、
国

内
空

港
や

関
連

す
る

官
署

に
転

勤
し

、
職

務
に

当
た

る
こ

と
に

な
り

ま
す

。
　

転
勤

を
重

ね
る

こ
と

に
よ

り
、

業
務

に
対

す
る

幅
広

い
知

識
を

習
得

し
ス

キ
ル

を
向

上
で

き
ま

す
。

新
た

な
仲

間
も

増
え

る
こ

と
で

し
ょ

う
。

　
人

生
を

豊
か

に
し

つ
つ

、
高

度
な

専
門

性
を

持
つ

航
空

管
制

運
航

情
報

官
・
航

空
管

制
技

術
官

に
な

っ
て

い
た

だ
く
こ

と
を

期
待

し
て

お
り

ま
す

。













7月27日 （日） 開催！
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保安大
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